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事業
No.

調査内容 対象頁

1 これまでのクールジャパン政策の評価と今後の促進策に関する調査 4

2 AI・ロボティックス等に代替されにくいとされる職業の現状と今後について 30

3

新たな文化創造に向けた方法論に係る調査

①「クール」「文化」「デザイン」「ファッション」等の定義と対象の整理

②経済活動と文化活動との関係について

③クリエーターの活躍の場としての新市場創造に関する調査

52

4 デジタル社会への移行に伴って生じる問題点と文化との関係 133

5 今後のグローバルな消費トレンドについて 168

6 文化創造と都市の関係性について 202

7 諸外国における文化関連政策とデジタル社会とのリンケージ 228

8
2020年代におけるデザインの役割について

①カテゴリーの評価・検討

②人と自然に調和的な経済社会を構築する上でのデザインの役割について

240

9 2020年代におけるファッションの役割について 272

10 新たな我が国の強みとクールという評価の一致領域について 315



本事業の位置づけ
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⚫ これまでのクールジャパン政策はコンテンツを中心とした外需獲得に重きを置いてきた。

⚫ 貴省は、新たな文化創造システムの構築に重心を転換し、全体として文化・経済が相互に作用するエ
コシステムを構築していく必要がある（仮説）と認識している。

⚫ そこで本事業では貴省仮説の精度向上を目的に、海外動向等を踏まえた基礎的な調査を実施する。

文化・経済の相互作用の好循環

これまでの「クールジャパン」と、
これからの政策が目指すエコシステム（仮説）＝ To-be

今後必要なエコシステム（貴省仮説） クールジャパン政策の重心転換

クールなアウトプット（文化→経済）

✓ 少子高齢化いよる国内需要の低減を見す
え、海外需要の獲得に重心

✓ 政府は大きく①情報発信、②ライフスタイ
ルの海外展開、③観光インバウンド獲得
を推進し、一定の成果有

これまでの注力領域
クールジャパン

今後の注力領域
クリエイティブ産業エコシステムの強化

クリエイティブ産業のエコシステムを
強化する仕組みづくり（経済→文化）

✓ 3つの加速するトレンド

• 情報技術（IoT/AI等）の社会実装

• あらゆるもののインターフェース化を通じた情
報共有

• インクルージョン及びグローバルな接続

✓ ヒトにしかできない付加価値創出が一層求
められる。

✓ 経済から文化へのアプローチを踏まえた新た
な文化創造のシステムが必要。





調査の基本視点
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⚫ 主に経済産業省が進めてきたクールジャパン政策について、各々の目的・手段・成果等について、整理
及び評価。

⚫ 具体的には、クールジャパン政策立案当時の施策が設定しているKPIがあるもので経年でデータを確認で
きるものについては、その変遷を確認しつつ、設定されていない場合は、関連企業の海外売上高や収益
のパネルデータを利用し、定量的に分析し、評価を検討する。

⚫ 当該評価を踏まえた中で、今後の課題を整理するとともに、政策として対応が求められる点について検討。

調査目標 調査概要

事例調査の視点 主に経済産業省が進めてきたクールジャパン政策
について、各々の目的・手段・成果について、整理
及び評価。

政府資料等を踏まえ、一義的なクールジャパン
政策について、各々の目的・手段・成果につい
て、整理及び評価。

クールジャパン政策立案当時の施策が設定してい
るKPIがあるもので経年でデータを確認できるものに
ついては、その変遷を確認しつつ、設定されていな
い場合は、関連企業の海外売上高や収益のパネ
ルデータを利用し、定量的に分析。

行政評価レビュー等、経済産業省として公に
公表している予算及びそれに紐づくKPIの経年
のデータでの達成状況を確認しつつ、別途統
計資料等を確認し、いくつかの論点について、
クールジャパン政策の貢献の有無を定量的に
確認。

評価を踏まえた中で、今後の課題を整理するととも
に、特に政策として対応が求められる点について検
討。

上述の評価を踏まえ、今後の課題を整理する
とともに、特に政策として対応が求められる点に
ついて、政策的なインプリケーションを検討。









対象分野 主な政策 市場動向

コンテンツ
ローカライズ・プロモーションへの支援

国際見本市の開催・プロデューサー人材育成等支援
海外展示会への出展等支援

• 我が国のコンテンツ輸出額
2010年63.3億円⇒2018年519.4億円

• 我が国のアニメの海外の市場規模
2010年2,867億円⇒2019年1兆2,009億円

農林水差物・食品 海外展示会への出展等支援
• 我が国の農林水産物・食品の輸出額

2010年4,921億円⇒2020年9,223億円

観光 各種政策が関連

• 訪日観光客数
2010年861万人⇒2019年3188万人

• 訪日外国人旅行消費額
2010年1.1兆円⇒2019年4.8兆円

デザイン製品・
ファッション等

若手デザイナー支援コンソーシアム
海外展示会への出展等支援

• 我が国のファッション輸出額
2010年462億円⇒2020年739億円

分野横断
JAPANブランド等プロデュース支援事業

JAPAN Beauty Week等によるプロモーション
• 我が国の化粧品輸出額

2010年1,103億円⇒2020年3,434億円

対象分野とこれまでの取組み

⚫ 国内における観光全体の盛上がりと同様に、クールジャパン政策の対象となる様々な分野で、
海外を中心とした産業の活性化が確認されている。
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事業番号事業名 会計区分主要政策・施策 主要経費 主な根拠法令 関係する計画 通知等 事業の目的 事業概要

0073

コンテンツグローバル需
要創出促進 基盤整
備事業
（旧 コンテンツグロー
バル需要創出等促進
事業費補助金）

一般会計クールジャパン 中小企業対策 -

「成長戦略フォローアップ2019-「Society 5.0の実現」
「人口減少下での地方施策の強化」（令和元年6月21日
閣議決定）
「知的財産戦略推進計画2019」（令和元年6月21日

知的財産戦略本部決定）

「コンテンツの創造、保護及び活用の促進に関する法律(平成16年6月
4日法律第81号)」の制定や、「成長戦略フォローアップ2019-
「Society 5.0の実現」「人口減少下での地方施策の強化」（令和元
年6月21日閣議決定）において「2025 年度までに、文化ＧＤＰを１
８兆円（ＧＤＰ比３％程度）に拡大することを目指す。」とされる等、
コンテンツ産業は、今後成長著しい産業として期待がされているところ。こ
うした指針に基づき、日本発のコンテンツ等の海外展開を促進し、日本
ブーム創出を通じた関連産業の海外展開の拡大及び訪日外国人等の
促進につなげることを目的とする。

①コンテンツの海外展開におけるローカライズ プロモーション、
②海外向けコンテンツ製作に資する資金調達、人材育成③
先進技術を活用した新たな形のコンテンツの開発④制作工
程を効率化するシステム開発⑤企業等が発信するストーリー
性のある映像（ブランデッド コンテンツ）の制作 デジタル配
信の支援を実施。

0074
ローカルクールジャパン
推進事業

一般会計クールジャパン 中小企業対策 -

未来投資戦略2018（平成30年6月15日 閣議決
定）
「明日の日本を支える観光ビジョン」（平成28年3月30

日 明日の日本を支える観光ビジョン構想会議決定）

日本の技術や生活文化の特色を生かした魅力ある商材を有する中小
企業等が、インバウンド需要開拓に向けて「市場調査、商材改良、Ｐ
Ｒ 流通」まで一貫してプロデュースするプロジェクトに係る経費の一部を
補助するとともに、地域商社等を活用し地域全体のブランド化や海外へ
のＰＲをサポートし、中小企業等の海外需要の獲得を支援するとともに、
新技術等を活用して訪日観光客の消費を促進するような環境整備を
目的とする。

地域商社等によるインバウンド需要のために外部人材の活
用によりマーケティングからプロモーションまで行うプロデュース活
動を促進（補助率１０/１０、１/２）。
地域商社等のブランディングにあう日本らしい商材やサービス
を有する中小企業等が、海外のライフスタイルやニーズ等に詳
しい外部人材の活用により行う、海外需要獲得に向けたプロ
デュース活動を促進（補助率１/２）。デジタル技術等を
活用しつつ、訪日観光客の消費を促進するような環境整備
に向けて、事業者 自治体等関係者が一体で行う消費促
進整備計画作りの策定手法及び水平展開の検討を行う
（委託）。

0075
インバウンド需要拡大
推進事業

一般会計クールジャパン 中小企業対策 -
安心と成長の未来を拓く総合経済対策（令和元年12月
5日閣議決定）

我が国の技術や生活文化の特色を生かした魅力ある商材やサービスを
複数取扱う事業者が、海外のライフスタイルやニーズ等に詳しい外国人
専門家と連携して当該商材やサービスの磨き上げ、ＰＲ プロモーション、
展示及び販売、商流構築等の取組みを行う事業に係る経費の一部を
補助するとともに、当該事業において購買情報を収集 分析しニーズの
「見える化」することで、全国各地でのインバウンド需要拡大に資すること
を目的とする。
また、外国人観光客のニーズに対応した商品やサービスの多言語化等
や、店舗データ分析を用いた経営の高度化による効果的な商品 サービ
スの提供等の推進により、地域における訪日外国人消費の拡大を目指
す。

①外国人専門家との共創によるインバウンド需要拡大事業
我が国の技術や生活文化の特色を生かした魅力ある商材や
サービスを複数取扱う事業者が、海外のライフスタイルやニー
ズ等に詳しい外国人専門家と連携して当該商材やサービス
の磨き上げ、ＰＲ プロモーション、展示及び販売、商流構築
等の取組みを行う事業に係る経費の一部を補助（間接補
助率２/３）
当該事業の推進について事務局が進捗管理するとともに、
事業内で購買情報を収集 分析しニーズの「見える化（ガイ
ドライン等作成）」を実施（定額補助１０/１０）
②インバウンド需要による地域消費拡大推進事業
地域の中小商業 サービス業のグループ等が、様々な企業と
連携して、新たな商品 サービスを開発 導入する取組等を
支援（直接補助率２/３）

0417
コンテンツグローバル需
要創出等促進事業

一般会計クールジャパン 中小企業対策 -

「未来投資戦略2018-「Society 5.0」「データ駆動型社
会」へ の変革-」（平成30年6月15日閣議決定）
「知的財産戦略推進計画2018」（平成30年6月12日

知的財産戦略本部決定）

「コンテンツの想像、保護及び活用の促進に関する法律（平成16年6
月4日法律第81号）」の制定や、「未来投資戦略2018-「Society 
5..0」「データ駆動型社会」への変革-（平成30年6月15日閣議決
定）」において「2025年までに、文化GDPを18兆円（GDP比3％程
度）に拡大することを目指す。」とされる等、コンテンツ産業は、今後成
長著しい産業として期待がされているところ。こうした指針に基づき、日本
初のコンテンツ等の海外展開を促進し、日本ブーム創出を通じた関連産
業の海外展開の拡大及び訪日外国人等の促進につなげるとともに、コ
ンテンツ産業が持続的に発展するエコシステムを構築することを目的とす
る。

①コンテンツの海外展開におけるローカライズ プロモーション、
②海外向けコンテンツ製作に資する資金調達、③デジタル技
術を活用した先進性の高いコンテンツ等の開発等の支援を
実施。

20035
コンテンツグローバル需
要創出促進事業

一般会計クールジャパン 中小企業対策 -

「新型コロナウイルス感染症緊急経済対策～国民の命と
生活を守り抜き、経済再生へ～」（令和2年4月7日閣議
決定）
「成長戦略フォローアップ」（令和2年7月17日閣議決

定）
「知的財産戦略推進計画2020」（2020年5月27日知

的財産戦略本部決定）

国内外の新型コロナウイルス感染拡大により日本初のコンテンツの海外
展開のプロモーションの機会が失われていることを受け、音楽、演劇等
（文化芸術基本法（平成１３年法律第１４８号）第８条ないし
第１１条に定める文化芸術分野をいう。）の国内における公演（実
演家が不特定多数又は特定多数の公衆に対して演ずることをいう。）
及び当該公演を収録した動画の全部又は一部の海外向けのデジタル
配信の実施によって、日本発のコンテンツのプロモーションを行う事業者に
対して支援を行うことにより、日本発のコンテンツの海外展開を促進し、
日本ブーム創出を通じた関連産業の海外展開の拡大及び訪日外国人
等の促進につなげることを目的とする。

国内で今後、日本発のコンテンツの公演を実施し、その収録
映像を活用して制作したプロモーション動画を海外に発信す
る事業の支援を実施。

出所：令和2年度経済産業省行政評価レビュー

(１) これまでのクールジャパン政策の評価と今後の促進策に関する調査

⚫ 令和2年度の行政評価レビューにおける経済産業省のクールジャパン政策関連予算の概要については、
以下のとおり。
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経済産業省のクールジャパン政策関連予算の定量的な成果目標及び成果指標
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⚫ 確認できる平成27年度以降の行政評価レビューにおける経済産業省のクールジャパン政策関連の予算
の定量的な成果目標及び成果指標については、以下のとおり。

出所：令和2年度経済産業省行政評価レビュー

事業番号 事業名
事業開始年
度

事業終了
（予定）年
度

会計区
分

主要政
策・施
策

主要経
費

定量的な成果目標_1 成果指標_1 定量的な成果目標_2 成果指標_2 定量的な成果目標_3 成果指標_3

20035
コンテンツグローバル需要
創出促進事業

令和2年度 令和3年度
一般会
計

クール
ジャパン

中小企
業対策

本事業は、新型コロナウイルス感染症のまん延の状況を
踏まえて、政府のイベント開催方針が変更されるため、目
標として設定できる定量的な指標がないため。

新型コロナウイルス感染拡大により深刻な影響を受けた
国内のライブ・エンターテイメント産業に対し、速やかな公
演再開を実現する。

国内のライブ・エンターテイメント産業における公演の再開
状況の改善

国内におけるライブ・エンターテイメントの公演回数

0070

コンテンツ海外展開促進
事業
（旧 新コンテンツ創造
環境整備事業）

平成29年度 令和4年度
一般会
計

-
中小企
業対策

2025年度までに、文化GDP約18兆円（GDP比3％程
度）に貢献することを目指す

海外における日本由来のコンテンツ産業市場規模
令和4年度における国際見本市における成約金額を
100億円にする

0073

コンテンツグローバル需要
創出促進・基盤整備事
業
（旧 コンテンツグローバ
ル需要創出等促進事
業費補助金）

令和元年度 令和2年度
一般会
計

クール
ジャパン

中小企
業対策

2025年度までに、文化GDP約18兆円（GDP比3％程
度）に貢献することを目指す

海外における日本由来のコンテンツ産業市場規模
令和4年度における国際見本市における成約金額を
100億円にする

国際見本市における成約金額

0074
ローカルクールジャパン推
進事業

令和元年度 令和元年度
一般会
計

クール
ジャパン

中小企
業対策

外部人材を活用したプロデュース支援により商談を成立も
しくはビジネスモデルを開発した企業の割合８０％以上

採択企業のうち、商談成立もしくはビジネスモデル開発ま
で到達した企業の割合

対象２地域におけるスマートリゾート実現に向けた具体的
な行動

計画に基づく投資実行地域数

0075
インバウンド需要拡大推
進事業

令和元年度 令和2年度
一般会
計

クール
ジャパン

中小企
業対策

①外国人専門家との共創による事業規模の拡大

目標を達成した割合80％
訪日外国人売上高

②インバウンド需要による地域消費拡大推進事業

目標を達成した割合75％
訪日外国人売上高

0417
コンテンツグローバル需要
創出等促進事業

平成30年度 令和元年度
一般会
計

クール
ジャパン

中小企
業対策

日本由来コンテンツの海外市場規模を2020年に2.5兆
円にする

海外における日本由来のコンテンツ産業市場規模
2025年度までに、文化GDP約18兆円（GDP比3％程
度）に貢献することを目指す

本事業を活用した事業者の海外売上増加率（前年度
比）

310009
2

ローカルクールジャパン推
進事業

平成３１年
度

平成３５年
度

一般会
計

クール
ジャパン

中小企
業対策

外部人材を活用したプロデュース支援により商談を成立も
しくはビジネスモデルを開発した企業の割合８０％以上

採択企業のうち、商談成立もしくはビジネスモデル開発ま
で到達した企業の割合

対象２地域におけるスマートリゾート実現に向けた具体的
な行動

計画に基づく投資実行件数
事業終了後3年後の当該地域の訪日外国人客観光客
の訪問者数が増加している割合が50％以上

訪日外国人観光客の当該地域への訪問者数の増加割
合

300073
222

インバウンド型クールジャ
パンビジネス環境整備
事業

平成２９年
度

平成３０年
度

一般会
計

-
中小企
業対策

地域における休み方協議会設置状況 地域における休み方協議会を設置した地域数 モデル地域における投資状況 投資がなされたモデル地域数 サプライチェーンの再構築の進捗 サプライチェーンの再構築が進展した企業数

300068
2

コンテンツグローバル需要
創出等促進事業

平成３０年
度

平成３１年
度

一般会
計

クール
ジャパン

中小企
業対策

日本由来コンテンツの海外市場規模を2020年に2.5兆
円にする

海外における日本由来のコンテンツ産業市場規模
2025年度までに、文化GDP約18兆円（GDP比3％程
度）に貢献することを目指す

本事業を活用した事業者の海外売上増加率

300069
2

ローカルクールジャパン推
進事業

平成３１年
度

平成３５年
度

一般会
計

クール
ジャパン

中小企
業対策

外部人材を活用したプロデュース支援により商談を成立も
しくはビジネスモデルを開発した企業の割合８０％以上

採択企業のうち、商談成立もしくはビジネスモデル開発ま
で到達した企業の割合

対象２地域におけるスマートリゾート実現に向けた具体的
な行動

計画に基づく投資実行件数
事業終了後3年後の当該地域の訪日外国人客観光客
の訪問者数が増加している割合が50％以上

訪日外国人観光客の当該地域への訪問者数の増加割
合

300072
2

インバウンド型クールジャ
パンビジネス環境整備
事業

平成２９年
度

平成３０年
度

一般会
計

-
中小企
業対策

地域における休み方協議会設置状況 地域における休み方協議会を設置した地域数 モデル地域における投資状況 投資がなされたモデル地域数 サプライチェーンの再構築の進捗 サプライチェーンの再構築が進展した企業数

300074
2

コンテンツグローバル需要
創出等促進事業

平成３０年
度

平成３１年
度

一般会
計

クール
ジャパン

中小企
業対策

日本由来コンテンツの海外市場規模を2020年に2.5兆
円にする

海外における日本由来のコンテンツ産業市場規模
2025年度までに、文化GDP約18兆円（GDP比3％程
度）に貢献することを目指す

本事業を活用した事業者の海外売上増加率

290004
00

産業界・教育関係者・
地域等と連携したクール
ジャパン需要喚起事業

平成２９年
度

平成３７年
度

一般会
計

クール
ジャパン

その他
の事項
経費

2025年度までに、文化GDP約18兆円（GDP比3％程
度）に貢献することを目指す

コンテンツ関連産業の国内外売上高
訪日外国人旅行者数を、約2000万人（2015年）か
ら4000万人（2020年）に倍増させることに貢献

訪日外国人旅行者数 キッズウィーク設定数の増加 キッズウィーク設定数

290005
00

コンテンツ産業新展開強
化事業

平成２９年
度

平成３３年
度

一般会
計

クール
ジャパン

その他
の事項
経費

2025年度までに、文化GDP約18兆円（GDP比3％程
度）に貢献することを目指す

コンテンツ関連産業の国内外売上高
平成33年度における国際見本市における成約金額を
100億円にする

国際見本市における成約金額

280009
00

地域発コンテンツの広域
発信支援事業

平成２８年
度

平成２８年
度

一般会
計

クール
ジャパン

中小企
業対策

地域発コンテンツの広域展開を促進する
本事業により支援した事業のうち、海外で上映・放映・配
信された延べ件数

地域の製品・サービスの需要状況や地域への観光等誘
致を通じて、事業費の２倍の経済波及効果を実現する。

本事業により発信されたコンテンツによる経済波及効果
（連携する物産やサービスの売上規模）

280126
00

コンテンツ産業強化対策
支援事業

平成１９年
度

平成２８年
度

一般会
計

クール
ジャパン

中小企
業対策

2020年度における日本コンテンツ産業の国内外売上高
を20兆円にする

日本国内のコンテンツ産業市場規模
2020年度における日本コンテンツ産業の国内外売上高
を20兆円にする

海外における日本由来のコンテンツ産業市場規模
2020年度における国際見本市における成約金額を100
億円にする

国際見本市における成約金額

280127
00

地域発コンテンツの広域
発信支援事業

平成２８年
度

平成２８年
度

一般会
計

クール
ジャパン

その他
の事項
経費

地域発コンテンツの広域展開を促進する
本事業により支援した事業のうち、海外で上映・放映・配
信された延べ件数

地域の製品・サービスの需要状況や地域への観光等誘
致を通じて、事業費の２倍の経済波及効果を実現する。

本事業により発信されたコンテンツによる経済波及効果
（連携する物産やサービスの売上規模）

280128
00

コンテンツグローバル需要
創出基盤整備事業

平成２８年
度

平成２９年
度

一般会
計

クール
ジャパン

中小企
業対策

2020年度における日本コンテンツ産業の国内外売上高
を20兆円にする

海外における日本由来のコンテンツ産業市場規模
2020年度における日本コンテンツ産業の国内外売上高
を20兆円にする

本事業を活用して海外展開を行った事業者の海外売上
増加額

280129
00

地域発コンテンツ海外流
通基盤整備事業

平成２７年
度

平成２８年
度

一般会
計

クール
ジャパン

中小企
業対策

2020年度における日本コンテンツ産業の国内外売上高
を20兆円にする

本事業を活用して海外展開を行った件数
2020年度における日本コンテンツ産業の国内外売上高
を20兆円にする

海外における日本由来のコンテンツ産業市場規模

270142
00

コンテンツ産業強化対策
支援事業

平成１９年
度

平成２８年
度

一般会
計

クール
ジャパン

中小企
業対策

2020年度における日本コンテンツ産業の国内外売上高
を20兆円にする

日本国内のコンテンツ産業市場規模
2020年度における日本コンテンツ産業の国内外売上高
を20兆円にする

海外における日本由来のコンテンツ産業市場規模
2020年度における国際見本市における成約金額を100
億円にする

国際見本市における成約金額

270143
00

地域発コンテンツ海外流
通基盤整備事業

平成２７年
度

平成２８年
度

一般会
計

クール
ジャパン

中小企
業対策

日本コンテンツの海外展開を促進する 本事業を活用して海外展開を行った件数
2020年度における日本コンテンツ産業の国内外売上高
を20兆円にする

海外における日本由来のコンテンツ産業市場規模 日本コンテンツの海外展開を促進する
本事業を活用して海外展開を行った事業者の海外売上
増加額

• 平成27年度以降の行政評価レビューにおける経済産業省のクールジャパン政策関連の予算の定量的な成果目標及び成果指標は一覧
のとおりであり、経済産業省として公表しているKPIであると想定。

• 平成27年度から“2020年度における日本コンテンツ産業の国内外売上高を20兆円にする”等をKPIとしているが、令和2年度では、
“2025年度までに、文化GDP約18兆円（GDP比3％程度）に貢献することを目指す”等をKPIとしている。



経済産業省のクールジャパン政策関連予算の定量的な成果目標及び成果指標
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⚫ 既存KPI以外の評価として、我が国のクールジャパン政策について、以下のような問題意識を踏まえ、統
計資料等を確認しつつ、検討する。

問題
意識

目的

◼以下の観点について、クールジャパン政策の貢献の有無を定量的に確認。

➢我が国のクールジャパン政策関連の産業の輸出について

➢我が国のインバウンド需要について

➢我が国のブランドの浸透について

◼上記問題意識を踏まえ、以降では、各論点について、クールジャパン政策が寄与したか

どうか、統計資料等を確認しつつ、検討。











我が国のクールジャパン政策関連の産業の輸出について
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⚫ クールジャパン政策関連の産業等の海外売上高と営業利益との関係をパネルデータ分析した結果、海
外売上高が上がると、営業利益が増加する蓋然性が高いことが確認できる。

固定効果モデルの分析結果の概要
• クールジャパン政策関連の産業等の上場企業のうち、2015年度から2019年度の海外売上高が確認できた企業データを利用し、その営

業利益を、被説明変数、海外売上高を説明変数にして、パネルデータ分析を行った。
• 固定効果モデルか変量効果モデルかについては、ハウスマン検定を用いて検定し、帰無仮説が採択されているものの、個別効果モデルを利

用して推計したところ、当該係数の推定量や個別効果の推定量等は以下のとおり。
• 当該分析結果を踏まえると、海外売上高が１単位増加すると、当該企業の営業利益が約0.5単位増加する蓋然性が高い。
• なお、より頑健なGMM推定モデルの分析結果も、海外売上高が高まると当該企業の営業利益が増加する蓋然性が高い。

※以下のx3は営業利益、x1は海外売上高に対応

F test for individual effects

data:  x3 ~ x1

F = 7.9383, df1 = 71, df2 = 287, p-value < 2.2e-16

alternative hypothesis: significant effects

Hausman Test

data:  x3 ~ x1

chisq = 247.49, df = 1, p-value < 2.2e-16

alternative hypothesis: one model is inconsistent

固定効果の影響の検定 固定効果と説明変数の相関の検定

Estimate Std. Error t-value Pr(>|t|)

x1 0.54146408 0.0273406 19.8043959 1.27E-55

Estimate Std. Error z-value Pr(>|z|)

lag(x3, 1) 0.26928835 0.02638784 10.205018 1.8829E-24

lag(x1, 0) 0.567519 0.01457342 38.9420679 0

Estimate Std. Error z-value Pr(>|z|)

lag(x3, 1) 0.72498087 0.05217525 13.8951096 6.782E-44

lag(x1, 0) 0.05492961 0.00380409 14.4396165 2.9146E-47

出所：企業財務データに基づきデロイトにて作成

固定効果モデルによるパラメータの推定量

1階階差GMM推定モデルの分析結果

システムGMM推定モデルの分析結果



我が国のクールジャパン政策関連の産業の輸出について
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⚫ クールジャパン政策関連の産業の海外売上高と営業利益との関係をベクターパネルデータ分析をした結
果、海外売上高が上がると、営業利益が増加する因果性を確認できる。

固定効果モデルの分析結果の概要

• クールジャパン政策関連の産業等の上場企業のうち、2015年度から2019年度の海外売上高が確認できた企業データを利用し、分析し
たところ、グレンジャーの意味での海外売上高から営業利益への因果関係が確認できる。

• インパルス応答関数を見ても、海外売上高の予期しないショックによる営業利益への影響はポジティブであることが確認できる。
※以下のx3は営業利益、x1は海外売上高に対応

Panel Granger (Non-)Causality Test 
(Dumitrescu/Hurlin (2012))

data:  x3 ~ x1

Ztilde = 31.507, p-value < 2.2e-16

alternative hypothesis: Granger causality for at least one 
individual

インパルス応答関数グレンジャー因果性

出所：企業財務データに基づきデロイトにて作成









我が国のクールジャパン政策関連の産業の輸出について
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⚫ InterBrandJapanの2009年から2020年まで常時ランクインしている企業の海外売上高とブランド価
値との関係をパネルデータ分析したところ以下のとおり。

固定効果モデルの分析結果の概要
• InterBrandJapanの2009年から2020年まで常時ランクインしている企業の2009年度から2019年度のデータを利用し、その海外売上

高を、被説明変数、ブランド価値を説明変数にして、パネルデータ分析を実施。
• 固定効果モデルか変量効果モデルかについては、ハウスマン検定を用いて検定し、帰無仮説が採択されているものの、固定効果モデルを利

用して推計したところ、当該係数の推定量や固定効果の推定量等は以下のとおり。
• 当該分析結果を踏まえると、ブランド価値が１単位増加で、当該企業の海外売上高が約301単位増加する蓋然性が高い。

※以下のx37は海外売上高、x40はブランド価値に対応

固定効果の影響の検定 固定効果と説明変数の相関の検定

出所：企業財務及びInterBrandJapanののデータに基づきデロイトにて作成

固定効果モデルによるパラメータの推定量

1階階差GMM推定モデルの分析結果

システムGMM推定モデルの分析結果

F test for individual effects

data:  x37 ~ x40

F = 46.184, df1 = 13, df2 = 139, p-value < 2.2e-16

alternative hypothesis: significant effects

Hausman Test

data:  x37 ~ x40

chisq = 6.3929, df = 1, p-value = 0.01146

alternative hypothesis: one model is inconsistent

Estimate Std. Error t-value Pr(>|t|)

x40 301.683834 25.5781984 11.7945693 1.10E-22

Estimate Std. Error z-value Pr(>|z|)

lag(x37, 1) 0.90630143 0.05316693 17.046336 3.7214E-65

lag(x40, 0) -36.91241 23.9925809 -1.5384927 0.1239282

Estimate Std. Error z-value Pr(>|z|)

lag(x37, 1) 1.0284149 0.01518108 67.7431968 0

lag(x40, 0) 3.97060295 6.91241819 0.57441591 0.56568639



世界のCOVID-19の状況
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⚫ ジョンズ・ホプキンス大学のデータより2020年1月22日から2021年3月までの世界のCOVID-19の感
染状況を見ると以下のとおり。

• 世界全体では、COVID-19に感染している方で、現在も感染中は43.8％、回復された方は54.2％及び亡くなられた方は2.1%。
• 主要国での感染状況はアジア各国では、感染しても回復している割合が高いが、欧米では、統計上は感染中の割合が高いことが確認でき

る。

出所：ジョンズ・ホプキンス大学システム科学工学センター(CSSE)によるCOVID-19データリポジトリのGithubデータを利用し作成

世界各国のCOVID-19の感染状況



国内のCOVID-19の状況
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⚫ 我が国のCOVID-19の感染状況のデータを利用し、累積の感染者数のアンサンブル学習を用いた複数
の機械学習モデルでの推計や時系列モデルによる将来予測は以下のとおり。

• 我が国のCOVID-19の感染状況のデータを利用し、アンサンブル学習の一つでバギングという手法によるランダムフォレストモデル(rft)で予測
すると、実績値にフィットする結果となった。

• また、アンサンブル学習の一つでブースティングによるLGBMモデル(lgbm)で予測したところ、直近になるにつれ、過剰な数値が算出される傾
向がある。

• なお、同様のブースティングによるXGBoostモデル(xgb)で予測したものは、かなり精度がよくないことが確認される。
• 将来予測については、ARIMAモデルを用いて行ったところ、モデル上は今後なだらかな増加傾向になることが予測される。

我が国国内のCOVID-19の感染状況の機械学習モデルによる推計及びARIMAモデルによる将来予測

出所：ジョンズ・ホプキンス大学システム科学工学センター(CSSE)によるCOVID-19データリポジトリのGithubデータを利用し作成



国内のCOVID-19の状況
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⚫ COVID-19の陽性者数の実績値とLSTMモデルによる予測値は以下のとおり。

• 2020年1月16日から2021年3月1日までの我が国のデータより、感染者の数の実績値の推移と時系列データにDeep Learningを利用
したRNNという手法のLSTMモデルによる推計値を掲載すると以下のとおり。

• なお、 LSTMモデルによる推計値は、2021年1月以降を推計している。
• 直近は減少傾向になっていることが確認できる。

出所：ジョンズ・ホプキンス大学システム科学工学センター(CSSE)によるCOVID-19データリポジトリのGithubデータを利用し作成
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⚫ ここまで確認した内容を踏まえ、今後の我が国のクールジャパン政策に係る政策的なインプリケーションに
ついては、以下のとおり。

◼ クールジャパン政策は、以下の論点について一定程度効果があった蓋然性は高い。

➢ 我が国のクールジャパン政策関連の産業の輸出

➢ 海外における「日本ブランド浸透」

➢ 我が国のインバウンド需要の増加

COVID-19
前

COVID-19
後

政策的インプ
リケーション

◼他方、COVID-19の発生を踏まえて、我が国を含む世界的な構造変化が行った可能性が高く、今

後もこの影響は継続すると思慮する。

◼上記を踏まえ、今後のクールジャパン政策は、以下の論点を踏まえた政策立案が必要となると思慮す
る。

➢デジタル化の進展
➢リモートワークの常態化
➢ミレニアル・Z世代の動向の各方面への影響



参考資料

令和2年度商取引・サービス環境の適正化に係る事業 28



【参考】参照リンク一覧

令和2年度商取引・サービス環境の適正化に係る事業 29

資料 リンク

経済産業省行政評価レビュー https://www.meti.go.jp/information_2/publicoffer/review.html

総務省『放送コンテンツの海外展開に関する現状分析（2018年
度）』

https://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01ryutsu04_02000136.html

一般社団法人日本動画協会『アニメ産業レポート2020 サマリー』 https://aja.gr.jp/download/anime-industry-report-2020-summary_jp-2

財務省『貿易統計』 https://www.customs.go.jp/toukei/info/index.htm

農林水産省『農林水産物・食品の輸出実績』 https://www.maff.go.jp/j/press/shokusan/service/210205.html

日本政府観光局（JNTO) https://www.jnto.go.jp/jpn/statistics/visitor_trends/

インターブランドジャパン社『Best Japan Brands』 https://www.interbrandjapan.com/ja/brandranking/best-brands.html

ジョンズ・ホプキンス大学システム科学工学センター(CSSE)による
COVID-19データ

https://github.com/CSSEGISandData/COVID-
19/tree/master/csse_covid_19_data/csse_covid_19_time_series

経済産業省 クールジャパン政策課 「観光とクールジャパン政策」
（R1.6月）

WEB公開なし







1-1. 従来の代表的なグローバル5類型定義の整理（2/3）

令和2年度商取引・サービス環境の適正化に係る事業 32

⚫ 前頁の伝統的な定義に加え、UNESCOが2015年に公表した ”The first global map of cultural 
and creative industries” において、クリエイティブ産業を11のセクターに分類した定義が世界標準の
うちの一つとなった。

⑤ UNESCO approach：クリエイティブ産業の11セクター（2016）

• UNESCOは、世界各国のクリエイティブ産業の経済的重要性が、部分的に説明され、過小評価
されているという実情を鑑み、クリエイティブ産業が生み出す収益と雇用に焦点を当てて調査を実施
した。

• 各国のクリエイティブ産業における定性・定量分析を行う上で、 UNESCO加盟国を一定の基準で
比較可能とするため、上記のように11のセクターを分類した。

出所：UNESCO ”Cultural Times - The first global map of cultural and creative industries” (2015)
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⚫ 前述までの理論的定義は、いずれも2010年前後のものである。

⚫ 以下は、近年のテクノロジーの発展や社会情勢を考慮した新たなクリエイティブ産業の分類であり、文化
的・創造的な「活動」に着目した産業の分類方法として、CCSが欧州を中心に台頭してきている。

Market Analysis of the Cultural and Creative Sectors in Europe (CCS)

Cultural Activities Creative Industries

• 商業的価値の有無にかかわらず、文化的表現を具現化し伝達する活動。
また、文化的商品およびサービスの生産に寄与する活動。

• 生み出された商品やサービスの種類・属性を問わず、文化的なモノ・コトをイ
ンプットとして利用している産業。

• クリエイティブな要素をより広いプロセスに組込む建築やデザイン、グラフィック
デザイン、ファッションデザイン、広告などのサブセクターも含まれる。

Cultural and Creative Sectors (CCS)

• CCSとは、文化的価値・芸術的・(及び／又は)その他の創造的表現に基づいたすべての文化・創造的活動分野を意味する。また、それらの活動が持つ市場志向
の有無、実施する組織・機関の種類、資金調達がされているか否かは問わない。

• これらの活動には、文化的、芸術的、その他の創造的表現を具現化した商品やサービスの開発・創造・生産・普及・保存・管理・教育等の関連機能が含まれる。

遺産、公文書館、図
書館

出版 ビジュアルアート 建築 舞台芸術 オーディオビジュアル＆
マルチメディア

教育とメンバーシップ その他の文化・創造分
野の活動

図書館・公文書館活
動

書籍・新聞・雑誌の出
版活動と専門店での
小売販売

芸術的な創造 建築活動（アドバイザ
リー、技術コンサルタン
ト、設計、企画

芸術施設の運営 映画・映像・音楽の制
作・録音・配信

高等教育 楽器の卸売り

美術館・博物館の活
動

写真活動 舞台芸術とその支援
活動

ラジオ・テレビ放送 文化教育 オークション会社の小売
業活動

史跡・建造物の運営 専門的なデザイン活動 コンピュータ/ビデオゲー
ムの出版

専門の会員制組織の
活動

宝飾品・楽器・風景・
衣装のレンタル

他の会員制団体の活
動

書籍、楽器の修理

出所：Deloitte “Cultural and Creative Sectors Report” (2019)
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⚫ 我が国が参考とすべきクリエイティブ産業先進国・地域と統計データについては以下のとおり。

調査対象とする各国・地域の選定 クリエイティブ産業における各国・地域の特徴

◼ クリエイティブ商品の輸出額は世界と比して突出してお
り、2020年に発表された5か年計画においても、当該
産業を経済発展の主軸とすることが強調されている。

◼ 連邦政府としては輸出入等の限定的な支援となり、
具体的な政策は各州ごとに実施されている。

◼ クリエイティブ商品の輸出は欧州一位であり、映画・映
像制作・ビデオゲーム産業はフランス全体GDPの
0.8%を占める。

◼ 地理的観点から、クリエイティブ産業は中心部と北部
にあり、伝統的な文化と社会イノベーションが混在した
産業となっている。

◼ 製造業に代替する新規産業としてクリエイティブ産業
の振興を早くから実施。当該分野の研究が発達して
おり、政策についても各国の参考とされることも多い。

◼ 文化・クリエイティブ産業に関する調査を年次モニタリン
グし、詳細な定量データの算出や今後の展望を毎年
報告している。

◼ 全体の雇用者数におけるクリエイティブ産業の雇用者
数割合は欧州の中でも一番高く、政府が当該産業
を”Top sector”と位置付けている。

◼ 2014年にクリエイティブ産業庁を設立し、デジタルコン
テンツを中心に一次産業の依存からの脱却を掲げ政
府が力を入れて振興している。

クリエイティブ商品の輸出額ランキング

No. 国・地域名 輸出額（10億ドル）

1 中国 168

2 米国 39

3 フランス 34

4 香港 27

5 イタリア 27

6 英国 25

7 ドイツ 23

クリエイティブ産業分野で成長著しい諸外国・地域

◼ オランダ：
EU圏において、全体労働者数のうちのクリエイティブ産業の労
働者数の割合が非常に高い

◼ インドネシア：
発展途上国の中で、特にデジタルコンテンツの分野で成長が
著しい

出所：UNCTAD “Creative Economy Outlook 2002-2015” (2018)
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⚫ 確認できた中国、米国におけるクリエイティブ産業の概要は以下のとおり。

中国（概要）

クリエイティブ産業

• Content creation and production

• Creative design services

• Cultural communication channels

• Cultural investment and operation

• Cultural entertainment and leisure services

対全体GDP比率

• 3.8%（国家統計局、2015年）

米国（概要）

クリエイティブ産業に関連する政府機関

• 商務省

• The Arts and Cultural Production Satellite Accounts

• National Assembly of State Arts Agencies 等

クリエイティブ産業（36種類）

対全体GDP比率

• 4.5% （商務省経済分析局報告書、2017年）

雇用規模

• 5,107,889人（同上）

クリエイティブ商品の輸出額は世界と比して突出しており、2020
年に発表された5か年計画においても、当該産業を経済発展の
主軸とすることが強調されている。

連邦政府としては輸出入等の限定的な支援となり、具体的な
政策は各州ごとに実施されている。

• Advertising

• Agents and Managers for Artists, Entertainers and 
Other Public Figures

• All Other Design Services

• All Other Industries

• Architectural Services

• Arts and Entertainment Industry Unions

• Broadcasting

• Camera and Motion Picture Equipment Manufacturing

• Computer Systems Design

• Construction

• Custom Architectural Woodwork and Metalwork 
Manufacturing

• Education Services

• Fine Arts Education

• Grantmaking and Giving Services

• Graphic Design Services

• Independent Artists, Writer, and Performers

• Industrial Design Services

• Interior Design Services

• Jewelry and Silverware Manufacturing

• Landscape Architectural Services

• Motion Pictures

• Museums

• Musical Instrument Manufacturing

• Other Goods Manufacturing

• Other Information Services

• Other Support Services

• Performing Arts Companies

• Performing Arts Presenters

• Photography and Photofinishing Services

• Printed Goods Manufacturing

• Public Cultural Institutions (government)

• Publishing

• Rental and Leasing

• Retail Industries

• Sound Recording

• Wholesale and Transportation Industries



1-4. クリエイティブ産業における各国・地域の比較（2/4）
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⚫ 確認できたフランス、イタリアにおけるクリエイティブ産業の概要は以下のとおり。

フランス（概要）

クリエイティブ産業に関連する政府機関

• Ministry of foreign affairs 

• Creative France 等

クリエイティブ産業

• Visual arts

• Music

• Live performance

• Cinema

• Television

• Radio

• Video games

• Books

• Press

• Advertising and Communication

対全体GDP比率

• 2.2%（国際開発省、2018年）

雇用規模

• 597,000人（同上）

イタリア（概要）

クリエイティブ産業に関連する政府機関

• Ministry of Economic Development

• Ministry for Cultural Heritage and Activities and for 
Tourism 等

雇用規模

• 96,8000人（DISCE、2019年）

クリエイティブ商品の輸出は欧州一位であり、映画・映像制作・
ビデオゲーム産業はフランス全体GDPの0.8%を占める。

地理的観点から、クリエイティブ産業は中心部と北部にあり、伝
統的な文化と社会イノベーションが混在した産業となっている。



1-4. クリエイティブ産業における各国・地域の比較（3/4）
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⚫ 確認できた英国、ドイツにおけるクリエイティブ産業の概要は以下のとおり。

英国（概要）

クリエイティブ産業に関連する政府機関

• nesta

• DCMS 等

クリエイティブ産業
• Advertising and marketing

• Architecture

• Crafts

• Product design, graphic design and fashion design

• Film, TV, video, radio and photography

• IT, software, video games and computer services

• Publishing and translation

• Museums, galleries and libraries

• Music, performing arts, visual arts and cultural education

対全体GVA比率

• 5.8%（DCMS、2018年）

雇用規模

• 2,190,000人（DCMS、2019年）

ドイツ（概要）

クリエイティブ産業に関連する政府機関

• BMWI 等

クリエイティブ産業
• music industry

• book market

• the art market

• film industry

• broadcasting industry

• performing arts market

• design industry

• architecture market and press market

• advertising market

• software and games industry

対全体GDP比率

• 3.0%（BMWI、2018年）

雇用規模

• 1,195,035人（同上）

事業者数

• 256,600（同上）

製造業に代替する新規産業としてクリエイティブ産業の振興を早
くから実施し、当該分野の研究が発達しており、政策についても
各国の参考とされることも多い。

文化・クリエイティブ産業に関する調査を年次モニタリングし、詳
細な定量データの算出や今後の展望を毎年報告している。



1-4. クリエイティブ産業における各国・地域の比較（4/4）
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⚫ 確認できたオランダ、インドネシアにおけるクリエイティブ産業の概要は以下のとおり。

オランダ（概要）

クリエイティブ産業に関連する政府機関

• Ministries of Economic Affairs, Education, Culture 
and Science 等

クリエイティブ産業（36種類）

対全体GDP比率

• 2.8%（DISCE、2020年）

雇用規模

• 1,860,000人（同上）

事業者数

• 144,100（同上）

インドネシア（概要）

クリエイティブ産業に関連する政府機関

• Badan Ekonomi Kreatif 等

クリエイティブ産業

• Fashion

• Crafts

• Advertising

• Design

• Architecture

• Broadcasting

• Publishing

• Music

• Software Development

対全体GDP比率

• 7.4%（BEKRAF、2017年）

雇用規模

• 15,900,000人（同上）

全体の雇用者数におけるクリエイティブ産業の雇用者数割合は
欧州の中でも一番高く、政府が当該産業を”Top sector”と位
置付けている。

2014年にクリエイティブ産業庁を設立し、デジタルコンテンツを中
心に一次産業の依存からの脱却を掲げ政府が力を入れて振興
している。

Arts & Heritage Media and Entertainment Creative Business Service

• Travel bureaus

• Practicing performing arts

• Producers of stage productions

• Support activities to art production 
and performance

• Writing and other artistic creation

• Theatres and event halls

• Public libraries

• Lending of works of art

• Lending of other cultural goods and 
public archives

• Museums

• Art galleries and exhibition spaces

• Preservation of historical buildings

• Friends' circles linked to culture

• Book shops

• Records and media stores

• Book publishers

• Newspaper publisher

• Magazine publishers

• Software and gaming publishers

• Other publishers

• Film production

• Television production

• Supporting film and television 
services

• Film and television distribution

• Cinemas

• Audio recording and audio publishers

• Radio broadcasters

• Television broadcasters

• Other information services

• Photography

• Circus and variety production

• Public relations agencies

• Architects

• Advertising agencies

• Industrial design

• Conference and event organization
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⚫ 英国国立科学・技術・芸術基金(nesta)によるクリエーター職業に関するレポートにおいて、
クリエイティブ産業はAI等による業務の自動化の影響を受けづらい分野であると分析されている。

⚫ また、政府が定義する既存のクリエーター職分類に加え、創造的なスキルを要するIT、エンジニア職等も
クリエーターとして分類できると述べられている。

nesta (2015) – THE CREATIVE ECONOMY AND THE FUTURE OF EMPLOYMENT

主旨

• 本論文では、テクノロジーの発展やAIによる自動化がクリエイティブ産業に与える影響を検討するために、クリエーター職業を特定するための
新たな方法論を説明している。

• 英国デジタル・文化・メディア・スポーツ省(DCMS)の公式統計とBakhshi, Freeman and Higgs (2013)の職業分類を基に、クリエイティ
ブな仕事の内容に関する詳細な調査データに基づいた「アルゴリズムによる分類」を採用し分析。

発見事項

• 既にDCMS ではクリエーター職業分類がなされているが、本検証ではクリエイター職業の範囲が芸術や文化を超えて広がっていることが確
認され、例えばソフトウェア開発者や生物化学技術者は、芸術・メディア分野の仕事と同程度の創造性を必要としていることが判明。

• 本論文の推計によると、英国において24％もの職種が創造性を必要とする確率が高く、その中には芸術・メディア以外にも教育、経営、コン
ピュータ、エンジニアリング、科学分野などの幅広い職種が含まれている。

• 創造的な仕事は自動化の影響を最も受けづらいという傾向も示している。またテクノロジーの発展は、幅広い職業のポジションを移動させる
可能性がある一方で、クリエイティブな労働者の仕事を補完する可能性もある。例えば、音楽家の仕事では、新しい創造的なアイデアを試
すためにコンピュータを利用し作業することが多くなっている。

政策による支援の必要性に関する示唆

• デジタル化によりクリエイティブなスキルへの需要がさらに高まると思われる。したがって、政府にとっての重要な課題は、余剰人員となった労働
者が新しい創造的な職業に移行できるように支援する必要がある。

• テクノロジーの進歩に伴い、創造的なスキルの重要性が増し、創造的な仕事に特化した領域がデジタル時代の主な受益者となる可能性が高
い。アジアや米国などはクリエイティブエコノミーの発展に注力しているため、英国が競争力を維持するためには、新しい創造的な職業の雇用を
継続的に創出しなければならない。
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⚫ nestaが定めるクリエーター職の定義に国勢調査における職業分類を適合させ、我が国における
クリエーターの雇用者数及びフリーランスの人数を集計する。

nestaが定めるクリーエータ職

DCMS*1が定めるクリエイター職の基準(23職種)に加え、
前頁のnestaの研究結果により選定された「創造性が高く
AIによる影響を受けづらい」職業を合計した47職種

国勢調査における職業分類

総務省が法令に基づく統計基準として職業に関する分類を設定した「日本標準
職業分類」を基に、平成27年の国勢調査における集計で利用された職業分類
(細分化された職業は232職種)

＃ 職種名（47）

1 アーティスト

2 ミュージシャン

3 グラフィックデザイナー

4 俳優・芸能人・プレゼンター

5 建築家

6 公認建築技術者

7 ダンサーと振付師

8 芸術関係のプロデューサー、ディレクター

9 製品、衣料品、関連デザイナー

10 広報の専門家

11 ジャーナリスト、新聞・定期刊行物の編集者

12 アクチュアリー、エコノミスト、統計学者

13 社会・文系科学者

14 プリプレス技術者

15 著者・作家・翻訳者

… …

47 自然科学と社会科学の専門家

大分類 中分類 小分類

Ａ 管理的職業従事者 01 管理的公務員 01a 管理的公務員

… …

Ｂ 専門的・技術的職業従事者 05 研究者 051 自然科学系研究者

… …

Ｃ 事務従事者 25 一般事務従事者 25a 庶務・人事事務員

… …

Ｄ 販売従事者 32 商品販売従事者 321 小売店主・店長

… …

Ｅ サービス職業従事者
35 家庭生活支援サービス職業従
事者

351 家政婦 (夫)，家事手伝い

… …

Ｆ 保安職業従事者 43 保安職業従事者 43a 自衛官

… …

Ｇ 農林漁業従事者 46 農業従事者 461 農耕従事者

… …

Ｈ 生産工程従事者
49 製品製造・加工処理従事者
（金属製品）

49a 製銑・製鋼・非鉄金属製錬
従事者

… …

Ｉ 輸送・機械運転従事者 60 鉄道運転従事者 60a 鉄道運転従事者

… …

Ｊ 建設・採掘従事者 65 建設・土木作業従事者 651 型枠大工

… …

Ｋ 運搬・清掃・包装等従事者 70 運搬従事者 701 郵便・電報外務員

… …

Ｌ 分類不能の職業 99 分類不能の職業 999 分類不能の職業

… …

合計 232

当てはめ

※日本基準の職業分類
を、英国で定められたクリ
エーター職の基準に当て
はめ、我が国におけるクリ
エーター職を特定

出所：nesta”THE CREATIVE ECONOMY AND THE FUTURE OF EMPLOYMENT”を基にトーマツ作成 出所：平成27年国勢調査職業分類(総務省統計局)を基にトーマツ作成

*1 英国デジタル・文化・メディア・スポーツ省
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⚫ 前頁の方法で定めた我が国におけるクリエーター職における雇用者数及びフリーランスの人数を国勢調査
の集計結果を基に算出した結果、雇用者は21,320,840人、フリーランスは1,142,230人となった。

nesta基準に合わせた我が国におけるクリエーター職と労働者数

＃ nesta 国勢調査該当部分 雇用者 フリーランス

1 アーティスト 22a 彫刻家，画家，工芸美術家 4,670 29,330

2 ミュージシャン 231 音楽家 7,640 13,730

3 グラフィックデザイナー 224 デザイナー 124,170 48,490

4 俳優 芸能人 プレゼンター 23a 舞踊家，俳優，演出家，演芸家 34,680 13,300

5 建築家 091 建築技術者 154,120 44,770

6 公認建築技術者 091 建築技術者 154,120 44,770

7 ダンサーと振付師 23a 舞踊家，俳優，演出家，演芸家 34,680 13,300

8
芸術関係の役員、プロデューサー、ディレク
ター

23a 舞踊家，俳優，演出家，演芸家 34,680 13,300

9 製品、衣料品、関連デザイナー 224 デザイナー 124,170 48,490

10 広報の専門家 25c その他の一般事務従事者 3,274,810 53,750

11
ジャーナリスト、新聞 定期刊行物の編集
者

212 記者，編集者 61,710 11,540

12 アクチュアリー、エコノミスト、統計学者 052 人文 社会科学系等研究者 5,750 60

12 アクチュアリー、エコノミスト、統計学者
18a その他の経営 金融 保険専門職業
従事者

39,150 12,840

13 社会 文系科学者 052 人文 社会科学系等研究者 5,750 60

14 プリプレス技術者 50h 印刷 製本従事者 180,150 16,260

15 著者 作家 翻訳者 211 著述家 3,600 19,560

16 ITスペシャリストマネージャー 10c その他の情報処理 通信技術者 169,490 3,110

17 ITプロジェクトやプログラムの管理者 104 ソフトウェア作成者 238,110 13,120

18 IT及び電気通信の専門家 n.e.c. 552 電気機械器具整備 修理従事者 78,050 15,420

19 ITユーザーサポート技術者
34a 機械器具 通信 システム営業職業
従事者

576,200 5,510

20
ガラス 陶磁器メーカー、デコレーター、フィ
ニッシャー

11a その他の技術者 67,690 2,720

21 アーキビストとキュレーター 25c その他の一般事務従事者 3,274,810 53,750

22
広告アカウントマネージャー、クリエイティブ
ディレクター

33a その他の販売類似職業従事者 121,030 123,490

23 マーケティングアソシエイトの専門家 25c その他の一般事務従事者 3,274,810 53,750

24 中等教育の教職者 193 中学校教員 235,870 0

25 ドラフター
59p 生産関連作業従事者（画工，塗
装 看板制作を除く）

257,470 12,440

26 マーケティング、セールスディレクター 25c その他の一般事務従事者 3,274,810 53,750

27 物理科学者 051 自然科学系研究者 107,220 300

28 まちづくり担当者 09a 土木 測量技術者 208,690 9,910

29 土木技術者 09a 土木 測量技術者 208,690 9,910

30 広告 広報ディレクター 424 広告宣伝員 23,950 4,290

＃ nesta 国勢調査該当部分 雇用者 フリーランス

31 職業訓練士 産業訓練士 インストラクター 24n 個人教師（音楽） 18,150 49,030

31 職業訓練士 産業訓練士 インストラクター
24p 個人教師（舞踊，俳優，演出，
演芸）

7,320 10,990

31 職業訓練士 産業訓練士 インストラクター 24r 個人教師（スポーツ） 79,100 17,990

32
写真家、AV機器、放送機器のオペレー
ター

225 写真家，映像撮影者 31,520 24,000

33 プログラマーやソフトウェア開発の専門家 104 ソフトウェア作成者 238,110 13,120

33 プログラマーやソフトウェア開発の専門家 10c その他の情報処理 通信技術者 169,490 3,110

33 プログラマーやソフトウェア開発の専門家 11a その他の技術者 67,690 2,720

34 司書 24a 図書館司書，学芸員 27,790 0

35 高等教育の教職者 19a 高等学校教員 273,160 0

36 設計 開発エンジニア
34a 機械器具 通信 システム営業職業
従事者

576,200 5,510

37 技術士
34a 機械器具 通信 システム営業職業
従事者

576,200 5,510

38 測量士 09a 土木 測量技術者 208,690 9,910

38 測量士
555 計量計測機器 光学機械器具整
備 修理従事者

8,970 3,080

39 品質管理 企画エンジニア 07c 機械技術者 225,320 10,140

40 ウェブデザイン 開発のプロ 224 デザイナー 124,170 48,490

41 初等 保育教育の教職者 191 幼稚園教員 108,550 80

41 初等 保育教育の教職者 192 小学校教員 410,160 0

42 電気技術者 51c 電気機械器具組立従事者 473,120 17,220

42 電気技術者 67 電気工事従事者 358,760 87,260

42 電気技術者 67a 電線架線 敷設従事者 42,710 1,550

42 電気技術者 674 電気通信設備工事従事者 71,270 7,990

42 電気技術者 679 その他の電気工事従事者 244,790 77,720

43 化学科学者 051 自然科学系研究者 107,220 300

44 保全の専門家 051 自然科学系研究者 107,220 300

45 環境の専門家 051 自然科学系研究者 107,220 300

46 生物科学者 生化学者 051 自然科学系研究者 107,220 300

46 生物科学者 生化学者 07f 化学技術者 82,760 290

47 自然科学と社会科学の専門家 n.e.c. 051 自然科学系研究者 107,220 300

計 21,320,840 1,142,230
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⚫ UNESCOが公表する「文化・創造に係る加盟国の課題に対する政策をモニタリングしたレポート」に記載
の事例から、クリエイティブ産業先進国の事例を調査対象*1とし、以下の通り整理する。

③ その他、個別の課題への対策

*1：クリエイティブ商品輸出国の上位国を対象。クリエイティブ産業に力を入れている国は課題に対し適切な対応をとっていると仮定し選定

＃ 調査対象国(順位*1) 項目 概要

1 英国(6位) 産業全体に対する包括的な政策
政府がクリエーター産業における課題を整理したうえで提言した
10のマニフェスト事例（The Creative Industries Manifest）

2 イタリア(5位)
著作権保護と文化の海外発信支
援

海外パートナーとの著作権関連条約の締結によるクリエーター著作
権の保護とコンテンツの海外発信促進に係る支援事例

3 スウェーデン(9位) 男女平等の強化
公的な資金調達を実施し、世界で初めての男女平等を達成した事
例

4 フィンランド(n/a)*2 社会的地位の向上
社会保障や労働環境の改善等による、異なる行政機関と連携した
芸術家の地位向上の取組み事例

5 オーストリア(n/a)*2 活躍の場所・機会の提供
都市の空きスペースを一時的な提供し、クリエーターの活動機会・領
域の拡大や地域住民の関心・認知度の向上を目的とした取組み事
例

*2：クリエイティブ商品輸出に関してはtop10ランク外であるが、特徴的な事例であるため採用



2-3. クリエーターが直面するその他個別の課題への対策（2/4）

令和2年度商取引・サービス環境の適正化に係る事業 46

⚫ 代表的な事例としては、英国における「the Creative Industries Manifest」があり、
クリエイティブ産業全体の課題に対して包括的に対策する方針を示すものがある。
• 英国では、 Creative Industries federationが「the Creative Industries Manifest」を掲げ、 2030年までに現在200万人

のクリエイティブ人材を300万人まで増加させる方針を立てている。

• また、クリエイティブインダストリーを経済的、社会的、評判形成の３つの価値で捉え、クリエーター課題に対する10の対策を講じている。

• 以下が「the Creative Industries Manifest」の概要である。

(出所：Creative Industries federation, Creative England ”Creative Industries Manifest” (2019) よりトーマツ作成)

クリエータ―課題 英国における支援

社
会
包
摂
と
し
て
の

市
場
拡
大

地域格差の是正 ◀
10億ポンドのCultural & Creative Industries Investment bankを設立し、各地域のニーズに即し初期段階のイノベー
ションや多様化、持続可能なビジネスモデルを支援。

ビジネス支援へのアクセス ◀
地域ごとの生産性ギャップを是正し、立ち上げ初期のクリエイティブ起業家やフリーランスが等しくビジネス支援を受けられるよう、
専門スキルや情報を提供。

就労の場の提供 ◀
文化芸術、音楽、遺産施設に対して新たな場を割安なビジネス価格で提供し、クリエイティブクラスターを支援・推進する人材、
設備等を支援。

資金アクセスの保証 ◀ 国・地方自治体の文化芸術投資の増加とEU財源とのマッチング。

２
１
世
紀
型

人
材
の
育
成

労働力委員会の設立 ◀ Future Workforce Commission(未来労働力委員会）を設立し、主要産業や政府、教育機関の集積を図る。

クリエイティブ教育 ◀ 学校教育カリキュラムにクリエイティブ教育を組み込み創造的活動の機会を提供。

若者への興味換気 ◀ 若者向けにクリエイティブキャリアプログラムを展開しクリエイティブセクターにおけるキャリア形成についての意識を形成。

国
際
競
争
力
の

強
化

海外人材の招聘 ◀
海外の優秀なクリエイター層招聘に向けた、フリーランス・ビザの導入によるUK市場への招聘、及び、UKクリエーターがEU圏内で
ツーリスト・ビザで活動できるように交渉を推進。

輸出強化に向けた知財強化 ◀ クリエイティブ産業の輸出の50％増を目指し、クリエイター利益を確固たるものとするための知財制度の強化。

Sustainable Innovation ◀
UKのSDGsゴール達成に向けた、Sustainability Innovation Challenge*1を導入。クリエイティブやテクノロジー開発を軸に
強化。

*1: 英国政府が世界をリードするクリエイティビティを発揮し、気候変動、健康と福祉、不平等などの問題の取組む施策。クリエイティブ産業と他のセクターとのコラボレーションや、新しい技術の利用を促進する。
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著作権保護と文化の海外発信支援（イタリア）

対策の主な目的

• 近年のデジタル技術の発展により、世界的なビジュア
ルコンテンツの競争は激化している中で、イタリア文化
財・文化活動省の映画部門は、国際的な映画の共
同制作に共同開発資金を投資し、知識とアイデアの
文化的共有を促進した。

対策の主な特徴

• 映画共同制作契約の意図は、国際的な文化協力と
革新的な視聴覚市場の促進に基づいている。共同開
発基金は、テレビとWebの両方で、映画、短編映画、
ドキュメンタリー、視聴覚製品の制作をサポートしてい
る。共同開発基金は、視聴覚条約に基づき締結され
た二国間での協定を基に、クリエーターの著作権保
護を維持しながら、国外への文化の発信を支援する
ものである。

男女平等の強化（スウェーデン）

対策の主な目的

• スウェーデン映画協会（SFI）は、新作映画の制作と
配給を促進するための資金を提供しており、視聴覚部
門におけるジェンダー平等の実現に全面的に取組ん
でいる。

対策の主な特徴

• 監督、脚本家、プロデューサーへの製作資金を2016
年までに男女均等にすることを義務付ける特定映画
協定が締結された。

• 女性割合の増加だけでなく、同年に立ち上げられたア
クションプランでは、地域の女性映画製作者の存在感
を高めるためのウェブサイトや、女性映画製作者がリー
ダーシップ能力やキャリア戦略を身につけることを目的
とした。「Moviement」と呼ばれるメンタリングプログ
ラムなど、ジェンダーの固定観念を払拭するためのいく
つかの取組みが行われている。

SFIは、受益者である女性脚本家、監督、プロデューサーの割
合を、6年間で14％増加させ49％にまで高めた。

対策の実施を通じて期待される結果

出所：UNESCO Policy Monitoring Platform ”CINEMA Co-production agreements” 出所：UNESCO Policy Monitoring Platform “A 50/50 gender distribution in 
Sweden’s film industry”
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クリエーターの社会的地位の向上（フィンランド）

対策の主な目的

• クリエーターの社会的地位を向上させるために文部科学省がガ
イドラインを定めた。

対策の主な特徴

• エコシステムの考えに沿った戦略的なアートへの資金提供等
により、クリエーターの芸術活動の長期的な発展と芸術の異
なる分野の発展を確保するための資金提供と支援システム。

• 芸術は仕事であり、そのように扱われなければならないが、社会
は芸術家への投資から十分に利益を得る方法を知らない。従っ
て、クリエーターの仕事を他の分野の仕事と同等に扱われ、
仕事を得る機会を改善するために助成金制度を改定。また、
アーティスト助成金、アーティストの雇用関係で働き、社会保障
を強化させる。

労働の機会・場所の提供（オーストリア）

対策の主な目的

• ウィーン市の放置された都市空間の活性化。柔軟で手頃な価
格の一時的な作業スペースを探しやすくすることで、芸術家、
科学者、創造的な起業家にとって好ましい環境を奨励する。

対策の主な特徴

• 都市計画、金融、経済開発などの分野で活躍するウィーン市
の公的機関、経済会議所、労働会議所、創造的産業や文化
団体を代表する利権団体など、一時的な利用に関する関係
者間のネットワーク作りと協力の促進と調整。

• ウィーンの既存のサービスとの相乗効果を生み出すこと。空きス
ペースを一時的に利用することで、住民を含む関係者への潜
在的なメリットの認知度を高めるためのコミュニケーションや広
報活動を行う。

• 公的調達手続きを経て、2016年から運用を開始した。この取
組みは、財政、経済、都市開発、交通、文化、科学を担当す
る市の各部門の共同プロジェクトである。

出所：UNESCO Policy Monitoring Platform, “Status of the Artist”

芸術家や創造的な企業家による都市の一時的な利用スペース
の増加。空きスペース利用のための持続可能な協力基盤づくり
とメリットの認知度向上。

ウィーン市の財政・経済、都市開発・交通、文化の各部門が共
同で45万ユーロの予算で3年間の取組みが行われた。

対策の実施を通じて期待される結果上記のような取組みの中で、多種多様なアーティストが受給でき
るような公的年金の種類を増やすという議題を政府との協議の
中で取り挙げる方針が示されることとなった。芸術家年金は、芸
術振興センターを経由して、現状実力に応じて任意に支給され
るもので、年間51人分の年金(1,363ユーロ／月)が支給され
ている。また、政府はアーティストへの助成金を月額約2,000
ユーロまで引き上げている。

対策の実施を通じて期待される結果

出所：UNESCO Policy Monitoring Platform, “Creation of the Service Agency “Creative 
Spaces”



2-4. クリエーター課題と対応策類型
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⚫ 海外におけるクリエーター課題と我が国の社会課題、及び、我が国特有のクリエーター産業の課題を整理
し、対策方針として以下５つの軸で具体的な施策を検討。

対応策

出所：経済財政諮問会議「「選択する未来」委員会報告書」及び、後藤和子「クリエイティブ産業の産業組織と政策課題」(2014) より一部抜粋

社会的地位の向上・女性の活躍支援
文化・創造産業の社会経済的な重要性の再確認。

女性の働きやすい環境や活躍の機会を増やす。

海外進出の支援

クリエーターの活躍の支援と共に海外への文化の発信。

機会・場所の提供

地域コミュニティとの連携による

クリエーターの活躍の場の提供と地域活性化。

労働環境の整備
社会保障制度の充実や

メンタルケアを中心とする労働者支援の強化。

クリエーター育成の制度強化
クリエータースキル及びSTEMスキルを有する人材の育成。

クリエーターの課題

以下、前述の海外における課題事例より。

• 若者やフリーランス・小規模ビジネスに対する教育制度が不十分

• 女性クリエーターの活躍機会が少ない

• クリエーターの海外進出の障壁が多い

• クリエーターの社会的地位が相対的に低い

• クリエーターの活動の場所・機会が少ない

海外事例におけるクリエーター課題

• 高齢化・過疎化の進展

• 地域コミュニティの弱体化

• 多様性の受入れ意識

• 非正規雇用の増加

• 自然災害

• クリエイティブ産業における我が国特有の産業構造の問題

• 国内志向 等

我が国の社会課題、及び、我が国特有のクリエーター産業の課題
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カルチャーセクターの社会経済における世界的な注目度
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⚫ 経済活動の一端を担っているカルチャーセクターは、世界的に注目を集めており、セクターの雇用人口の
拡大に伴い、様々な国際的機関から注目されている。

経済の一端を担うクリエイティブエコノミー

英国(2017)*1

• 成熟経済からエマージングエコノミーまでを包括的に網羅
するクリエイティブエコノミー。

• 経済の多様化と成長への寄与に期待が集まる。

• 2017年、クリエイティブ産業は記録的な経済投入を行
い、その額は￡101.5Bに達し、2010年以降の経済
成長率の約2倍の成長を遂げている。

インドネシア(2017)*2

• クリエイティブ経済は国内総生産の7.4％を占めており、
工芸品からゲーム、ファッション、家具に至るまで14.3％
の雇用に貢献。

クリエイティブエコノミーの経済的なポテンシャルを軽視

Funding Culture, Managing Risk

UNESCOとスペイン政府の共同シンポジウム “Funding 
Culture, Managing Risk”において、以下の通り議論さ
れている。

シンポジウムにおけるディスカッションの要点

Cultural goods and servicesの制作・消費は、クリエイティ
ブ経済の発展のドライバーとされているが、発展途上国を中心と
する多くの国が経済的なポテンシャルを逃している。

カルチャーセクターが公的資金へ依存している場合、特に国家経
済の変革期には削減の影響を受けやすい。

UNESCOの観点:

• 意思決定者に資金調達の取組みやマネジメントモデルの示
唆に富む事例を提供すべきである。

• 文化における資金調達リスクのベストプラクティスを共通認識
として持つべきである。

(*1) 出所：Department for Digital, Culture, Media & Sport and The Rt Hon Jeremy 
Wright QC MP. Gov.UK (2018)
(*2) 出所: Getting creative in Indonesia, “The ASEAN Post” (2019)









ブランディング

• 都市レベルのブランドと国家的地位の確
立

市場アクセス

• フェア、フェスティバル、国際貿易をサポー
ト

知財開発

• 外交的・法的手段を用いて、保持と保
護を図る

スマートガバメント

• デジタルワンストップショップの提供
（例：許可証など)

包括的な政策構築

• 特定の利益を代表するために単一の事
務所を形成する

クラスター開発

• 市場へのアクセスコストを削減するために、
集中的なハブを構築する

融資の提供

• 中小企業向け融資へのアクセス資本の
障壁を減らすために低コストの融資を提
供する

バリューチェーン全体に支援策
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⚫ 文化活動基盤の長期にわたる形成は英国に代表され、カルチャーセクターのバリューチェーン全体に政府
の支援策が存在する。

バリューチェーン全体に支援策が存在

Supply Side

タレント開発

• 能力をマネタイズするスキルの取得を支
援

教育

• Formal and テクニカルトレーニングの
提供

投資

• トレーニング、スタジオ見学等文化活動
の助成

• イノベーションへの共同出資

税的なインセンティブ

• 優秀な人材には経費のリベートやタック
スヘイブンを提供

Market Side Demand Side

サステナブルなキャリアオプションとし
てのカルチャーセクターに向けた基
盤の構築

特に中小企業向けに市場が円滑
に運営されるようにする

デマンドの喚起と国産
IP(Intellectual Property)の
保護・拡大を後押し

出所：Boston Consulting, “How Governments Are Sparking Growth in Creative Industries”







欧州のカルチャーセクターにおける資金調達手法

令和2年度商取引・サービス環境の適正化に係る事業 76

⚫ 民間投資を喚起するメカニズムは複数存在し、カルチャーセクターにおける資金調達手法は高度化が進
んでいる。

独立行政法人国立美術館 公益財団法人の美術館

欧州議会は、カルチャーセクターへの民間投資喚起施策と
して以下の基礎的な基盤形成を提言。

資金調達を含めたカルチャーセクターの自走力強化には、
文化に特化した政策が必要不可欠との認識を示している。

インセンティブ例

1 文化の消費に対する税制優遇措置

2 文化のビジネススポンサー

3 官民パートナーシップ（PPP）

4 パーセンテージ立法／パーセンテージ慈善活動

5 文化目的の個人献金

6 企業からの寄付金

7 財産の譲渡

8 マッチングファンド

9 宝くじの資金

10 バウチャー

11 使途を指定した税制度

12 融資優遇スキーム

13 財団

14 ベンチャーフィランソロピー

15 中間支援組織

16 クラウドファンディングとオンラインファンディング 出所：Encouraging Private Investment in the cultural sector, 
European Parliament (2011)

1. 直接的及び間接的な公的支援の
バランス構築

2. 比較情報収集のための方法論の開発

3. 比較データと実践モニタリングのための
国際機関へのさらなる支援

4. 既存の税金対策やメリットについての
認識と理解の向上

5. 資金調達のプロフェッショナリズムへの
公的支援の展開
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インセンティブ事例 内容

1 文化の消費に対する
税制優遇措置

文化財やサービスのあらゆる形態の課税対象。そのほとんどの一般的な形態は、以下のVAT減額
である。
• 文化財を購入するためのVAT減額
• 文化財を購入した場合の税額控除
• その他の措置（納税に代わる美術品の譲渡など）

2 文化のビジネススポンサー スポンサーシップの支援策は一貫して監視されていない。企業のスポンサーシップは大きな可能性を
秘めており、税制上の優遇措置によって奨励されているが、スポンサーシップはごく一部である。

3 官民パートナーシップ（PPP） 公共サービスやインフラの提供に関する政府と民間企業との間の合意を指す。これにより、社会的
な優先事項と民間企業の経営能力を融合する。

4 パーセンテージ立法の割合／
慈善活動の割合

納税者が所得税の一定割合を特定の非営利団体、非政府組織、場合によっては他の組織に配
分することを指定することができる税制。この措置には2つの特徴がある。
• 納税者自身が納税額の一部をどのように配分するかを個別に決定する。
• 指定された資金の使途は、特定の受益者を支援することに限定されている。
EU加盟国の中では、ハンガリー、リトアニア、ポーランド、スロバキア、ルーマニア、スロベニアなどの東
欧諸国の立法制度が最も広く認知されているが、イタリアのような他の国にも立法制度は存在する。

5 文化目的の個人献金 寄付者が直接的な利益を期待せず、利益を主な動機としない一方的な商取引と定義される。し
かし、文化のために寄付をするというインセンティブがあれば、文化団体にとってより良い結果が得ら
れることが多い。EU加盟国の多くは、個人の寄付を促進するための措置を実施している。米国や
アングロサクソン文化政策の伝統を持つ国々の例に倣って、個人献金者に控除を設けている国も
ある。
そのような国（ドイツ、イタリア、ギリシャなど）の中には、相続税の特別優遇措置を設けている国
もあり、遺贈に係る税金が最大60％まで軽減される（ドイツ）。



欧州における主なインセンティブ例の詳細（2/4）
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インセンティブ事例 内容

6 企業からの寄付金 企業から文化団体、個人のアーティストへの寄付。企業による寄付を支援するための措置は、多く
の場合、寄付者に対する税制上の優遇措置という形で行われている。アングロサクソンの文化政
策の伝統の中で確立された措置であるにもかかわらず、企業による寄付を支援する措置は他の
EU加盟国ではあまり見られない。

7 財産の譲渡 いくつかの国では、相続税などの様々な税金を納税者が支払う代わりに、美術品などの財産を譲
渡することを認めている。このような制度は、税額控除制度に比べて税額控除制度として効果的
に機能し、より納税者にとって有益な制度となっている。

8 マッチングファンド／
マッチンググラント

民間からの寄付金のうち、国や地域社会などの第三者からの寄付金の価値に比例して一定額を
上乗せすることを定めた要件や条件を表す言葉。公的補助金と民間投資との間には正の関係が
あり、民間投資家は政府の支援をみて投資の価値を再確認することで、より多くの寄付をする可
能性が高いと考えられている。マッチングファンドは、公共投資が民間セクターからより大きな投資を
得るために力を入れているかを判断する材料としても利用されている。

9 宝くじの資金 文化への民間投資の重要な源泉であり、その配分により、そうでなければ不可能であったであろう
文化的な介入が可能になった。宝くじの文化への活用は比較的新しい施策であるが、文化分野
での追加補助金の模索に伴い、重要性が増してきている。宝くじ資金の収集・分配方法は国に
よって様々である。これらの資金は、多くの場合、特定の文化的な目的のために使途指定された
税金と結びついている。

10 バウチャー 一般的に、バウチャーとは、特定の目的にのみ使用できる一定の金額のクレジットのことである。文
化分野では、文化製品の需要を喚起するためにバウチャーが使用されている。欧州では、最も有
名なバウチャー制度はスロバキアにある。同様の制度はドイツや英国でも試行されている。



欧州における主なインセンティブ例の詳細（3/4）

令和2年度商取引・サービス環境の適正化に係る事業 79

インセンティブ事例 内容

11 使途を指定した税制度 特定のグループや用途のためだけに税収が確保されている税金であり、また、指定された税の受給
者が、国家予算から追加で資金を受け取る場合もある。教育、高速道路建設、環境問題、社
会保障などの分野でよく見られる。

12 融資優遇スキーム 銀行がカルチャーセクターに直接支援を行うために銀行が実施するスキームのことである。これには、
文化活動に好ましい金利を付与する融資スキームや、文化活動に好意的なその他の手段が含ま
れる。オランダでは、トリオドス銀行が文化部門を支援するために、コミュニケーションと企業責任を
重視した活動を行っている。トリオドス文化基金は、文化機関に融資を行い、美術館や劇場など
の文化機関の縮小や改修に資金を提供している。

13 財団 非営利団体の法的分類で、一般的には他の団体に寄付や支援を行うか、あるいは自らの慈善
目的のために資金源を提供する。欧州の財団セクターはダイナミックに成長しており、カルチャーセク
ターにおいて大きな存在感と重要性を発揮している。ほとんどの財団が社会的な問題や課題を支
援しているのに対し、文化を中心とした活動を行っている財団は少なく、数も限られている。

14 ベンチャーフィランソロピー 長期投資や能力開発支援などのベンチャー・キャピタル投資の原則をボランタリーやコミュニティ・セク
ターに適用する。エンゲージド・フィランソロピーの一形態である。

15 中間支援組織 研修、啓発活動、芸術と企業の連携を通じた重要なサービスを提供する。このような専門機関が
設立され、企業と芸術部門との連携が促進されることで、文化部門への民間の関与が強化される。
特に重要なのは、文化への民間投資に関するデータが体系的に収集されていないため、企業の寄
付活動のモニタリングと報告である。

16 クラウドファンディングと
オンラインファンディング

デジタル分野で発展している新しいメカニズムの重要性は、文化への民間投資を促進するための
重要な新しい手段として強調されている。
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①
Public Funding

②
Incentive-based

③
Balanced

カテゴリー インセンティブ例
（前段の事例番号）

スウェーデン フランス ドイツ ポーランド エストニア イタリア オランダ 英国

文化の消費 1 ● ● ● ● ● ● ● ●

文化への直接投資 2,3,7,15 ● ● ● ● ● ● ● ●

フィランソロ
ピー投資

個人の寄付、
メセナ

1,5 ● ● ● ● ● ●

企業による
寄付

6 ● ● ● ●

NPO
財団

14 ● ● ● ●

使途を指定した税制度 4,9,10 ● ●

文化金融への事業参画を
促進するための金融スキーム

8,10,12,16 ● ●

芸術とビジネスのフォーラム 8,13,15 ● ● ● ●

出所：Encouraging Private Investment in the cultural sector, European Parliament (2011)
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① ② ③ ④ ⑤

形態 団体名 概要
ビジネスサポート

支援
ファンディング提
供・調達支援

スキル取得支援・
ワークショップ

エコシステム形
成・ネットワーク構

築

リサーチ・シンクタ
ンク機能

SSO

The Audience 
Agency

Arts Council Englandのファンディングを受け、National Audience 
Finder Programmeを展開。データ分析を通じた既存・ポテンシャルオー
ディエンスの正しい理解促進を推奨。

● ● ●

Culture 24
文化芸術団体におけるデジタルリテラシー向上を目標に、変わりゆくオーディエ
ンスのニーズの理解や保有資産のオンライン上でのマネタイズに係る知見を共
有。

● ● ● ● ●

Arts Marketing 
Association

アート・カルチャーセクターにおいて、リーダーシップ・オーディエンス戦略・マーケ
ティング等を担当する2000名程からなる会員組織。 ● ● ● ●

CIC

The Space
アート・カルチャーセクターにおけるデジタルエンゲージメントを高める目的で
Arts Council EnglandとBBCにより設立された。②のファンディングは、コ
ミッションの形をとる。

● ● ● ●

Founders & 
Coders 

UKに拠点を置き、社会インパクトの創出に注目し、ウェブ構築等のトレーニン
グコースを無償で提供。 ● ●

Charity

nesta

大学・大学院からなるシンクタンク機能を駆使し、エビデンスに基づく政策提
言を実施。社会インパクト投資の概念・手法を文化芸術領域へ応用する
アートインパクトファンドの展開するほか、支援対象団体の長期的な自走力
向上に着目する継続的なビジネスサポート・トレーニングを実施。

● ● ● ● ●

Doteveryone

テクノロジーの発展をどの様に規制していくべきか等の領域においてリサーチに
基づく提言を行うシンクタンク。デジタルスキルの取得を支援するワークショップ
の展開や、responsible innovationに係る行政・民間・チャリティー・スター
トアップのベストプラクティスの共有。

● ● ●

CAST
ファンディングと並行して12週間の集中サポートを提供。サポート内容は支援
対象団体に合わせた内容をカスタマイズ。 ● ● ● ●

NPO
The Museums 

Computer Group 
(MCG)

美術館・博物館・ヘリテージセクターにおけるデジタル技術の活用に関し、ベス
トプラクティスの共有を通じたネットワークづくりに注力。現在のベストプラクティ
ス特定と共に、これからの目指すべき姿の考察も行う。

● ● ●

国家研究
機関

Digital Culture 
Network 

DCMSのファンディングにより設立され、文化芸術団体における持続可能なビ
ジネスモデルの立案支援や、新たなテクノロジーを駆使したオーディエンスリー
チとエンゲージメント向上施策の立案・推進支援を行う。

● ● ● ● ●
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① Local Initiative Support Corporation(LISC)

Ford Foundation について

企業概要

LISCは、リソース不足に悩む全米の低所得地域の発展を目標に、
官民財源を束ね、効果的な投資を行う枠組みとして、フォード財
団により1979年に設立された。

• 米国におけるコミュニティ開発への最大の資金提供者であり、
1980年以来、17.3億ドル(総開発コスト57億ドル)の投資を
行っている。

• その内訳は、商業用、小売用、コミュニティ用のスペースが
6,100万平方フィート、手頃な価格の住宅が365,000戸を
超える。

• LISCは2014年に専用の創造的な場所作りプログラムを開始
し、1980年代から行ってきた仕事を形式化しました。過去30
年間に、LISCは総額1億3800万ドルを助成金、融資、また
はプロジェクト出資として、全米98のCreative Places及び
Creative Businessesに投資した。

ミッション

「Creating opportunities for artist innovators to 
deliver social impact at scale」をミッションに掲げ、市場
参加者に対し、クリエイティブセクターの投資意義を提唱するとと
もに、企業側のエコシステム拡大を推進している。

支援内容

• Upstartとの協働プロジェクトであるインパクト投資ファンド・
NYC Inclusive Creative Economy Fundの設立。

• 文化芸術団体に対し、3種類の明確に分類されたグランツ
を提供。

• 戦略立案・組織開発・プロジェクト推進のためのに助成金
の用途が明確になっている。

• ファイナンシングと並行し、必要な知見へのアクセスやビジネ
スプランニング・管理面においてサポートを提供するほか、ト
レーニングやオンラインリソースの充実を推進している。

戦略
プランニング

包括的なミッションや地域コミュニティーの
ニーズに係るプログラム設立コスト

組織開発
マネジメントや事務体制、ファイナンスシステ
ムの改善や不動産開発・管理能力向上

プロジェクト
地域活性化のゴールに関連する、不動産
開発プロジェクト支援
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② nesta

団体概要

当時英国の弱点と認識されていたイノベーションの活用を推進する
目的で、英国初の公的支援を受ける外郭団体として1998年に設
立。2014年に独立した慈善団体として再発進。

社会インパクト投資

• nestaが運営する3つのファンドは、SDG17（とくに17.16：マル
チステークホルダーイニシアチブ）と位置付けられ、さまざまなパー
トナーシップの経験や資源戦略を基にした、効果的な公的、官
民、市民社会のパートナーシップの推進に最大の特徴を持つ。

• SDGs達成に向けた取組みの推進にあたり民間資金の導入は
不可欠との共通認識が広まり、官民協力型ファンドの設立にいた
る。

主な活動内容

• 休眠預金の活用といった行政における革新に注力し、産学連携
を推進。

• 証拠に基づいた政策提言を重要視し、10つの英国大学・大学
院が連携するPolicy and Evidence Centre (PEC) を設立。

• アートファイナンスプログラムの一環として３つのファンド設立・運営。

③ Rockefeller Philanthropy Advisors

企業概要

Rockefeller Philanthropy Advisors(RPA)は、個人や幅広い
機関のパートナーとして、より思慮深く、効果的なフィランソロピー活
動を支援する非営利団体である。2002年以来、世界各地で30
億ドル以上の助成金を提供し、世界最大かつ最も信頼されるフィラ
ンソロピーサービス機関の一つとしての地位を確立。

革新的なリーダーたちのモチベーションを行動に移すために、多様で
比類のない専門知識を駆使して、それぞれのニーズに合わせたアドバ
イザリー・サービス、マネジメント・サービスを提供している。

ミッション

「科学、テクノロジー、文化領域における人材育成、クリエイティビ
ティ創造、イノベーション創出の推進」

Upstart Co-Lab について

Upstart Co-Labは、約10億ドル以上の資金を提供するインパ
クト投資連合として立ち上げられた。同連合のメンバーコミュニティ
を構成する企業は、同連合の指揮のもと、持続可能な食品、エ
シカルファッション、ソーシャルインパクトメディア、その他のクリエイティ
ブ産業やクリエイティブな地域・場所に資源を投入していく。

直接投資を行う投資家は、財務的及び社会的影響の観点から
ポートフォリオの分散化を達成することができる。また、ポートフォリ
オの多様化だけでなく、デューディリジェンスや継続的な専門的管
理も提供している。
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⑥ Coastal Enterprise Inc.（CEI）

企業概要

CEIの本部はメイン州ポートランドにあり、コミュニティ開発
公社 (CDC) とコミュニティ開発金融機関 (CDFI) が、付
加価値の高い生産能力と地域の経済成長を促進するた
めに出資、融資、グラントを提供している。

1977年以降、CEIは2,649の事業に合計12億7,000
万ドルの融資を行い、現在505件の貸付及び投資が実
行され、6億9700万ドルの資本が管理されている。(*1)

これらのビジネスの多くは、特にファッションの分野であり、クリ
エイティブ産業を中心に焦点が当てられている。

クリエイティブ経済を代表する企業の数は明確に推計され
ているものではないものの、CEIの融資・投資担当役員
Daniel Wallaceは、「同社のポートフォリオの10%は当
該セクターを代表するもの」と明言している。

小規模ビジネスのインキュベーターと共有ワークスペースは、
CEIのクリエイティブ経済への投資のもう一つのトレンドであ
る。そのようなインキュベーターの一例が、メイン州ポートラン
ドのFork Food Labである。メイン州の新しい地元食品
企業にキッチンスペースの共有と起業の機会を提供してい
る。

⑦ Craft3

企業概要

Craft 3は、オレゴン州とワシントン州全体のビジネス、家族、
環境を強化する融資を行う非営利CDFI。1994年にワシント
ン州Iiwavoという沿岸の農村地域で設立されたこの組織は、
現在では太平洋岸北西部全域の七カ所の地域事務所で活
動している。

同社のポートフォリオにはCreative PlacesとCreative 
Businessesに対する820万ドルの融資が含まれており、これ
はポートフォリオ全体の12%に相当する。1992年以降、
1,092の企業に融資を行い、現地でのキャパシティ・ビルディン
グへの10億ドルの追加投資を活用して、12,000件を超える
雇用の創出または維持を支援している。

Craft 3は、100%アーティスト所有のアーティストスタジオと
ショップであるEquinox Studiosへの貸し手である。Craft 3は、
Equinoxが850万ドルの融資の一部を提供して、物件の購入、
修理、改装を行い、10万平方フィート近くまで稼働可能なス
ペースを拡大するための資金を提供した。Equinox Studios
はCraft 3の資金調達を利用して73件の雇用を創出・維持し、
うち37件は生活賃金である。240万ドルの追加的な資金と株
式を活用し、560万ドルの現地所有不動産を維持した。

2016年時点で、Equinoxの年間売上は約100万ドルで、純
営業利益は775,000ドルで、ガラス吹き職人、鍛冶職人、木
工職人、絵画学校二校、写真家、皮革職人、音楽家、映画
製作者、ダンスカンパニー2社を含む125人の芸術家と職人が
これに含まれる。
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⑬ Investor’s Circle

概要

世界最大のアーリーステージにおけるインパクト投資ネット
ワークで、スタートアップ・イノベーションの資金調達と育成に
25年の実績がある。エンジェル投資家、ベンチャーキャピタ
リスト、財団、ファミリーオフィスからなるこのコミュニティは、環
境、教育、健康、コミュニティの改善に取組む300以上の
企業に2億ドル以上を投資してきた。

サービス内容

• 市場機会と潜在的な影響の市場情報と理解の提供

• 知識共有ネットワーク

• 政策や規制の発展を可能にする建築物の提言

• 業界標準やガイドラインの推進（品質保証や消費者
保護など

⑭ Nexus Ethical Fashion Lab

概要

Nexus Ethical Fashion Labは、ファッション業界におけ
る認識と創造的なポジティブ・インパクトを与えること目的と
して、2016年に立ち上げられた。 Nexus Ethical 
Fashion Labは、グローバル経済におけるエシカルファッショ
ンの役割を再考するために、消費者、投資家、デザイナー
ができることを模索してきた。

Nexusでは、エシカル・ファッションを、有機栽培、菜食主
義、環境に配慮した手法や素材を使用し、地元で作られ、
女性や職人に力を与え、文化や先住民を保護し、自由
貿易の原則を支持する衣類やアクセサリーのような幅広い
要素を含んだ包括的な用語と捉えている。

Primary mission

次世代のインパクト投資家を教育する。彼らは、ファッショ
ン・アパレル業界の混乱、持続可能性、投資機会について、
市場参加者を教育することに重点を置いている。

⚫ エンジェル投資家やインパクト投資家を束ねるコミュニティーは、投資家教育とクリエイティブエコノミーへの
投資機会の精査・発信に重要な役目を担う。
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⑮ Creative Startups

概要

Creative Startupsは、クリエイティブ経済の成長に寄与
できるような会社を設立したいと考える起業家を支援する
非営利組織である。

世界各地のベンチャーファンド、地方政府、影響力のある
財団、大学などをクライアントとして保持しており、企業の立
ち上げと成長の初期段階にある、または既存のクリエイティ
ブプラクティスを次のレベルに引き上げ、ビジネスとして拡大
しようとしている起業家、アーティスト、クリエイティブが学ぶ
場所となる。

集中的なプログラムでは、市場参入戦略の特定、早期の
顧客の追求、及び最小限の実行可能な製品の作成に焦
点を当てる。顧客の発見と開発、事業の形成と構造、
キャッシュフローの予測、販売パイプラインの作成などの概
念について説明する。

クリエイティブな会社を構築するために不可欠な成長フレー
ムワーク、重要なスキル、ツールを使用して、6週間でスター
トアップを立ち上げから収益に導く。

⑯ New Inc.

概要

New Inc.は、クリエイティブな起業家や、アート、デザイン、
テクノロジーの分野で活躍する人々を対象とした美術館主
導のインキュベーター。参加者は毎年公募で選ばれ、新規
事業の推進、インスタレーション(空間全体をアートとして取
入れる作品)、科学や都市デザインの挑発的な実験など、
さまざまなプロジェクトへの取組みを行っている。

プロフェッショナル育成プログラムでは、業界のリーダー、アー
ティスト、活動家、学者が講師を務め、文化、テクノロジー、
ビジネスの変化についてオープンな議論を展開します。また、
アート、デザイン、テクノロジーの専門家、資金提供者、リー
ダーたちとの交流は、メンバーが自らの活動を形作り、新し
いアプローチを試すのに役立つ。

また、選ばれたメンバーには、 New Inc.のDemo Dayで
プレゼンテーションを行う機会が与えられ、このショーケースで
は、資金提供者、クリエイティブ・ディレクター、キュレーター、
業界のリーダーなど、選ばれた人々の前でメンバーがプレゼ
ンテーションを行うことができる。

⚫ CCSにおける起業家の多くが、社会的な目標をビジネスモデルに融合させる事に長けており、このような
Creative Entrepreneurの存在は、クリエイティブエコノミーにおけるインパクト投資の発展可能性を示
唆している。



【事例】Oberlin College / Harvard University
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⑰ Oberlin College

概要

Oberlin Collegeは、米国・オハイオ州にある1833年に
設立されたリベラルアーツの大学。毎年開催される
LaunchUコンテストは、意欲的な学生起業家を対象とし
ている。ベンチャーインキュベーターと学生のための集中ブー
トキャンプの集大成であり、受賞者には事業の支援とマー
ケティングのためのスタートアップ資金として4万5千ドルが提
供される。

⑱ Harvard University

概要

Harvard University が実施するPresident's 
Innovation Challengeは、芸術的ビジョンと起業家的
ビジョンを結びつけ、芸術やアーティストが生き残り、存続す
るために必要な財政的、社会的、組織的インフラを備えた
ベンチャー企業を創造し、維持することを目的としている。

学生と卒業生が自身の分野の境界を押し広げるベン
チャーを追求するための行動を促す。参加が受入れられた
ベンチャーは、ハーバードイノベーションラボベンチャープログラ
ムからの包括的なサポートを受けることができ、その過程で、
個人やコミュニティのニーズをよりよく理解するだけでなく、よ
り良いリーダー、そして人間になることにも挑戦している。

コンテストのファイナリストには、Bertarelli Foundationか
ら約50万ドルの資金提供され、アワードをかけて競い合い
が行われる。

⚫ アートスクールや教育機関にて、Creative Enterprisesのビジネスプランのコンペティションが
行われている。



【事例】Brinshore Development / Shift Capital
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⑲ Brinshore Development

概要

Brinshore Developmentは、シカゴやその他の中西部
の都市を中心として開発を行う企業であり、代表的なプロ
ジェクトには、36戸あった住宅群を、32戸の複合収入開
発・アートセンターに転換することなどが含まれる。

ポートフォリオの一つであるDorchester Art + Housing 
Collaborativeは、アートに集中した環境に身を置きたい
アーティストと、その家族のための、アートを中心とした住宅
コミュニティである。アーティスト居住者のためのたライヴ・ワー
クスペースに加えて、子ども向けのプログラミングとパブリック
スペースを提供している。

また、居住しているアーティストやは、地域の子どもたちや保
護者、住民との交流を通じて、創造性や教育をボランティ
アで提供している。

⑳ Shift Capital

概要

ペンシルベニア州フィラデルフィアを拠点とするShift 
Capitalは、都市部の地域活性化に取組む不動産グルー
プである。移住などの高級化の負の影響を最小限に抑え
ながら、世代間の貧困に苦しむコミュニティにプラスの影響を
与える、包括的かつ集中的な開発モデルを展開している。

同社のミッションは、既存の不動産ストックを取得して改修
し、それらの資産を共通のビジョンをもつ企業や個人と共同
で保有することで、投資先の都市コミュニティに雇用や、そ
の他の測定可能な社会的・経済的インパクトを提供。

戦略的な出口戦略を通じて、コミュニティ、長期的な居住
者、創造的なコミュニティの移転を最小限に抑え、不動産
所有を増やし、長期的な手頃な価格を維持するために活
動している。

代表的なプロジェクトの1つであるケンジントンのMaKen
Studiosは、フィラデルフィアのアーティスト、企業、メーカー
に賃貸可能なスペースとリソースを提供し、文化的及び経
済的機会の提供の場として地域に貢献している。

⚫ 大規模な商業用不動産開発業者は、アート、創造性と文化を大規模な複合用途、複合収入プロジェ
クトの核とする他、商業的利益を伴う社会インパクトの創出に寄与している。



経済活動と文化活動の我が国への応用について
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• 各国では、経済のドライバーとしてカルチャーセクターに対して関心が高く、国際的に様々な機関が取組みを行っている。

• 民間企業における文化の維持・創造に対し、諸外国ではカルチャーセクターのファンディングに民間資金が投じられおり、
3つのモデルが存在する。

• 文化の維持創造に対して文化活動基盤を整えるCCSの概念の元にバリューチェーン全体を支える様々な支援策が
存在する。

• 民間投資を喚起する仕組みとして、欧州では様々なインセンティブが存在し資金調達手法の高度化が進んでいる。

• 文化の維持・創造に向けて、カルチャーセクターの支援体制のうち民間支援組織が大きな役割を発揮しつつある。

• クリエイティブ産業が拡大する欧州では、競争力を持つ企業とセクターの成長を支援する仕組みが成立している。

海外政府によ
る促進策や海
外事例からの
民間企業にお
ける文化の維
持・創造への

貢献

• 現在我が国においては、一部の領域においてはカルチャーセクターが経済のドライバーとして機能するという認識が形成
されつつあるが、発展途上である。文化の維持・創造に対しては、文化庁などの公的財源が中心となっており、産業と
しての文化の維持・創造に対して、明確な支援策は存在していない。
※(アーツカウンセル、企業メセナ協議会等は、文化の維持・創造の支援団体として活動)

• 文化芸術領域における、民間投資は我が国においては発展途上である。

我が国の
現状

• 産業としての文化の維持・創造という新しい概念を取り入れることにより、当該分野に従事するクリエーターの雇用や、
活躍機会の拡大につなげることが出来る可能性がある。

• デジタル社会の進展にともなう技術的失業者の新たな活躍の場を提供する可能性がある。

• 職業としてのクリエーターの社会的地位向上につながる。

我が国に
応用する

場合のメリット

• 領域の拡大が図られないと投資が促進されず、セクターとしての透明性が損なわれてしまう可能性がある。

• 我が国のデジタル社会での労働構造の移転が促進されづらく、最終的に国家の競争力が逓減されてしまう可能性が
ある。

我が国に
応用する

場合の課題



ARTビジネスにおける価値
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ビジネスにおけるアートの価値①マーケティング・ブランディング効果
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⚫ Chaianはフランスのコルベール協会、イタリアのアルタガンマ加盟の512ブランドのアート関連の活動につい
て定性的な分析を実施し、4つの活動に分類を行った。

⚫ またアート関連活動を行うことで、「ブランドの希少性や独自性」の強化等が期待効果として紹介された。

活動分類 活動概要 例 期待効果

1 Artistic Mentoring
アーティスト育成

若手アーティストの育成支援に
向け、熟練者による指導やガ
イドを行う取組み。

Rolexは2002年より隔年で6
領域（ダンス、劇場、文学、
音楽、演劇、ビジュアルアー
ツ）の若手アーティストのメンタ
リングプログラムを実施。

• ブランドの希少性
や独自性イメージ
の強化。

• ブランドイメージの
刷新。

• 若年層等、新たな
顧客との接点強化。

• アーティストとの連
携強化。

2 Foundations
財団設立

非営利目的のゴール達成に向
けた財団の設立。

カルティエ財団による現代アー
ト支援等。

3 Artistic 
collaboration
アーティストとの
コラボレーション

アーティストとブランドによるビジ
ネス上での協働。一定期間に
おける商品、ビジネスの協働。
報酬対価を支払うスキーム。

Louis Vuittonにおける現代
アーティストJeff Koonsコラボ
レーション商品の販売等。

4 Patronage
パトロネージュ

アーティスト、文化芸術団体に
対する金銭的／非金銭的支
援。スポンサーとして行われアー
ティストへのスポンサーシップやコ
ミッションワーク等を依頼。

BulgariによるVictoria
&Albert美術館の展覧会への
スポンサーシップ。

出所：Chaian Claude, Art as a means to recreate luxury brands’ rarity and value, Journal of Business Research Vol.85 2018, 414-423 





ビジネスにおけるアートの価値②Artistic Interventionによる効果
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⚫ アーティスティック・インターベンションはビジネスにおけるアートの取組みとして長年行われているが、個人の
能力開発、部門間を超えた協力とチームワーク、社会的価値への視点の転換等、クリエイティビティや発
想の転換以上の効果があることが実証されている。

アーティスティック・インターベンションの効果

スペインで行われた33のアーティスティック・インターベンションの事例をもとに、以下について実証を行った。

(a) アーティスティック・インターベンションを行い意味のある仕事（meaningful work) を経験することで影響を与えるか

(b) 意味のある仕事のどの要素が影響を与えることができるか

アーティスティック・インターベンションの効果

1. 個人の能力開発

• 能力開発の機会、自律性、自己認識
※喜び、活力、新たなモチベーションとエンゲージメント

2. 協力とチームワーク

• 協力とチームワークに基づく、興味深い関係、
良好な関係の構築
※異なる職種や背景の人との働き方の気づきや、
深いやり取りに対する自己の許容範囲の拡大

3. 社会的価値

• 社会目的やステークホルダー視点
※社会課題やステークホルダー起点の重要性への気づき

アーティスティック・インターベンションの定義

「アートの世界における人材や商品、取組み等を組織に持ち込むプ
ロセス (Berthoin Antal, 2014: 177)、他の用語ではワーク
アーツ（work arts) (Barry & Meisiek, 2010) またはアート
関連活動（arts-based-initiatives：ABIs） (Schiuma, 
2011)と称される」

アーティスティック・インターベンションは数時間、数日、数カ月行われ、
組織における様々な課題を発見するために利用される。

• 課題の例

• スキル開発（リーダーシップ、コミュニケーション等）

• 部門内外の職場の関係性の改善

• 新サービスや商品、プロセス等のアイデア醸成

アーティスティック・インターベンションは課題に応じて様々な形態で実
施している。

出所：Antal Berthoin Ariane, Debucquet Gervaise, and Frémeaux Sandrine, Meaningful work and artistic interventions in organizations: 
Conceptual development and empirical exploration, Journal of Business Research 85 (2018), 375-385







ビジネスにおけるアートの価値④その他
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⚫ 英国のWhat Works Centre for Well-beingのビジュアルアートが、ウェルビーイングに与える影響に
対する実証研究では、ビジュアルアートを活用したコミュニケーションプログラムや制作活動を行うことで、う
つ症状や不安感を軽減させ、自信や自尊心の回復につながることが証明された。

出所：Dolan Paul and Testoni Stefano, Assessing the relationship between engagement in visual art and subjective wellbeing among 
people with diagnosed depressive disorders, What Works Centre for Well-being, 2017.

The Arts Value Matrix



ARTのビジネスにおける効果の実証
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財務パフォーマンスに対する効果①フィランソロピー活動の効果
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⚫ WANGとQIANは上海株式市場、深圳株式市場の上場企業を対象に企業フィランソロピーや企業の広
報活動が財務パフォーマンス（ROAと簿価・時価比率）に与える影響を検証。

⚫ 企業の寄付行為がROAに対して正の相関があることを実証。

検証内容

上海株式市場、深圳株式市場の上場企業を対
象にフィランソロピーや企業の広報活動が財務パ
フォーマンスに与える影響を検証。

分析対象指標

財務パフォーマンス

• ROA 総資産利益率

• Market to book ratio簿価時価比率

• 企業フィランソロピー

• 企業寄付

その他変数

• 広告強度（売上に占める販管費率）

• 市場発展度（NERI）

• 過去の財務パフォーマンス（ROA、Market to
book ratio）

• Governance, ownershipの有無、等

検証結果

3段階の分析を行う中で以下に関して実証された。

出所：WANG Heli and QIAN Cuili, Corporate Philanthropy and corporate financial performance: The roles of social response and political access, 
Academy of management Journal 54, (6), 2011, 1159-1181.

各要素の相関関係

• ①寄付行為（Corporate Charitable 
giving）とROAに関しては正の相関関係がある
（0.16）ことが判明し）（market to book 
ratioには相関がみられなかった）

• 特に過去の財務パフォーマンスが優れていた企業
ほど、寄付行為がROAに与える影響との正の相関
が高くなる傾向が判明した



組織活性における効果
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⚫ 電通「美術回路」、「アート・イン・ビジネス」実施企業及び、一般企業との間では、ブランディング効果、
イノベーション効果、組織活性化、ヴィジョン構想におけるアートの効果について論じている。

「アート効果」合成評価指標スコア平均の比較

「アート・イン・ビジネス」
実施企業

寺田倉庫、マネックスグループ、
スマイルズの3社の従業員に対
する定量調査

一般企業

上記3企業以外の一般企業従
業員に対する定量調査

出所：電通 美術回路、「アート・イン・ビジネス」、有斐閣（2019）

5

4

3

2

1

イメージ
構築

インスピ
レーション

プロト
タイピング

感性 自律性
ストーリー

化
共生

I
ブランディング

II
イノベーション

III
組織活性化

IV
ヴィジョン構想

「アート効果」合成評価指標スコア平均の比較
※5段階評価基準化

■「アート・イン・ビジネス」実施企業（n=116） ■一般企業（n=229）

3.8
**

2.9

3.7
**

2.9

3.7
**

2.7

3.7
**

2.7

3.3
**

2.7

3.8
**

3.8

3.6
**

3.1

**有意水準1%で差が有意



参考資料

令和2年度商取引・サービス環境の適正化に係る事業 106



【参考】参照リンク一覧（1/2）

令和2年度商取引・サービス環境の適正化に係る事業 107

資料 リンク

DCMS, Britain’s creative industries break the ￡100 
billion barrier 

https://www.gov.uk/government/news/britains-creative-industries-break-the-100-billion-
barrier

The ASEAN post, Getting Creative in Indonesia https://theaseanpost.com/article/getting-creative-indonesia

UNESCO, Funding culture, managing the risk http://www.unesco.org/new/en/culture/themes/cultural-diversity/cultural-
expressions/funding-culture-managing-the-risk

Oliver Wyman, Funding for culture – attracting private 
sector contributions

https://www.oliverwyman.com/content/dam/oliver-
wyman/v2/publications/2020/may/Funding-For-Culture.pdf

Culturehive, the founding mix for arts organisations https://www.culturehive.co.uk/wp-
content/uploads/2018/03/Funding mix for arts organisations.pdf

American for the Arts, Source of revenue for non-profit 
organisations

https://www.americansforthearts.org/by-program/reports-and-data/legislation-
policy/naappd/arts-facts-source-of-revenue-for-nonprofit-arts-organizations-
2017#:~:text=Summary%3A,sector%20contributions%2C%20and%20government%20sup
port.

Laura Brower Hagood, A paradigm change: the case 
for private philanthropy in the arts in Germany, the 
Netherlands and France

https://www.boschalumni.org/wp-content/uploads/2016/03/Hagood.pdf

西田陽介 美術館経営とファイナンス http://www.e.okayama-
u.ac.jp/economic association/paper/pdf/nishita %E2%85%A1 85.pdf

European Parliament, Encouraging private investment 
in the cultural sector

http://www.europarl.europa.eu/RegData/etudes/etudes/join/2011/460057/IPOL-
CULT_ET%282011%29460057_EN.pdf

Kamila Lewandowska, From Sponsorship to 
Partnership in Arts and Business Relations

https://www.researchgate.net/publication/276917335_From_Sponsorship_to_Partnership_i
n Arts and Business Relations

Jim McGuigan Rethinking cultural policy International Journal of Cultural Policy, Volume 16,2010 Issue 1

Sara Thomas, Simon Pervan and Peter Nuttal, 
Marketing Orientation and arts organization – the case 
for business sponsorship 

https://www.researchgate.net/publication/41385455 Marketing orientation and arts orga
nisations The case for business sponsorship

Chaian Claude, Art as a means to recreate luxury 
brands’ rarity and value, Journal of Business Research 
Vol.85 2018, 414-423

N/A



【参考】参照リンク一覧（2/2）

令和2年度商取引・サービス環境の適正化に係る事業 108

資料 リンク

Koronaki Eirini, Kyousi G. Antigone, and Panigyrakis G. 
George,The emotional value of arts-based initiatives: 
Strengthening the luxury brand-consumer relationship, 
Journal of Business Research Vol.85 2018, 406-413 

N/A

Antal Berthoin Ariane, Debucquet Gervaise, and
Frémeaux Sandrine, Meaningful work and artistic 
interventions in organizations: Conceptual 
development and empirical exploration, Journal of
Business Research 85 (2018), 375-385.

N/A

Schiuma Giovannni, The Value of Arts for Business, 
Cambridge University Press, 2011.

N/A

Dolan Paul and Testoni Stefano, Assessing the 
relationship between engagement in visual art and 
subjective wellbeing among people with diagnosed 
depressive disorders, What Works Centre for Well-
being, 2017.

N/A

WANG Heli and QIAN Cuili, Corporate Philanthropy and 
corporate financial performance: The roles of social 
response and political access, Academy of 
management Journal 54, (6), 2011, 1159-1181.

N/A

電通 美術回路,「アート・イン・ビジネス」, 有斐閣,2019. N/A





調査の基本視点

令和2年度商取引・サービス環境の適正化に係る事業 110

⚫ 本調査は、世界で活躍するクリエーター創出に向けた、異業種・異分野への転用・応用の可能性や、
新たな活躍市場の創設についての基礎検討を目標と設定する。

調査目標 タスク 調査仮説

視点①
世界で活躍するクリ
エーターを創出するた
めの主な取組みの整
理と評価

• 関連文献調査
• 要点整理

• ファッション、デザイン、コンテンツ等に関する世界的コンペティション等
の取組みの整理。

• 受賞履歴を核とした世界で活躍するクリエーターの存在についての
評価。

視点②
現在クリエーターが活
躍する市場とは異なる、
異業種・異分野でのク
リエーターの転用・応用
可能性

• 関連文献調査
• 要点整理

• 社会課題に対して、デザイン、アート、クリエイティブが持つ効果（社
会的、経済的）に着目し、クリエーターが異業種・異分野で活躍で
きる可能性について検討を行う。

• クリエイティブ×医療、クリエイティブ×環境、クリエイティブ×社会包摂
等、他分野との融合。

視点③
規制緩和による、クリ
エーターが活躍する新
たな活躍市場の創設
について

• 関連文献調査
• 要点整理

• 自治体等によりクリエイター誘致施策及び受入れ状況と条件。
• 他拠点居住に関する規制、都市関連の条例等。
• 各国のノマドワーカービザの導入状況や課題。
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⚫ 本調査は、デジタル技術の社会実装に伴い生じる、社会課題（技術的失業、ギグエコノミーによるストレ
ス、心身問題等）に対し、備えるべき教育・スキル、セーフティーネットと文化・クリエイティブ（クリエー
ター）の貢献可能性の導出を目標として設定している。

調査目標 調査仮説 分析の観点

事例調査
の視点

デジタル社会への移行
に伴う社会課題に対
し、以下の貢献性可
能性の把握。
• 備えるべき教育・ス

キル教育
• 政府によるセーフ

ティ・ネットの必要性
• 文化・クリエイティブ

（クリエーター）

デジタル技術の社会実装が進むに
つれて、技術的失業が促進されるな
どの課題やギグエコノミーの進展によ
るストレスや心身の問題、より人間
にしかできない創造性が求められる
ようになることによる課題（スキル等
の労働移動の問題など）などについ
て、文献及び諸外国の対応策等に
ついて調査・分析を行う。

• デジタル技術の社会実装に伴い、技術的
失業の加速、ギグエコノミー（フリーラン
ス）進展によるストレスや心身の問題に
対して、セーフティーネットとなりうる職業技
術支援や政府支援が必要となる可能性
（国際的競争力強化の視点からも、今
後備えるべき教育・スキル教育等の中身
と対応策が求められる可能性）。

• 文化が上記教育やスキルとして役立つ可
能性（ビジネス×アート等の観点）。

• 実行力を伴う推進に向けた各国の体制
や方針についても網羅する。実行力を伴う推進に

向けた、各国の体制
や方針の把握。



1. デジタル社会の移行に伴って生じる社会課題と教育・スキル
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⚫ デジタル社会の社会実装に伴い、「技術的失業の促進」「創造性を求める風潮」「ストレスや心身の問
題」が課題となり、教育や労働者の基本的権利、社会保障の在り方の見直しが求められている。

UNレポート『デジタル技術のインパクト』より

仕事の未来と、教育について、デジタル技術の社会実装に伴い発生すると見込まれる社会変化

出所：(UN75) ”2020 AND BEYOND デジタル技術のインパクト“）

技術的失業の促進

人間にしかできない
創造性を求める風潮

定型労働の自動化に伴い、より創造的な活動や意思決定に
人間としてのスキルや役割が求められてゆく。

ギグエコノミーの進展による
ストレスや心身の問題

「ギグエコノミー」などの単発型労働により、労働者の福祉や労働の
基本的権利、社会保障の不在、不安定な雇用に対するストレスの増加。

マッキンゼーなどのグループによる報告書では、
2030年までに自動化によって職を失いかねない人数：8億人

状況改善のための
方向性

• 科学技術や工学、数学の重視

• ソフトスキルやレジリエンスの強化

人々が生涯を通じてスキルの学び直しや向上が図れるよう、
教育に対するアプローチを変える。

手厚い支援の

拡充

• 育児

• 介護

無給労働について、世界的な人口構成の変化により、
需要が高まる公算が高い。

上記に対し、必要な訓練もスキルもないことを不安視



2. デジタル社会への移行に拍車をかけるCOVID-19の影響
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⚫ コロナ禍前からはじまっている産業構造のパラダイムシフトを以下整理している。

• With/Afterコロナの産業動向につき、コロナ禍が収束すれば、また元の状態に戻るという声を聞くこともある。しかし、産
業構造のパラダイムシフトは、コロナ禍前から始まっており、コロナ禍前の状態(事業環境)に戻ると考えない方が良い。

• コロナ禍前から始まっている産業のパラダイムシフトを下図のように整理した。この図表では、各産業が抱える課題が、デジ
タル・テクノロジーなどと融合により解決され、業種横断的な新たな変化が生じ、産業分野の垣根がなくなりつつあること
を表している。デジタル・テクノロジーである、AI(人口知能)、loT、５G、CPS(Cyber Physical System)、AR/VRな
どは、コロナ禍の前から進んでいる技術である。

• コロナ禍前から言及されていた技術トレン
ドとして、2020年1月に米国ラスベガスで
開催されたCES2020にて、主催団体で
あるCTA(Consumer Technology 
Association)の基調講演では、loTが
従来の「Internet of Things」という概
念から、「Intelligence of Things」に
変わるという見解が示された。すなわちあ
らゆるモノがインターネットとつながるだ
けでなく、あらゆるモノにAIが搭載され、
AIの活用を前提とした社会の到来が示
唆された。

• コロナ禍前から大きなパラダイムシフトは進
んでおり、コロナ禍が収束すれば元の状態
に戻れるのではなく、従来のトレンドが加
速すると考えた方が良い。

出所：日本政策投資銀行「コロナ禍前から始まっている産業構造のパラダイムシフト」

出所：日本政策投資銀行「コロナ禍前から始まっている産業構造のパラダイムシフト」よりトーマツ作成
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⚫ 研究結果からは、10～20年後に日本の労働人口の約49％が就労している職業において、人工知能
やロボット等で代替される可能性が高いと予測されている。

AIに代替される可能性の高い職業について

• 英国オックスフォード大学のマイケル・オズボーン
准教授とカール・ベネディクト・フレイ博士は、米
国において10～20年内に労働人口の47％が
機械に代替可能であると試算をしている。

• 株式会社野村総合研究所は、英オックスフォー
ド大学のマイケル A. オズボーン准教授及びカー
ル・ベネ ディクト・フレイ博士との共同研究により、
国内 601種類の職業について、それぞれ人工
知能やロボット等で代替される確率を試算した。
この結果、10～20年後に、日本の労働人口
の約49％が就いている職業において、AIに代
替することが可能性が高い推計している。

49%

35%

47%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

日本 英国 米国

人工知能やロボット等に代替可能性が

高い労働人口の割合

出所：株式会社野村総合研究所「日本の労働人口の49％が人工知能やロボット等で代替可能に～ 601種の職業ごとに、コンピューター技術による代替確率を試算 ～」（2015）
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⚫ AI代替されない可能性が高い職業としては、芸術、歴史学・考古学、哲学・神学や、抽象的な概念を
整理・創出するための知識が要求される職業、他社との協調・理解・説得・ネゴシエーション、サービス志
向性が求められる職業といわれている。

AIに代替されない職業とは

AIに代替されない可能性が高い職業としては、

• 芸術、歴史学・考古学、哲学・神学など。

• 抽象的な概念を整理・創出するための知識が要求される職業、他者との協調や、他者の理解、説得、ネ
ゴシエーション、サービス志向性が求められる職業。

• 例えば、アートディレクター、インテリアコーディネーター、グラフィックデザイナー、作曲家など。

AIに代替される可能性の高い職業としては、

• 必ずしも特別の知識・スキルが求められない職業。

• データの分析や秩序的・体系的操作が求められる職業。

• 例えば、一般事務員、銀行窓口係、自動車組立工、ビル清掃員など。

出所：株式会社野村総合研究所「日本の労働人口の49％が人工知能やロボット等で代替可能に～ 601種の職業ごとに、コンピューター技術による代替確率を試算 ～」（2015）
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⚫ デジタル技術の社会実装が進むにつれて、インターネットのプラットフォームを通じて単発の仕事を依頼・請
け負う「ギグエコノミー」が進展している。

ギグエコノミーとは ギグワーカーとは

• ギグ (“gig”)：1920年代における米国のジャズ
などのライブ・ハウスで、即席でその場限りの演奏
者を求めて一緒に共演することを意味する。

• ｢単発の仕事や日雇い」を意味する言葉としても
使われている。

• インターネットのプラットフォームを通じて単発の仕
事を依頼したり請け負ったりする働き方の経済形
態。

• デジタルプラットフォームを介した個人または企業
間の労働と金銭の交換であり、短期的には提供
者と顧客のマッチングを促進し、タスクベースの支
払いを積極的に行うものである。

• ギグ・エコノミーのおいて、単発もしくは短期の仕
事をする。

• 仕事の継続性がなく、定期的に仕事をする義務
がない。

出所：GOV.UK, ”The characteristics of individuals in the gig economy”
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⚫ ギグワーカーの時給は職種により異なるが、ギグワーカーの直近12ヶ月間の平均収入は5,634ポンド
（約829,043円*）とされるが、中央値は375ポンド（約55,181円*）といわれている。

ギグワーカーの時給・年収

• 回答者の四人に一人(25%)が、時給は7.50ポンド(約1,104円*)未満。

• 回答者の16%が、時給7.50ポンドから8.44ポンド(約1,242円*)の間。

• 回答者の15%は、それを上回ったが時給12.99ポンド(約1,911円*)未満。

出所：GOV.UK, ”The characteristics of individuals in the gig economy”

21%

9%

6%

8%

15%

16%

25%

0% 10% 20% 30%

不明

回答拒否

時給£20以上

時給£13.00~£19.99

時給£8.45~£12.99

時給£7.50~£8.44

時給£7.50未満

時給別割合

時給は職種により異なるが、過去12カ月間でウェブサ
イトやアプリで提供するサービスを通じて得た収入につ
いて、ギグワーカーの5人に2人が£250未満(約
36,788円未満*)と回答した。

さらに、ギグワーカーの87%が、過去12カ月間で 1
万ポンド未満しか稼いでいないと回答。

本調査で用いた計算方法に基づくと、ギグワーカーの
直近12か月間の推定平均所得は、5,634ポンド
(約829,043円*)と予測される。

しかし、上記平均値は少数の高額所得者によって歪
められており、ギグワーカーの収入の中央値は375ポ
ンド(約55,181円*)であった。

* 1ポンド＝147.15円で換算（2021年2月17日）
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⚫ ギグエコノミーにおけるギグワーカーと精神衛生について、以下整理している。

長所 短所

ギグワーカーの長所

• 柔軟性とともに生産的で収益性の高い賃金を追
求しながら、自己成長と発展に集中できる。

• 解雇されることへの恐れがない。

• 個人的、職業的な生活や将来をコントロールで
きる。

• 勤務スケジュールを自由に編成できる。

• 顧客のニーズや要求に応じて自ら顧客を引き受
け、プロジェクトで平等に顧客と関わることで、自
尊心の形成を助け、個人の自信を高める。

ギグワーカーの短所

• 労働者が決して仕事をやめない、という執拗な野
望に苦しむようになる。

• 適切な作業パラメータが存在しないと、時間管
理の長期的な苦闘や適切な休憩を取る能力が
欠如する。

• 企業が提供する健康保険に加入できない。

• 締め切り日、税金、複雑なタスク間の管理に常
に対処することが必要であり、特に日、週、月、ま
たは年の特定の時間に高いレベルのストレスと不
安をもたらす。

国連社会開発研究所
（UNRISD）の
主な問題意識

• 当該機関にて、「ギグエコノミー」などの非標準的な形態の雇用が世界中で増加
しても、労働者の福祉や労働の基本的権利、社会保障に与える影響は不確実
であるとの認識。

• そのため、デジタル経済が労働者の福祉にどのような影響を与えているかを調査す
る方針。
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⚫ AI時代に求められる「STEAM人材」という新たな概念が出てきている。

STEAM人材

ヤング吉原麻里氏(スタンフォード大学講師、立命館大学客員教授 一般社団法人スカイラボ共同代表)によると、IT企
業の一大拠点で、最先端の技術やスタートアップ企業が数多く誕生するシリコンバレーでは、ユーザー（人）を中心に発
想するデザイナーの思考法が重要だという考えが浸透している。

• ユーザーのニーズを把握するために必要なのが、「なぜ？（Why?）」と問いかけ、深掘りして相手のストーリーを理解し、共感する姿勢である。

• ユーザー・インタビューはデザイン思考の「リサーチ」の過程で使うツールの一つであり、その重要性とはユーザーが『なぜそう思ったのか？』『なぜこれを選んだのか？』という疑
問を切り口にして、相手に寄り添いながら対話を掘り下げる。どんな暮らしをしていて、どんな価値観を持った人間なのか。気づきを起点にすることで『この人を幸せにする
サービスや商品はなんだろう』という発想が出てくる。数値では測り知れない情報をすくいあげ、思いも寄らない発想につなげるメッド、それが、デザイン思考である。

• 最先端の技術を取り入れ、人間にフォーカスした新しい価値をデザインできる人財。それこそがAI 時代に求られる人物像「STEAM 人材」だという。STEAM とは、STEM
（Science、Technology、Engineering、Mathematics の頭文字を合わせた言葉）にArtsを加えたもの。ここでいうアーツには、美術（アート）だけにとどまらず、
文学・哲学・歴史などのリベラルアーツ（教養）が含まれる。

デザイン思考
➢ ユーザーのニーズを起点と道標にして新しい価値を生み出す手法。

✓ 斬新な発想をするプロセスをわかりやすく可視化した一連のメソッドと、それを実行するために必要なマインドセットを指す。
✓ メソッドにあたる5つの構成要素①リサーチ、②分析、③統合（シンセサイズ）、④ビルド、⑤テスト
✓ 5つの型だけをマスターしてもデザイン思考の表面的な理解にしか至らず、大事なのはむしろ、人間を重視する、人のために発想するという奥義の部分

イノベーションが必要とされるさまざまな業界で、人間を中心に発想することの重要性がますます増している。

サイエンス

S T E A M
テクノロジー エンジニアリング アーツ 数学

科学・技術・工学・数学（STEM）領域の最先端技術に、芸術・デザインや人文（リベラルアーツ）的な視点を融合させることで、かつてな
いイノベーションを生み出し、人間の生活を豊かにするというコンセプト。理数工学領域の専門性を研鑽するだけでなく、「人のために役立
ちたい」という視座や哲学を持つことが、これからの世代を支えるイノベーション人材に求められるというのがヤング氏の考えだ。

出所：ヤング吉原麻里「世界を変えるSTEAM人材 シリコンバレー「デザイン思考」の核心」より作成
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⚫ 各国のデジタル社会における社会課題と教育・スキル及びセーフティネット事例を以下整理している。

国 運営 施策内容

フィンランド SITRA
(政府のイノベーション
ファンド)

【Ratkaisu100チャレンジ賞】

• SITRAは、フィンランドの将来の重要な課題を解決することを目的としたRatkaisu100チャレ
ンジ賞のコンペティションを実施。人工知能を活用し、労働者のスキルと雇用主のニーズ等を
マッピングするサービスを提供するHeadai社が受賞者となり、アイデアの実現のために
€500,000を提供。

• なお、Headai社の上記サービスである「マイクロコンピテンシー」は、雇用主が求めている労働
者のスキルを特定するために、毎日約1,000件の求人広告を分析し、当該結果から、最適な
スキルを持った労働者とそのニーズを持つ雇用主をマッチングしやすくするものである。

スウェーデン PES
(公共雇用サービス)

• 当該機関は、デジタル及びデータ駆動型技術を活用し、スウェーデンの労働市場における雇用
のマッチング、ガイダンス、生涯学習を推進する独立した非営利団体としてJobtechを立ち上
げ。

• Jobtechは、PESを通じて投稿された現在及び過去の仕事の広告630万件をアルゴリズムを
用いて分析することにより、作成された動的な能力マップを運営する。

英国 Founders & 
Coders

• 当該法人は、ウェブ開発における授業料無料のトレーニングプログラムを開発し、運営する英
国に拠点を置く非営利団体。

• 当該法人にて、ロンドンで活動し、マーシー・コープスと英国政府と協力して中東でプログラムを
提供。

英国 nesta、Future
Ready Fund

• 当該法人にて、2018年10月に、社会的、感情的なスキルと回復力に焦点を当てた二次年
齢(11-18歳)の若者のより広いスキル獲得を促進するために、早期段階の介入を支援するた
めに約£50万でファンドを立ち上げた。（※授与先とその詳細については次ページに記載）

• なお、当該プロジェクトの結果、仕事の幅を広げ、若者が対象とするスキルをどのように身につけ、
長期的かつ持続可能な効果を達成できるかについて、より多くの情報を得られた。

出所：nesta “Skills anticipation for the digital age” / Founders and Coders、nesta ”Future ready fund“、nesta” Future ready fund grantees”
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⚫ Future Ready Fundは、新しいnestaファンドとして、若者の将来のスキル獲得を促進することを目的
に2018年10月に設立された。

Future Ready Fundでは上記目的を達成するために、下記5つの非認知スキルに焦点を当てた介入を支援している。

① 感情的な知性、特に良好な関係を構築し、効果的に協力する方法

② 社会的・感情的能力(特にコラボレーションに関する)

③ レジリエンスと対処

④ 自己認識(自信と自己効力)

⑤ モチベーション、目標志向、忍耐力

Future Ready Fundは、英国全土から集まったアイデアの内、社会的、感情的なスキルを開発する10のプロジェクトに総
額£500,000を授与した(2019年2月28日発表)。

No. 授与先 プロジェクト内容

1 フランクリン・スカラーズ フランクリン・スカラーズは、10代に合わせて、重要なスキルを開発し学校での進歩を後押しするために、毎週のグループ活動、学費、コー
チング等のピアメンタリングプログラムを運営する。10代のトレーニングとメンタリングリソースは、社会的、感情的なスキルを含むABCD
フレームワークを中心にデザインされている。nestaの助成金は、より多くの学校(特に教育成果の低い学校)に拡大し、正式な評価プロ
セスを実施することを可能にしている。

2 マクミランアカデミー マクミランアカデミーは、学生の回復力を支援するための大学全体のパートナーシップアプローチであり、ミドルズブラの5つの大学で提供され
ている。このプログラムには、持続可能な学校文化の変化を生み出すために普遍的な介入と共に、ピアレジリエンス「チャンピオン」の訓
練を含む様々な介入が含まれる。nestaの助成金は、16大学に拡大しており、プログラムの影響をさらに評価することを可能にする。

3 CUトラスト CUトラストは、教室の外で従事している活動を追跡し、彼らが得たスキルを認識するために、英国全土の学生のためのデジタルプラット
フォームを作成した。学生はプラットフォームでアクティビティをログに記録し、その後、自分が構築しているスキルを振り返ることを奨励して
いる。教師や活動プロバイダーパートナーは、活動やスキル開発への取組みをよりよく理解し、結果として提供を調整することもできる。
nestaからの助成金は、彼らが中等学校でこのデジタルオファーを評価し、開発することを可能にする。

出所：nesta “Future Ready Fund”
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（前項のつづき）

No. 授与先 プロジェクト内容

4 クリサ クリサは、集中的なワークショップと1:1のサポートで構成された6-8週間のドラマと芸術プログラム「Face It」を実行。これは、自己認識と
感情的な知性を構築し、怒ったり排除したりする危険性がある若者のための個人的な開発プログラムである。このコースは、インタラク
ティブで創造的なテクニックとアクティビティを使用して、参加者の特定のニーズに合わせた各プログラムで、体験的に提供される。nestaか
らの助成金により、クリサは英国全土の新しい学校や生徒紹介ユニットに、刑務所で正常に配達された作業を拡大する。

5 国境を越えたサッカー 若者がサッカーに対する情熱を通じて、重要な社会的、感情的なスキルを学ぶのを助ける。彼らはKey Stage 3の学生と協力し、プロ
ジェクトベースの教室セッションをリードし、レジリエンス、チームワーク、リーダーシップの価値を身に着ける。短期的に変革をもたらすプロ
ジェクトを通じて、学校での排斥を減らし、行動を改善することを目的とする。nestaからの助成金は、Blackpoolへの拡大を支援し、さら
なる拡大のための複製可能なモデルの構築を支援する。

6 シドマス大学 Sidmouth Collegeは、11歳から19歳までの学生を対象とした、デヴォン州Sidmouthにある総合コミュニティカレッジで、6週間のライフ
スキルコース 「My Big Life」 の試験運用を主導。CBTの手法を用いて、出席率が低く学校生活に参加していない生徒を対象に、若
者がレジリエンスと対処戦略のツールキットを開発するのを支援している。Future Ready Fundは、プログラムを南西部の少なくとも14
以上の学校に拡大し、異なる状況でのプロジェクトの影響をさらに評価するのを支援する。

7 ボイス 21 Voice 21は、若者が21世紀に成功するために必要な声を見つけるのを支援するオーラシープログラムを運営している。これまで主流の学
校で実施されていたこのプログラムを拡大し、生徒がオーラシーのスキルを身につけることで社会的、感情的、認知的能力を向上できるよ
う支援する。専門能力開発及び全校改善プログラムは、カリキュラムと教育学の両方に取組んでいる。

8 マインドムース Mind Mooseは、子どもたちの心の健康づくりを支援し、早期の介入を支援する楽しくインタラクティブなオンラインプラットフォームである。
彼らは、特に初等学校と中等学校の移行を目的とした新しいプロジェクトを実施しており、nestaは助成金を通じて支援を行っている。
レッスン、活動、自己評価ツールは、子どもたちが脳の働きを理解し、自己認識、回復力、自尊心を発達させるための新しい戦略を学ぶ
のを支援する。

9 共感研究室 Empathy Labは、Empathy Explorersと呼ばれる 「共感教育プログラム」 を運営している。これは、学校コミュニティ全体を巻き込ん
だ通年の共感教育プログラムであり、若者の共感能力、識字能力、社会活動を育成するための学校の能力を強化するものである。この
助成金は、ウェールズの8つの新しい学校に拡大するのに役立つだろう。Empathy Labは各学校と協力して、プロジェクトを実施するため
の独自の計画を作成し、学校は1年間の学習グループに参加して、読み書き能力と共感能力の両方で目標とする成果を共有する。

10 ポジティブメンタル
ヘルス財団

スコットランドに拠点を置くポジティブメンタルヘルス財団は、ポジティブメンタルトレーニングと呼ばれるプログラムを実施しており、この助成
金によって学校の環境に移行することができる。保健セクターでの活動に基づき、この介入には、回復力と自己認識に関するNHSが承
認したオーディオトラックを備えたアプリ、個別化された教師トレーニング、ピアツーピアの取組み、学生と共同でデザインされたワーク
ショップが含まれる。彼らはこの助成金を通じて、スコットランドと英国のパイロット学校の小さなグループと協力することになる。

出所：nesta “Future Ready Fund”
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⚫ 英国国家統計局の推計によると、将来約150万人の雇用者の業務の一部が自動化される可能性が
高いとしており、当該影響による利点及び欠点をまとめると以下のとおり。

各国における対応体制・方針（英国）

デジタル技術の社会実装の利点
例）医療専門家をサポートするための自動化の使用

• 医療における自動化は、専門家を置換えるので
はなく、支援することを目的としており、人々が行
う仕事をシフトし、再考、役割を再設計して、より
持続可能で、意味のあるものとして、人々がより
「付加価値」 のある仕事ができるようにする。

• AIとデータ分析を通して、医療の質を改善する
機会を生み出す。

デジタル技術の社会実装の欠点
例）労働者への健康への影響について

• 労働を健康の重要な決定要因と考えると、自動
化は労働者の健康に重大な影響を与える可能
性がある。

• 政府においては、労働者の再訓練を支援し、影
響を受ける人々を新たな雇用機会に結びつける
ことが求められる。

• 将来の世代が、変化する労働市場で成功する
ために必要な技能を備えることを確保することが
必要となる。

• スキャンを分析して人間が気づかない可能性のあ
る問題を検出する技術の利用や、緊急治療を
必要とする高リスク患者を迅速に特定することで
医師がトリアージ(識別救急)の決定を下す手助
けを行うなどがある。

出所：The Health Foundation “Making new technologies work for everyone”
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⚫ 英国におけるデジタル社会におけるソーシャルメディアと労働者の健康等を以下整理している。

各国における対応体制・方針（英国）

ソーシャルメディアの潜在的な利点について

• 若者に、現実世界での関係を築き、維持する機
会を与えることが出来る。

• 社会的なつながりに対する物理的な障壁を取り
除き、若者が自分の感情をオープンにし、支えを
見つけ、孤立感や孤独感を減らすことが出来る。

• 学業を支援する貴重な学習リソースと、健康に
関する有益な情報源を提供する。

ソーシャルメディアの潜在的な欠点について

• 精神障害を抱えている若者が、「現実世界」の
専門家の支援を受けることから隔離し、回復を
妨げる。

• 自尊心の低下や身体的イメージの悪化を招き、
結果として有害な行動を引き起こす。

• ネットでのいじめなど、青少年の精神面での健康
に持続的な悪影響を及ぼす可能性がある。

レポートの
項目について

以下の項目について記載されている。

• 主な結果、アクションプラン
(アクションプラン例：ソーシャル・メディアが健康と福祉に与える影響について再検討し、より明確な公衆のための指
針を確立するために、ソーシャル・メディア企業の利益に対する0.5%課税を財源とするソーシャル・メディア・ヘル
ス・アライアンスを設立等）

• ソーシャルメディアと若者の精神衛生と幸福

• ソーシャルメディアが若者の心の健康と福祉に与える影響

• 健康被害に対するためにどのような措置が取られているか

• 推奨事項

出所：全党議会グループ(APPG) ”Social Media and Young People’s Mental Health and Wellbeing”
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⚫ 英国では、デジタルの技術面での支援や教育支援を行う中間組織、BUMP GALAXYのようなメンタル
ヘルスケアのための仮想コミュニティ等が設立されている。

The space
• 文化芸術関連セクターに対するデジタル技術やリソース支援のための中間組織であ

り、新規鑑賞者獲得に向けたデジタルコンテンツやプラットフォーム形成を支援する。

文化・クリエイティブ（クリーエータ―）をデジタル社会へ取組む施策

Digital
Cultural
Network

• Arts Council EnglandとThe National Lotteryにより2019年に設立。組織
や個人のデジタル成熟度に応じて、デジタル戦略、マーケティング、SNSを展開。
CRM等の専門家サポートを提供する。

AMA Digital
Lab

• 文化芸術関連領域における25年以上の支援を行っているAMAによるデジタル変
革を推進するメンタリング、ワークショップ等の支援団体。アジャイルアプローチでの実
装を目指している。

BUMP
GALAXY

• デザイナー研究者ビアンカ・カリーグによってMinecraftでプロトタイプ化された、ゲー
ム世界でのメンタルヘルスとケアのための仮想コミュニティ。

• BUMP GALAXYのメンバーは、事実上、共同ゲーム固有のケアプログラムに協力
している世界中のメンタルヘルスの専門家に会うことができ、国境を越えた幅広い
分野の専門家を集め、介護者とケアレシーバーの境界線をぼかすことによって、医
療を非制度化している。

出所：The space, Digital Cultural Network, AMA Digital Lab, BUMP GALAXY
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精神的及び身体的健康が求められている
WHOは、「芸術が健康とウェルビーイングを向上する上で果たす役割のエビデンスは何か？ 」の報告書にて、芸術が精神的及び身体的健康の両方に影響する可能性があ
るとして、2つのテーマ、各5つのサブテーマについて調査を行っている。こうした科学的エビデンスの積み上げに基づき、より多くの国家が芸術分野を健康とウェルビーイングの観
点から助成する公的施策を打ち出すように提言している。このような研究動向に目を通せば、芸術分野が決して「不要不急」ではなく、むしろコロナ禍の生活様式に起因する
さまざまな生きづらさに対して積極的な役割を果たすことがわかる。

テーマ サブテーマ 抄録

予防と促進 1. 芸術が健康の社会的決定因子にど
のように影響するか。

2. 芸術が子どもの発達をどのように支
援するか。

3. 芸術が健康増進行動をどのように奨
励するか。

4. 芸術が病気の予防にどのように役立
つか。

5. 芸術が介護をどのように支援するか。

1.社会的絆を深める上での芸術(特に音楽)の潜在的な役割についての幅広い文献があり、音楽に特化した実験的研究では、小規模グループと大規模グループの両方
において、個々の歌唱セッションが社会的絆、社会的行動、オキシトシン濃度の自己認識に及ぼす影響が示されている。
2.特にリスクがあると特定された子どもの間では、音楽は、不安、抑うつ、感情的疎外、不登校、攻撃性を減少させるだけでなく、就学、自尊心、文化的共感、自信、個
人的エンパワーメント、健康的栄養を増加させることがわかっている。
3.芸術に従事する人々は、社会経済的地位や社会資本に関係なく、健康的な食事や身体活動を続けるなど、より健康的な生活を送る可能性が高く、芸術と工芸は、
健康的な食事と身体活動の両方を楽しむことの改善、及び食べ物に注意と努力を払うことの認識価値の増加と関連して、一般的な自己認識健康と精神的健康と幸福
の側面を改善することが示されている。
芸術家は、公衆衛生専門家と公衆の構成員との間の仲介者としての役割を果たすことができ、個人が自身の健康に対して責任を持つことを支援することができる。患者
の快適さを最大化するために視覚芸術を壁に施した医師の手術は、患者の不安を軽減し、患者-医師間の満足度を高めることがわかっている。
4.小説、詩、映画、音楽、絵、絵画、演劇は、臨床家や研究者の間で病気の複雑さについての理解を深め誤解を減らし、健康の文化的背景についての理解を助けるこ
とができる。芸術鑑賞教室は医師と看護師の視覚診断技術を改善することが示されている。一方、聴覚訓練は正常または異常な腸、心臓及び肺の音に対する看護師
の認識を改善することが示されている。アートワークショップは、感染対策行動に対する意識と遵守を高めるための予備段階として、病原体の可視化に役立つことも示唆さ
れており、さらに、病院の作業空間をうまくデザインすれば、看護ミスを減らすことができる 。対話型の演劇やロールプレイなどの演劇形式を使用することで、コミュニケーション
スキルを向上させることもできる。医学面接において、臨機応変の授業は、学生のリスニング力、及び本能的に自発的に反応する能力を向上させることがわかっている。
5.芸術プログラムは、介護者と介護を受けている人々との相互作用を支援することができ、介護を受けている人の人間化を助け、それによって介護戦略を改善することがで
きる。

管理と治療 1. 芸術が精神疾患を経験している人
をどのように助けるか。

2. 芸術が急性疾患の患者のケアをどの
ように支援するか。

3. 芸術が神経発達障害や神経障害
の患者を支援するためにどのように役
立っているか。

4. 芸術が非伝染病の管理をどのように
支援するか。

5. 芸術が終末期ケアをどのように支援
するか。

1.子癇前症の女性に対して、音楽を聞くことまたは音楽療法を受けることは、母親の血圧を低下させ、胎児の心拍数を増加させることができる。妊娠中に音楽を聴くことは、
出産後に低い健康状態や出生後うつ病を発症する可能性を減らすことができ、音楽療法及びダンスを含む芸術への参加は、小児及び青年における不安及び抑うつなど
の内面化症状を軽減しうる。また、芸術は重度の精神疾患を有する人々のための伝統的な薬理学的及び心理学的アプローチに対する補助的な支援を提供する。
2008年の中国の地震を生き延び、30日間書道の訓練を受けた子どもたちは、過覚醒症状とストレスホルモンの減少が大きかった。芸術は無力感、屈辱感、怒り(強制
移住の一般的な問題)を減らし、社会的包摂、精神的健康、社会的受容、帰属を促進するのに役立つことができる。
2.新生児集中治療室では、未熟児に音楽を聴かせることは、心拍数、呼吸数、酸素飽和度、吸乳/授乳能力及び行動状態に有益であり、また、集中治療室での滞
在期間の全体的な短縮と関連している。患者のベッドサイドによるアート活動、ライブ音楽、及び演劇の提供は、子ども(ケーススタディ5)と大人の両方において、不安と痛
みを減らし、気分と医療処置の遵守を改善することがわかっている。
3.音楽と芸術は、ASDの幼児のための社会化とコミュニケーションにおいて中心的な役割を果たすことができ、学習技術を支援し、新しい情報へのより大きな対処、象徴
的思考の強化及び想像力の発達につながること、演劇を通したロールプレイやモデル化は、ASDの子どもたちの社会参加をサポートすることが分っている。また、芸術活動
は脳性麻痺の小児及び青年における社会的技能及び参加を改善することが見出されている。ダンスは、セルフケア、コミュニケーション、認知機能、心理社会的適応、全
体的機能のほか、バランス、起立能力、歩行、歩行及び心肺適応能が改善されることが明らかにされており、パーキンソン病 (PD) 患者の運動スコアに、臨床的に意味の
ある改善をもたらすことが繰り返し明らかにされてきた。多くの研究が、グローバルな認知だけでなく、言語流暢さ、視覚空間スキル及びスピーチのための音楽を聴いて作るこ
との有益な効果を発見している。
4.がんの治療中に音楽を聴いたり、アートセッションに参加したりするなどの活動は、眠気、運動不足などの有害な副作用を軽減するなど、小児と成人の両方に有益であ
ることが明らかにされている。歌は生理的測定(例えば、呼吸筋の強さ、酸素飽和度、吸気能力)を改善し、精神的健康(例えば、不安の軽減、作用及び自己効力感の
改善、ならびに知覚呼吸制御の改善)をサポートすることが見出されている。歌を歌うグループの利点は、個人の目的意識と成長を高め、新しい技術を学びたいという欲求
を高めることを含めて、患者のより広い人生に及ぶことが分かった。音楽を聴くことは、糖尿病の人もそうでない人も、通常のストレスの多い状況で血糖値 (糖) と糖化ヘモ
グロビン(経時的な血流中のグルコースレベルの指標)をコントロールするのに役立つことが分かっている。
5.芸術は心理的及び身体的支援、コミュニケーション及び感情表現の機会、病気体験の認知的リフレーミング、ならびに社会的相互作用及び共同体の感覚の強化を提
供することによって、緩和ケアまたは終末期ケアを支援することができるとされており、悲しみ、不安、抑うつのレベルが低く、幸福度、情緒機能、生活の質が高いことと関連
している。芸術活動はまた、緩和ケア施設内のコミュニティを発展させ、家族との関係及びコミュニケーションを改善する機会を提供する。

出所：WHO, “Health evidence network synthesis report 67”
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⚫ WHOによる2019年の調査報告書『芸術が健康とウェルビーイングを向上する上で果たす役割のエビデ
ンスは何か？』の予防と促進に関連したサブテーマについて。

出所：WHO, “Health evidence network synthesis report 67”

1. 芸術が健康の社会的決定因子にどのように影響するか（例えば、社会的結束と社会的不平等と不平等）について、
以下の様な記載及びケーススタディがある。

社会的結果
• 社会的絆を深める上での芸術(特に音楽)の潜在的な役割についての多くの文献がある。

• 音楽に特化した実験的研究では、小規模グループと大規模グループの両方において、個々の歌唱セッションが社会的絆、社会的行動、オキ
シトシン濃度の自己認識に及ぼす影響が示されている。

社会的不平等と不平等
• 社会的不平等（健康や医療資源の偏在）と不平等（健康を左右する社会や環境の不公平で回避可能な差）の両方に取組むために

芸術を利用するプログラムが、カナダ (ケベック) 、フィンランド、リトアニア、ラテン米国諸国など、高所得国と低所得国の間で開発されてきた。

• 特にリスクがあると特定された子ども(例えば、高度の経済的剥奪、低水準の住宅、医療の欠如、社会的孤立を特徴とする地域での生活)の
間では、音楽は、不安、抑うつ、感情的疎外、不登校、攻撃性を減少させるだけでなく、就学、自尊心、文化的共感、自信、個人的エンパ
ワーメント、健康的栄養を増加させることがわかっている。

【ケーススタディ①】システム・ヨーロッパ

• 1975年、音楽家のホセ・アントニオ・アブレウによってベネズエラに暮らす貧困家庭の子どもたちに社会変革と正義をもたらすことを目的とした音楽教育プログラムとして
設立。

• このプログラムは世界中に広がり、その中には、オーストリア、ベルギー、ボスニア・ヘルツェゴビナ、クロアチア、キプロス、チェコ、デンマーク、フィンランドなど、欧州の127の
地域が含まれている。

• システム・ヨーロッパは、あらゆる階層の若者にオーケストラ及びボーカルのアンサンブル音楽のトレーニングを提供。

• 個人レベルでは、子どもの発達、教育的達成、社会的行動に対する利点が強調されている。

• グループレベルでは、Sistema music campを利用して、Sistema music campの間で共同演奏会を開催するなど、社会的結束を促してきた。
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⚫ WHOによる2019年の調査報告書『芸術が健康とウェルビーイングを向上する上で果たす役割のエビデ
ンスは何か？』の予防と促進に関連したサブテーマについて。

出所：WHO, “Health evidence network synthesis report 67”

2. 芸術が子どもの発達をどのように支援するか(母親と乳児の絆、会話と言語の習得、教育的達成を含む)について、以下
のような記載及びケーススタディがある。

母親と乳児の絆
• 人類学や心理学の文献、特に音楽が母子の交流を助けるために進化したことを示唆するものが多数存在する。

学歴
• ダンスやバックミュージックなどのアート活動に参加するなど、向社会的な教室や遊び場での行動を促進し、学習への参加を支援する子どもたち

の情緒的能力を高める。教室での競争力を弱め、いじめを減らし、子どもと青少年の創造性を容易にする。(自律性、能力、関連性を含む)

【ケーススタディ②】フィンランド芸術文化教育観測所

• フィンランドには、子どもたちの創造的技能、文化的能力、個人的・社会的福祉を強化することを目的とした、教育における芸術と文化に
対する政府の支援の歴史があり、また、教育の達成など、より広範な健康の決定要因を支援する。

• 芸術・工芸は中等教育の中核科目であり、高等教育においては、音楽・芸術・体育の5つの必修科目を履修し、修了しなければならな
い。職業教育では、必須のコア・スタディに芸術と技能の科目も含まれており、地方自治体のコミュニティ・アート・プログラムや、アフタヌー
ン・クラブやデイケアでの芸術教育を通じて、子どもや若者の芸術に触れる機会が広がっている。また、教師のための継続的芸術教育もあ
る。

• この観測所の目的は、芸術による健康、福祉等の幅広い恩恵をすべての子どもたちが体験できるように、フィンランド全土で芸術教育の
平等なアクセスと有効性を強化するとともに、この分野の認知度を高めることにある。

• 同観測所はまた、芸術文化教育分野における欧州観測所ネットワークのメンバーでもあり、フィンランドの実践と研究成果を他国と比較す
ることを可能にし、優れた実践の共有を支援している。



5. デジタル社会への移行に伴って生じる問題点と文化の関係

令和2年度商取引・サービス環境の適正化に係る事業 155

⚫ WHOによる2019年の調査報告書『芸術が健康とウェルビーイングを向上する上で果たす役割のエビデ
ンスは何か？』の予防と促進に関連したサブテーマについて。

出所：WHO, “Health evidence network synthesis report 67”

3. 芸術が健康増進行動をどのように奨励するか(例えば、健康的な生活を促進し、健康コミュニケーションにおける役割を通じて医療への関与を
奨励し、健康状態の誤った認識を軽減し、社会から疎外感を感じやすいグループとの連携)について、以下のような記載がある。

健康的な生活
• 芸術に従事する人々は、社会経済的地位に関係なく、健康的な食事や身体活動を続けるなど、より健康的な生活を送る可能性が高い。

健康コミュニケーション
• 芸術と工芸は、健康的な食事と身体活動の両方を楽しむ方法、精神的・身体的な健康の自己認識度と幸福度の両側面を改善することが

示されている。

• 芸術家は、公衆衛生を管理する側(行政)と公衆の構成員側(市民)との間の仲介者としての役割を果たすことができ、また、個人が自身の
健康に対して責任を持つことを支援することができる。

医療への関与
• 芸術はプライマリーヘルスケアへの関与を改善することもできる。患者の快適さを最大化するためにアート作品を手術室の壁に飾ることで、患者

の不安を軽減し、患者と医師間の満足度を高めることがわかっている。

健康状態の誤った認識
• 芸術は、特定の健康状態に関連する誤った認識を軽減するために用いられてきた。学校における芸術プログラムは、精神衛生のリテラシー、

共感、包摂を向上させるために用いられてきた。

社会から疎外感を感じやすいグループとの連携
• 芸術は、医療に従事する可能性が低いもしくは従事することに対する障壁が高いグループに対しても効果的である。

芸術は、児童養護施設や社会福祉施設にいる子どもたちの間で信頼を築くために用いられて、子どもたちの自尊心、能力開発、エンパワーメ
ント、社会的支援のネットワークを増大させている。
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⚫ WHOによる2019年の調査報告書『芸術が健康とウェルビーイングを向上する上で果たす役割のエビデ
ンスは何か？』の予防と促進に関連したサブテーマについて。

出所：WHO, “Health evidence network synthesis report 67”

4. 芸術が病気の予防にどのように役立つか(健康・メンタルヘルスの向上、トラウマによる影響の低減、認知力低下、虚弱、
早期死亡リスクの低減など)について、以下のような記載及びケーススタディがある。

福祉
• 芸術への参加が、感情的幸福(日常生活におけるポジティブな感情)、評価的幸福(私たちの生活満足度)、及び自己中心的幸福(私たち

の人生における意味、コントロール、自主性、目的意識)を含む、主観的幸福の多次元的幸福をどのように高めることができるかを示している
研究は数多くある。

• 例えば、特定の芸術的介入(歌、集団太鼓、美術工芸品、手品、ダンス、日常写真、文化遺産の訪問を含む)に関する研究では、あらゆる
タイプの個人的及び社会的幸福の増大が示されている。

• 芸術活動に参加することは、自尊心、自己受容、自信、自尊心を養うことができる。すべて精神疾患を防ぐのに役立つ。

【ケーススタディ③】Art on Prescription England

• 英国では、処方芸術は、より広範な社会的処方計画の一部として、約20年の間使用されてきた。医学的以外の問題(例えば、社会的
孤立や孤独。英国では、医師の診察を受ける機会全体の20~30%を占める。)でかかりつけ医を受診するか、健康のために追加の心
理社会的支援を必要とする。

• 個人は、リンク・ワーカーに紹介することができる。リンク・ワーカーは、参加型芸術活動を含む地域活動と患者を結びつける。様々な地域
での地域評価により、精神衛生、慢性疼痛、複雑かつ長期的な状態の管理、社会的支援及び福利のための有益性が示されている。

【ケーススタディ④】Men‘s Sheds スコットランド

• Men‘s Shedsは、コミュニティ内の男性同士をつなぐために作られたコミュニティベースの場所。

• 退職、配偶者の死亡、新しい地域への移住、障害の発生など、男性の社会的孤立に対処し、年齢差別を減らすのに役立つことであった。
メンズ・シェッド・リサーチの結果、スキルの習得、社会的帰属、幸福感の増大、自尊心の増大、自尊心の増大、認知的刺激などの有益
性が示されている。
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⚫ WHOによる2019年の調査報告書『芸術が健康とウェルビーイングを向上する上で果たす役割のエビデ
ンスは何か？』の予防と促進に関連したサブテーマについて。

出所：WHO, “Health evidence network synthesis report 67”

5. 芸術が介護を支援する方法(健康に関する理解の増進、臨床技術の向上、公式及び非公式の介護者の福祉の支援
を含む)について、以下の様な記載がある。

健康への理解
• 小説、詩、映画、音楽、絵、絵画、演劇は、臨床家や研究者の間で病気の複雑さについての理解を深め(例えば、てんかんまたは呼吸器疾

患)誤解を減らし、健康の文化的背景についての理解を助けることができる。

臨床技能
• 芸術鑑賞教室は医師と看護師の視覚診断技術を改善することが示されている。一方、聴覚訓練は正常または異常な腸、心臓及び肺の音

に対する看護師の認識を改善する。アートワークショップは、感染対策行動に対する意識と遵守を高めるための予備段階として、病原体の可
視化に役立つことも示唆されており、さらに、病院の作業空間をうまくデザインすれば、看護ミスを減らすことができる 。

• 対話型の演劇やロールプレイなどの演劇形式を使用することで、コミュニケーションスキルを向上させることもできる。医学面接において、臨機応
変の授業は、学生のリスニング力、及び本能的に自発的に反応する能力を向上させることがわかっている。

介護者のサポート
• 芸術は医療スタッフの精神的健康と幸福を支えることができる。音楽や運動を通じた共感の発達は、より低いストレス、燃え尽き、より高い回

復力と関連している。

• 芸術による幸福の恩恵は、非公式の介護者にも及ぶ。芸術プログラムは、介護者と介護を受けている人々との相互作用を支援することがで
き、介護を受けている人の人間化を助け、それによって介護戦略を改善することができる。

• 共同介護-介護レシピエントの芸術活動は、介護レシピエントに対するコミュニケーション及び介護の親密な行動を改善し、より密接な感情的
反応及び身体的行動につながることが見出されている。

• ドラムをたたいたり、歌を歌ったり、音楽を聴いたりするなどの活動は、介護者のリラクゼーションと健康状態を改善し、不安とストレスのレベルを
低下させることが見出されている。
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⚫ WHOによる2019年の調査報告書『芸術が健康とウェルビーイングを向上する上で果たす役割のエビデ
ンスは何か？』の予防と促進に関連したサブテーマについて。

出所：WHO, “Health evidence network synthesis report 67”

1. 芸術が精神疾患を経験している人をどのように助けるか(例えば、周産期精神疾患、軽度から中等度の精神疾患、重
度の精神疾患、外傷及び虐待)以下の様な記載がある。

周産期精神疾患
• 音楽を聴くことは、羊水穿刺のような特定の処置の間の不安を減少させることが見出されている。

• 子癇前症の女性に対して、音楽を聞くことまたは音楽療法を受けることは、母親の血圧を低下させ、胎児の心拍数を増加させることができる。
妊娠中に音楽を聴くことは、出産後に低い健康状態や出生後うつ病を発症する可能性を減らすこともできる。

軽度から中等度の精神疾患
• 音楽療法及びダンスを含む芸術への参加は、小児及び青年における不安及び抑うつなどの内面化症状を軽減しうる。

• グループリーディング、演劇、オンライン上での音楽に関連した社会的相互作用などの活動も研究されており、これらの活動が、自尊心を高め、
反芻のための肯定的な焦点(反復思考)を提供し、自分自身の見方を変える手助けをし、対処メカニズムの発達を支援し、支援ネットワーク
を提供することができることを示唆する結果がある。

重度の精神疾患
• 芸術は、重度の精神疾患を有する人々のための伝統的な薬理学的及び心理学的アプローチに対する補助的な支援を提供する。

• 例えば、アートと音楽のセラピーは、地域社会の人々や入院患者の環境内の人々において、世界的な状態、一般症状、陰性症状、抑うつ、
不安、及び機能を改善することが示されている。

トラウマと虐待
• 2008年の中国の地震を生き延び、30日間書道の訓練を受けた子どもたちは、過覚醒症状とストレスホルモンの減少が大きかった。

• 芸術は無力感、屈辱感、怒り(強制移住の一般的な問題)を減らし、社会的包摂、精神的健康、社会的受容、帰属を促進するのに役立
つことができる。



5. デジタル社会への移行に伴って生じる問題点と文化の関係

令和2年度商取引・サービス環境の適正化に係る事業 159

⚫ WHOによる2019年の調査報告書『芸術が健康とウェルビーイングを向上する上で果たす役割のエビデ
ンスは何か？』の予防と促進に関連したサブテーマについて。

出所：WHO, “Health evidence network synthesis report 67”

2. 芸術が急性疾患の患者のケアをどのように支援するか(例えば、未熟児、入院患者、手術及び侵襲的処置を受けてい
る患者、及び集中治療を受けている患者のケア)以下の様な記載及びケーススタディがある。

未熟児
• 新生児集中治療室では、未熟児に音楽を聴かせることは、心拍数、呼吸数、酸素飽和度、吸乳/授乳能力及び行動状態に有益であり、

また、集中治療室での滞在期間の全体的な短縮と関連している。

• 新生児集中治療室で初期の音楽を聴くことは、12及び24ヶ月後に恐怖反応性及び怒り反応性を減少させ、長期的な利益を有することが
見出されている。

入院治療
• アートワークと色彩を含む救急部門のデザインは、職員に対する攻撃的行動を減らすことが示されている。

• 患者のベッドサイドによるアート活動、ライブ音楽、及び演劇の提供は、子ども(ケーススタディ5)と大人の両方において、不安と痛みを減らし、
気分と医療処置の遵守を改善することがわかっている。

【ケーススタディ⑤】Dr. Clown

• ロシア連邦内の孤児院、ホスピス、病院での子どもたちの体験を改善するために、2010年に独立した非営利団体として設立されました。

• 外科病棟、火傷科、集中治療科、救急科の部門の強度が高いと、ストレスが高くなるため、ピエロと呼ばれる彼らが手品から人形劇やラ
イブ音楽などの幅広い創作活動を行った。
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⚫ WHOによる2019年の調査報告書『芸術が健康とウェルビーイングを向上する上で果たす役割のエビデ
ンスは何か？』の予防と促進に関連したサブテーマについて。

出所：WHO, “Health evidence network synthesis report 67”

2. 芸術が急性疾患の患者のケアをどのように支援するか(例えば、未熟児、入院患者、手術及び侵襲的処置を受けてい
る患者、及び集中治療を受けている患者のケア)以下の様な記載及びケーススタディがある。

手術及び侵略的手技
• 複数の大規模メタ分析及び系統的レビューにより、外科手術における録音音楽の有益性が示されている。音楽は術前に心拍数と血圧を低

下させることが分かっており、それは不安薬より大きな効果があることを示唆している。

• 成人の場合、病院での処置前または処置中に音楽を使用すると、患者の満足度及び処置を繰り返す意欲が向上することがわかっている。

集中治療
• 人工呼吸器を装着する不安、心拍数、血圧、呼吸数は、毎日音楽を聞くことで減らすことが出来る。

• 長期間人工呼吸器を使用している患者場合、音楽を聞かせることで集中治療室での滞在期間を短縮する。

【ケーススタディ⑥】Openwindow アイルランド

• アイルランドのダブリンにあるSt James病院の病棟で、白血病のために骨髄移植を受けた患者にバーチャルな窓を提供した。

• 各部屋には、部屋の壁に投影された独自のデジタルウィンドウがあり、異なる画像とビデオを持つ9つのチャンネルが表示された。患者は、ど
のチャンネルを選択し、部屋のスピーカーから再生される音と音楽を制御した。

• OpenWindowを提供された患者は、移植の前日、移植後の7日目と60日目の両方で、不安と抑うつのレベルが低いことがわかった。
OpenWindowは移植経験を改善し、隔離を減らし、外部世界との接続を提供することも分かった。
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⚫ WHOによる2019年の調査報告書『芸術が健康とウェルビーイングを向上する上で果たす役割のエビデ
ンスは何か？』の予防と促進に関連したサブテーマについて。

出所：WHO, “Health evidence network synthesis report 67”

3. 芸術が神経発達障害や神経障害(自閉症スペクトラム障害(ASD)、脳性麻痺、脳卒中、その他の後天性脳損傷、
神経変性疾患、認知症など)の患者を支援するためにどのように役立っているか、以下のような記載及びケーススタディがある。

自閉症
• 音楽と芸術療法は、ASDの小児の一部において、社会的相互作用スキル、感覚認知、言語を含むコミュニケーションを改善することができる。

• 音楽と芸術は、ASDの幼児のための社会化とコミュニケーションにおいて中心的な役割を果たすことができる。

• 芸術は学習技術を支援し、新しい情報へのより大きな対処、象徴的思考の強化及び想像力の発達につながること、演劇を通したロールプレ
イやモデル化は、ASDの子どもたちの社会参加をサポートすることが分かった。さらに、予備的証拠は、音楽がASDの子どもの運動強度を増加
させるのに役立つかもしれないことを示唆している。

脳性まひ
• 芸術活動は、脳性麻痺の小児及び青年における社会的技能及び参加を改善することが見出されている。

• 音楽療法は注意とコミュニケーションを改善し、脳の可塑性も改善した。

• ダンスは、セルフケア、コミュニケーション、認知機能、心理社会的適応、全体的機能のほか、バランス、起立能力、歩行、歩行及び心肺適応
能が改善されることが明らかにされている。

【ケーススタディ⑦】Breathe Magic intensive therapy

• 片麻痺の小児の手の機能を改善することを目的としたプログラム。このプログラムは、作業療法士、神経科学者、そしてマジックサークルの
マジシャンが、伝統的な手のセラピーのエクササイズをマジックに取り入れるためにデザインした。

• プログラム後の双手運動技能及び自立性の臨床的に有意な改善が示されている。

• 心理的幸福度、コミュニケーション能力、自尊心、親子関係の改善が報告された。

• それぞれの子どもが必要とする介護や支援の時間が短縮された。
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⚫ WHOによる2019年の調査報告書『芸術が健康とウェルビーイングを向上する上で果たす役割のエビデ
ンスは何か？』の予防と促進に関連したサブテーマについて。

出所：WHO, “Health evidence network synthesis report 67”

3. 芸術が神経発達障害や神経障害(自閉症スペクトラム障害(ASD)、脳性麻痺、脳卒中、その他の後天性脳損傷、
神経変性疾患、認知症など)の患者を支援するためにどのように役立っているか、以下のような記載及びケーススタディがある。

その他の後天性脳損傷
• 後天性脳損傷患者の精神衛生、健康、及び気分に対する音楽制作の有益性は広く報告されている。

• ソングライティングは、希望の感覚と対処戦略の開発だけでなく、病院リハビリテーションにおける自己概念と幸福感を改善することができる。

神経変性患者
• パーキンソン病 (PD) 患者の運動スコアに、臨床的に意味のある改善をもたらすことが繰り返し明らかにされてきた。

• 歌うことは、PD患者の声が弱かったりかすれたりする症状を軽減するのに役立つ可能性があり、不正確な発音や、言葉のストレスやリズムの障
害を軽減することができる。

認知症
• 多くの研究が、グローバルな認知だけでなく、言語流暢さ、視覚空間スキル及びスピーチのための音楽を聴いて作ることの有益な効果を発見し

ている。

• 特に歌うことは、注意力、エピソード記憶、実行機能など幅広い認知能力を向上させることがわかっている。

【ケーススタディ⑧】欧州全体のPDプログラムのためのダンス

• 世界中で300以上のコミュニティがPDのためのダンスを提供し、Dance for PDネットワークを通して団結していると推定される。

• プログラムは専門的に訓練されたダンサーが主導し、彼らの運動の専門知識を活用しており、プログラムは神経科学者、神経科医、医療
専門家、研究者からなる諮問委員会によって支援されている
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⚫ WHOによる2019年の調査報告書『芸術が健康とウェルビーイングを向上する上で果たす役割のエビデ
ンスは何か？』の予防と促進に関連したサブテーマについて。

出所：WHO, “Health evidence network synthesis report 67”

4.芸術が非伝染病(癌、呼吸器疾患、糖尿病、CVDなど)の管理をどのように支援するか、以下のような記載がある。

癌
• がんの治療中に音楽を聴いたり、アートセッションに参加したりするなどの活動は、眠気、運動不足などの有害な副作用を軽減するなど、小児

と成人の両方に有益であることが明らかにされている。

• 定期的なライブコンサート、音楽の録音、詩の録音など、病院内で芸術活動を提供することでも、不安や抑うつを軽減し、がん患者の希望を
促進することができる。

呼吸器疾患
• 歌は生理的測定(例えば、呼吸筋の強さ、酸素飽和度、吸気能力)を改善し、精神的健康(例えば、不安の軽減、作用及び自己効力感

の改善、ならびに知覚呼吸制御の改善)をサポートすることが見出されている。

• 歌を歌うグループの利点は、個人の目的意識と成長を高め、新しい技術を学びたいという欲求を高めることを含めて、患者のより広い人生に
及ぶことが分かった。

糖尿病
• 音楽を聴くことは、糖尿病の人もそうでない人も、通常のストレスの多い状況で血糖値 (糖) と糖化ヘモグロビン(経時的な血流中のグルコー

スレベルの指標)をコントロールするのに役立つことが分かっている。

CVD
• 音楽を聴いたり踊ったりすることで、CVD患者の心拍数、血圧、高血圧が低下し、ダンスをすることで運動能力がさらに向上することがわかって

いる。

• 音楽は、心理学的、神経学的、免疫学的及び内分泌過程に対するその同時効果を介し、 CVDの弛緩に有益であり、ストレス及び痛みの
低下及びより良い対処につながる。
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⚫ WHOによる2019年の調査報告書『芸術が健康とウェルビーイングを向上する上で果たす役割のエビデ
ンスは何か？』の予防と促進に関連したサブテーマについて。

出所：WHO, “Health evidence network synthesis report 67”

5.芸術が終末期ケアをどのように支援するか(緩和ケアと死別を含む)、以下のような記載がある。

緩和ケア
• 芸術はまた、特に心理的及び身体的支援、コミュニケーション及び感情表現の機会、病気体験の認知的リフレーミング、ならびに社会的相互

作用及び共同体の感覚の強化を提供することによって、緩和ケアまたは終末期ケアを支援することができる。

• 芸術(特に芸術療法)は、悲しみ、不安、抑うつのレベルが低く、幸福度、情緒機能、生活の質が高いことと関連している。芸術活動はまた、
緩和ケア施設内のコミュニティを発展させ、家族との関係及びコミュニケーションを改善する機会を提供する。

死別
• 共同体の芸術作品の創造は、共同体の悲しみを表現することができ、詩、歌の歌詞及び画像が刻まれた墓石は、記憶を促進し、喪の焦点

を提供するために使用することができる。
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⚫ 本項目の総括は以下のとおり。

社会課題と
備えるべき

教育・スキル

デジタル社会における社会課題と備えるべき教育・スキル

• 2030年までには自動化により、日本の労働人口の約49%がAIに代替される可能性がある。

• AIに代替される職業とは、特別の知識・スキルが求められない職業や、データの分析や秩序的・体系
的操作が求められる職業とされている。

• また、ギグエコノミーが進展し、ギグワーカーが増加していく。

• そのため、OECDでは2030年の世界を生きるうえでどのような知識、スキル、態度や価値が必要とな
るのか明らかにする「Education2030」のプロジェクトに取組まれている。

事例

各国のデジタル社会における社会課題と教育・スキル及びセーフティーネット事例

• 授業料無料のトレーニングプログラムを開発や、より幅広いスキルを促進する初期段階の介入を支援
するためのファンドの設立を支援等。

対応体制・
方針

各国における対応体制・方針

• デジタル技術の社会実装の利点・欠点

• ソーシャルメディアの潜在的な利点・欠点

施策

文化・クリエイティブ(クリエーター)をデジタル社会へ取り込む施策

• The space：文化芸術関連セクターに対するデジタル技術やリソース支援にための中間組織。新
規鑑賞者獲得に向けたデジタルコンテンツやプラットフォーム形成を支援。

• BUMP GALAXY：デザイナー研究者ビアンカ・カリーグによってMinecraftでプロトタイプ化された
ゲームの世界でのメンタルヘルスとケアのための仮想コミュニティ。
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(UN75)”2020 AND BEYOND デジタル技術のインパクト“ https://www.unic.or.jp/activities/international observances/un75/issue-briefs/impact-
digital-technologies/

(日本政策投資銀行)“コロナ禍前から始まっている産業構造のパラダ
イムシフト”

No.317 コロナ禍の前から始まっている産業構造のパラダイムシフト | 調査研究レポート | 日本政策投資銀行
（DBJ）

(デロイトトーマツ)“レジリエントなリーダーのためのシナリオ 3~5年間” コロナを契機に再構築される世界 (deloitte.com)

(株式会社野村総合研究所)“日本の労働人口の49％が人工知能
やロボット等で代替可能に～ 601種の職業ごとに、コンピューター技
術による代替確率を試算 ～（2015）”

https://www.nri.com/-
/media/Corporate/jp/Files/PDF/news/newsrelease/cc/2015/151202 1.pdf

(GOV.UK)”The characteristics of individuals in the gig
economy”

The characteristics of those in the gig economy.pdf (publishing.service.gov.uk)

(文部科学省）”2030年に向けた教育の在り方に関する第2回日
本・OECD政策対話(報告)”

参考資料1 OECDとの政策対話（第2回）について (mext.go.jp)

(ヤング吉原麻里）“世界を変えるSTEAM人材 シリコンバレー「デザ
イン思考」の核心”

AI時代に求められる「STEAM人材」～デザイン思考が必要な理由～ (adeccogroup.jp)

(nesta)“Skills anticipation for the digital age” New techniques for skills anticipation from Nesta and the Digital Frontrunners | Nesta

(Founders and Coders We are Founders and Coders - Founders and Coders

(nesta)”Future ready fund“ Future Ready Fund | Nesta

(nesta)” Future ready fund grantees” The Future Ready Fund grantees | Nesta

(The Health Foundation)“Making new technologies 
work for everyone”

Making new technologies work for everyone | The Health Foundation

(全党議会グループ(APPG))”Social Media and Young 
People’s Mental Health and Wellbeing)

RSPH | #StatusofMind

(The space) About us | The Space

(Digital Cultural Network) Digital Culture Network | Arts Council England

(AMA Digital Lab) AMA Digital Media Lab - AMA Center (theamacenter.org)

(BUMP GALAXY) Bump Galaxy

WHO、Health evidence network synthesis report 67 9789289054553-eng.pdf (who.int)
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⚫ 今後のグローバルな消費動向について、文化関連産業の商品・サービスの輸出の動向を補足する観点
から、サービス貿易について、どのようなデータや手法を用いて、海外市場の分析を行うと有効か、先行文
献を踏まえて、整理し、検討する。

⚫ また、今後のグローバル経済の総消費に占める割合が高くなると予想されている世界のミレニアル世代及
びＺ世代において、サーキュラーエコノミー（循環型経済）等に係る意識やそれに伴う消費行動について、
アンケート調査の結果を踏まえ、整理し、検討する。

調査目標 調査概要

事例調査の視点 文化関連産業の商品・サービスの輸出の動向を
補足する観点から、モノ貿易に比べ、各種制約
により、実証研究が大幅に遅れているサービス貿
易について、どのようなデータや手法を用いて、海
外市場の分析を行うと有効か、先行文献等を
踏まえて、整理し、検討。

モノ貿易に比べ、各種制約により、実証研究が
大幅に遅れているサービス貿易について、先行文
献を踏まえ、文化関連産業の商品・サービスの
輸出の動向より海外市場の分析を行う手法等
を検討し、データ制約を踏まえつつ、公表データを
利用して、分析の実装を検討。

世界のミレニアル世代及びＺ世代において、サー
キュラーエコノミー（循環型経済）等に係る意識
やそれに伴う消費行動について、アンケート調査
の結果を踏まえ、整理し、検討。

デロイトのグローバル調査における世界のミレニア
ル世代及びＺ世代等において、サーキュラーエコ
ノミー（循環型経済）等に係る意識や消費行
動の調査結果を紹介し、将来に向けた政策的
インプリケーションを検討。
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⚫ サービス貿易を対象とした実証研究は、モノの貿易に比べてデータの制約もあって大幅に遅れているが、
近年我が国のミクロデータを利用した分析等が行われ始めている。

近年のサービス貿易の実証研究の動向
• Francois and Hoekman (2010)において、モノの貿易に比べてサービス貿易を対象とした実証研究は、データの制約もあって大幅に遅

れていることを指摘しており、その理由として、①サービスの生産や価格に関する国際比較可能なデータが不十分なこと、②二国間サービス
貿易・投資フローに関するデータのアベイラビリティが乏しいこと、③外国の多国籍企業や④労働者移動によるサービス販売のデータが少ない
こと、企業レベルのデータがようやく少数の国で利用可能になってきたに過ぎないことを挙げている。

• 最近ようやくサービスを対象とした企業レベルの分析が行われ始めた段階であり、その中で、サービス貿易のみを取り出して分析したごく少数
の例としては、英国企業を分析したBreinlich and Criscuolo (2011)及びドイツ企業を対象としたKelle et al. (2013)がある。

• 上記先行文献を踏まえ、森川(2015)において、「企業活動基本調査」（経済産業省）の個票のパネルデータを用い、分析を行っている。

著者(公表年) タイトル 著者 公表年 抄録

1
Francois and Hoekman
(2010)

Services Trade and Policy
Joseph Francois
Bernard Hoekman

2010

1980年代半ば以降、サービス貿易に関する多くの研究が形作られてきた。その多くは WTO や地域貿易協定に触発されたものである。
しかし、一方的なサービス部門の自由化の影響に焦点を当てた論文が増えている。この文献では、サービス業における貿易とFDI、そして
生産性向上と経済発展の一般的なパターンとの間の重要な関連性に触れている。本稿では、サービス貿易に関する文献を調査し、サー
ビスへの国際貿易と投資の決定要因、貿易拡大による潜在的な利益、貿易協定を通じてそのような自由化を達成するために協力する
努力を調査した論文に焦点を当てている。サービスの自由化は、製造業の生産性や企業間・企業内の活動の連携など、経済パフォーマ
ンスを向上させる主な潜在的な源泉であるという証拠が増えてきている。サービス部門の業績、ひいてはサービス政策もまた、貿易量、貿
易の分配効果、経済成長と発展の全体的なパター ンの重要な決定要因となる可能性がある。同時に、サービス貿易は、グローバル化が
労働市場に与える影響について政治的な不安を増大させる原因となっており、オフショアリングや高所得国における賃金への潜在的な圧
力についての懸念と関連している。

2
Breinlich and Criscuolo 
(2011)

International trade in 
services: A portrait of 
importers and exporters

HolgerBreinlich
ChiaraCriscuolo

2011

世界第 2 位のサービス輸出国である英国の企業レベルの輸出入に関する独自のデータを用いて、サービスの国際貿易に従事している企
業に関する新しい定型化された事実を提供する。その結果、サービスの国際貿易に従事している英国企業はごく一部に過ぎず、貿易参
加は産業によって大きく異なり、サービス貿易を行っている企業は、規模、生産性、その他の企業特性の点で非貿易企業とは異なることが
明らかになった。また、サービスを提供している市場の数、市場ごとの輸出入額、全体の売上高に占める個々の市場のシェアなど、サービス
の輸出業者と輸入業者の取引パターンに関する詳細な証拠も提供している。本論文では、サービスと商品の国際貿易に関する既存の理
論に照らして、これらの事実を解釈する。その結果、企業レベルの不均一性がサービス貿易の重要な特徴であることが明らかになった。また、
企業レベルでのサービス貿易と財貿易の間には多くの類似点があることを発見し、財貿易に関する既存の不均質企業モデルは、サービス
貿易を説明するための良い出発点になると結論付けている。

3Kelle et al. (2013)

Cross-Border and 
Foreign-Affiliate Sales of 
Services: Evidence from 
German Micro-Data

Markus Kelle
Horst Raff
Farid Toubal

2013

本論文では、ドイツの収支統計と外資系貿易統計を統合し、企業レベルでの商業サービスの貿易に関するデータを得る。これらのデータを
用いて、輸出市場への参加と輸出モードの選択（国境を越えた販売と海外関連会社による販売）を研究している。その結果、サンプル
企業において、生産性が輸出参加と輸出モード選択の統計的に有意かつ経済的に重要な決定要因であることがわかった。また、産業
別・国別の決定要因の役割も明らかにした。

4森川(2015) サービス貿易と生産性 森川 正之 2015

企業活動のグローバル化に関する研究は近年急速に進展しているが、サービス貿易を対象としたミクロレベルの実証研究は大幅に遅れて
いる。本稿は、日本企業のパネルデータを使用し、サービス貿易と生産性をはじめとする企業特性の関係についての観察事実を提示する。
分析結果によれば、①モノの貿易に比べてサービス貿易を行っている企業はずっと少数であり、売上高に占めるサービス貿易の割合も少な
い。②サービス輸出・輸入いずれもモノの貿易に比べて関係会社間の取引の比率が高い。③サービス輸出企業は非輸出企業に比べて
生産性や賃金が高く、モノ輸出企業と比べても高い。④企業グループの境界を越えてサービス輸出を行っている企業の生産性は、関係会
社のみにサービス輸出を行っている企業に比べて高い。以上の結果は、サービス貿易を行うに当たっての固定費用がモノの貿易以上に大
きい可能性、したがってサービス貿易を自由化・円滑化する政策の重要性を示唆している。

近年の主なサービス貿易の実証研究一覧
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⚫ 森川(2015)において、我が国のサービス貿易について、経済産業省の企業活動基本調査の個票デー
タを利用しているところ、当該データの概要や取得方法は以下のとおり。

森川(2015)で用いられているパネルデータの概要

企業活動基本調査の個票データの利用方法

• 森川(2015)の分析に使用されているのは「企業活動基本調査」（経済産業省）の個票情報を使ったパネルデータ。
• 「企業活動基本調査」は1991 年度に始まり、対象は鉱業、製造業、卸売・小売・飲食店、予め特定された一部のサービス業に属する

事業所を有する企業で、常時従業者50 人以上かつ資本金3,000 万円以上の全企業。
• 統計法に基づく基幹統計調査なので悉皆調査に近く、毎年のサンプル企業数は約3 万社。
• 調査項目は広範で、資本金、従業者数、売上高、営業費用、固定資産をはじめとする基礎的な財務情報だけでなく、創業年、親会社

の有無、外資比率、事業所数、子会社数、研究開発といった企業特性についても幅広く調査。
• 国際貿易については、海外の地域別に輸出額・輸入額を調査しており、2008 年度まではモノの輸出入だけが調査対象だったが、同調査

は2009 年度から企業レベルのサービス貿易を調査事項として追加。
• 具体的には、「モノ以外のサービスに関する国際取引」について、「海外からの受取金額」、「海外への支払金額」の総額及び内数として関

係会社との取引額（百万円単位）を調査。
• なお、「モノ以外のサービス」は、「運輸、通信、建設、保険、金融、情報、ソフト、文化、興行等の各種サービス、特許権等使用料等」で、

「損益計算書に計上した国際取引に限って記入」することとされている。
• 永久企業番号を用いてパネルデータ化することが可能。

平成十九年法律第五十三号 統計法（該当部分抜粋）
（調査票情報の提供）
第三十三条 行政機関の長又は指定独立行政法人等は、次の各号に掲げる者が当該各号に定める行為を行う場合には、総務省令で定め
るところにより、これらの者からの求めに応じ、その行った統計調査に係る調査票情報をこれらの者に提供することができる。
一 行政機関等その他これに準ずる者として総務省令で定める者 統計の作成等又は統計調査その他の統計を作成するための調査に係
る名簿の作成。
二 前号に掲げる者が行う統計の作成等と同等の公益性を有する統計の作成等として総務省令で定めるものを行う者 当該総務省令で
定める統計の作成等。

• 統計法第三十三条第一項に基づき、同項第一項の行政機関等その他これに準ずる者においては、統計法施行規則第八条に定
める手続きを踏まえ、企業活動基本調査の個票データを利用することが可能を想定。
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⚫ 参考までに、企業活動基本調査の公表値を利用して、パネルデータ分析をおこなったところ、当該分析
結果は以下のとおり。

固定効果モデルの分析結果の概要
• 企業活動基本調査を用いて、2009年度から2015年度のサービス業の営業利益を、被説明変数、 モノ以外のサービスの海外からの受

取もしくは海外への支払金額を説明変数にして、パネルデータ分析を行った。
• 固定効果モデルか変量効果モデルかについては、ハウスマン検定を用いて検定し、帰無仮説が採択されているものの、固定効果モデルを利

用して推計したところ、当該係数の推定量や固定効果の推定量等は以下のとおり。
• 分析結果より海外からの受取もしくは海外への支払金額が1単位増加すると、営業利益が0.3程度増加する蓋然性が高い。
• なお、より頑健なGMM推定モデルの分析結果も、同様の結果が確認された。

※以下のx9は営業利益、x17はモノ以外のサービスの海外からの受取もしくは海外への支払金額に対応。

固定効果の影響の検定 固定効果と説明変数の相関の検定

出所：企業活動基本調査のデータに基づきデロイトにて作成

固定効果モデルによるパラメータの推定量

1階階差GMM推定モデルの分析結果

システムGMM推定モデルの分析結果

Estimate Std. Error t-value Pr(>|t|)

x17 0.30420288 0.12869363 2.36377581 0.01883425

F test for individual effects

data:  x9 ~ x17

F = 50.771, df1 = 42, df2 = 256, p-value < 2.2e-16

alternative hypothesis: significant effects

Hausman Test

data:  x9 ~ x17 

chisq = 13.503, df = 2, p-value = 0.001169

alternative hypothesis: one model is inconsistent

Estimate Std. Error z-value Pr(>|z|)

lag(x9, 1) 0.22036719 0.16672247 1.32176063 0.18624787

lag(x17, 0) 0.25344208 0.20760358 1.22079818 0.22216244

Estimate Std. Error z-value Pr(>|z|)

lag(x9, 1) 1.01129261 0.02079681 48.6273048 0

lag(x17, 0) 0.06217012 0.05722221 1.08646832 0.27727185
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⚫ ここまで確認した内容を踏まえ、政府等の公的機関において、実装可能な我が国のサービス貿易のミクロ
レベルの定量的に分析の方法案は以下のとおり。

◼ 森川(2015)を参考に、企業活動基本調査の個票データを、統計法に基づき、取得

◼ なお、行政機関及びそれに準ずる機関であれば、法令を踏まえた手続きにより、当該個票データを
利用することが可能。

◼ 企業活動基本調査において、各企業は、永久企業番号を割り当てられているところ、これを利用し
て、データをパネルデータ化。

データ取得
及び成型

分析

政策的インプ
リケーション

◼上記で作成した企業活動基本調査の個票データに基づくパネルデータを利用し分析を行うことで、各

企業の海外の任意の国からの受取または支払金額などの詳細情報を踏まえた政策の効果の検証

等が可能と思慮する。

◼ 上記を踏まえ、クールジャパン政策などのサービス貿易と親和性の高い政策の効果検証や政策立案
を行ったり、より政策立案に資するように、企業活動基本調査の調査票の見直し等を行うことなども
検討できるようになると思慮する。
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⚫ デロイトのグローバル調査において、世界のミレニアル世代及びＺ世代等のサーキュラーエコノミー（循環
型経済）等の意識やそれに伴う消費行動の調査を実施。

デロイトのグローバル調査の概要

• 今後のグローバル経済の総消費に占める割合が高くなると予想されているミレニアル世代(1981年から1995年生まれの世代）や Z 世代
(1996年から2015年生まれの世代）について、デロイトにおいて、デロイト・ミレニアル年次調査として、現在までに、10回弱のグローバル調
査を実施。

• COVID-19流行以前においても、2019年までの当該調査から、ミレニアル世代や Z 世代において、絶え間ないテクノロジーの進化や社会
のディスラプションを見てきたことにより、伝統的な権威に幻滅し、企業の考えにも懐疑的で、経済や社会・政治の行方を悲観視していること
を示唆し、世界経済の繁栄 と 機会拡大にもかかわらず、若い世代は世界や自分たちのいる場所を用心深く見ていること、消費者及び働
き手として自らの価値観に沿って希望を持ち社会生活を送っていることが確認された。

• また、コロナ禍となった2020年においては、 COVID-19流行前後に、ミレニアル世代や Z 世代に対する意識調査を行い、当該問題の前
後での当該世代における意識や消費動向等の変化の有無を確認している。

• 以降では、2019年及び2020年のデロイト・ミレニアル年次調査におけるミレニアル世代や Z 世代に対する意識や消費動向等の結果を紹
介するとともに、 コロナ禍でのデジタルコンテンツ需要等について、確認したDigital Consumer Trends 2020のアンケート結果についても
紹介する。

デロイト・ミレニアル年次調査2019及び2020表紙
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⚫ ここまで確認した世界のミレニアル世代及びZ世代等の問題意識等を踏まえ、我が国の強みとなる点を
勘案したところ、以下のように想定する。

◼ 世界のミレニアル世代及びZ世代等の問題意識

➢ ストレス要因における家庭の幸福や自身の身体的・精神的健康の意識の高さ

➢ 環境保全意識の高さ

➢ パンデミック・災害などへの不安

ミレニアル世代
及びZ世代等
の問題意識

上記問題意
識に対応する
我が国の強み

目的

◼以下について、我が国の強みとなるとの勘案

➢ 高齢者社会・アンチエイジング

➢ 循環型経済 (サーキュラーエコノミー)の進展

➢ 相対的に高い災害率とそれに対するレジリエンス

◼ ミレニアル世代及びZ世代等の問題意識に対し、我が国の強みなどを活かし、例えば、ファッション分

野等において、海外売上高及びブランド価値を高めることができる可能性がある。

◼ ミレニアル世代及びZ世代等の問題意識を踏まえ、以降では、我が国の強みとなると想定する点につ

いて、定量的及び定性的に確認し、海外売上高及びブランド価値を高める我が国のブランド及び企

業の事例を確認する。





循環型経済 (サーキュラーエコノミー)の進展
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⚫ WHOの公表した各国の健康寿命の比較を確認しても、我が国の健康寿命は相対的に高いものの、平
均寿命と健康寿命との差を縮める余地もあるものと勘案する。

調査結果の概要

• 健康寿命とは、WHO（世界保健機関）によって提唱された新しい健康指標で、「日常生活に制限ない期間の平均」である。
• WHOの公表したLife expectancy and Healthy life expectancy Data by countryによると、我が国の健康寿命は75歳であり、

1位のシンガポールの76歳に次いで2位となっており、高水準であることが確認できる。
• また、健康寿命と平均寿命との差を確認すると、シンガポールの7年に比べ、我が国においては、9年と長くなっており、平均寿命と健康寿命

との差を縮める余地もあるものと想定される。

各国の健康寿命上位国及び健康寿命と平均寿命の差

順位 国名 健康寿命(年)

1 シンガポール 76 

2 日本 75 

3 スペイン 74 

4 スイス 74 

5 フランス 73 

6 キプロス 73 

7 カナダ 73 

7 イタリア 73 

9 オーストラリア 73 

9 アイスランド 73 

9 ノルウェー 73 

9 韓国 73 

13 イスラエル 73 

14 ニュージーランド 73 

15 ルクセンブルク 73 

16 オーストリア 72 

16 スウェーデン 72 

18 マルタ 72 

19 アイルランド 72 

19 オランダ 72 
出所：WHO “Life expectancy and Healthy life expectancy Data by country”

健康寿命の順
位

国名 健康寿命(年) 平均寿命(年)
平均寿命と健
康寿命の差
(年)

1位 シンガポール 76 83 7 

2位 日本 75 84 9 

3位 スペイン 74 83 9 

4位 スイス 74 83 10 

5位 フランス 73 83 10 







ファッション分野でブランド価値を高める我が国のブランド
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⚫ インターブランドジャパン社が公表しているBest Japan Brandsのランキングの30位までに入ったファッショ
ン分野等の企業について確認すると以下のとおり。

調査結果の概要

• 2020年のインターブランドジャパン社のBest Japan Brandsのランキングの30位までに入った企業において、ファッション分野等の企業につ
いて確認すると、7位のUNIQLO及び29位のMUJIが確認できる。

• 以降では、 UNIQLO及びMUJIブランドを展開するファーストリテイリング及び良品生活について動向を確認する。

世界の災害に比較する我が国の災害被害
ランキング ブランド セクター ブランド価値（US M$) 前年比 連結海外売上高比率 Global/Domestic

1 Toyota Automotive 56,246 0.05 0.76 Global
2 Honda Automotive 24,422 0.03 0.85 Global
3 Nissan Automotive 11,502 -0.06 0.84 Global
4 Sony Electronics 10,514 0.13 0.7 Global
5 Canon Electronics 9,482 -0.09 0.78 Global
6 NTTDOCOMO Telecommunications 8,267 -0.15 10%未満 Domestic
7 UNIQLO Apparel 6,895 0.11 0.5 Global
8 Panasonic Electronics 6,189 -0.02 0.54 Global
9 MUFG FinancialServices 6,116 -0.1 0.48 Global

10 Nintendo Electronics 5,550 0.18 0.78 Global
11 SoftBank Telecommunications 5,363 -0.03 0.51 Domestic
12 au Telecommunications 4,883 0.04 10%未満 Domestic
13 Subaru Automotive 4,414 0.05 0.8 Global
14 Recruit Media 3,578 -0.09 0.46 Domestic
15 Bridgestone Automotive 3,319 0 0.81 Global
16 SMBC FinancialServices 3,191 0.04 0.33 Global
17 Shiseido Personal Care 2,866 0.23 0.55 Global
18 7-Eleven ConvenienceStore 2,851 NEW 0.44 Global
19 Rakuten lnternetServices 2,780 0.06 0.2 Domestic
20 Kao Personal Care 2,558 0.09 0.38 Global
21 Suntory Food&Beverages 2,379 0.02 0.45 Domestic
22 Suzuki Automotive 2,271 0 0.68 Global
23 Asahi Alcohol&Others 2,258 0.08 0.34 Domestic
24 Kirin Alcohol&Others 2,236 0.11 0.33 Domestic
25 Mizuho FinancialServices 2,113 -0.12 0.42 Global
26 Tokio Marine FinancialServices 2,079 0.04 0.38 Global
27 Komatsu Machinery 1,904 0.06 0.85 Global
28 Daikin Machinery 1,674 0.1 0.76 Global
29 MUJI Retail 1,636 0.02 0.39 Global
30 Mazda Automotive 1,632 -0.06 0.81 Global

出所：インターブランドジャパン社『Best Japan Brands』







(５)今後のグローバルな消費トレンドについて
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⚫ ここまで確認した内容及びミレニアル世代とZ世代等の問題意識を踏まえ、ファッション分野において、我が
国の強みを活かせる可能性があるものと想定される。

◼ 世界のミレニアル世代及びZ世代等の問題意識の高い以下について、我が国の強みとなるとの勘案
した。

➢ 高齢者社会・アンチエイジング

➢ 循環型経済 (サーキュラーエコノミー)の進展

➢ 相対的に高い災害率とそれに対するレジリエンス

ミレニアル世代
及びZ世代等
に対応する我
が国の強み

我が国のブラ
ンド及び企業

の事例

政策的なイン
プリケーション

◼ ファッション分野において、海外売上高及びブランド価値を高めていると想定される我が国のブランド及

び企業の事例を確認。

➢ UNIQLO：ファーストリテイリング⇒スタイリングを検索できるアプリStyleHintのリリースなど一
層のデジタル化や自動化を推進。

➢ MUJI:良品計画⇒高品質かつ手頃な価格をコンセプトとし、品揃えよりもライフスタイルの提
案に重点。

◼今後、世界のミレニアル世代及びZ世代等の問題意識を注視し、我が国の強みとなる部分と、特に

ファッション分野におうて、海外でブランド価値を高める我が国のブランド及び企業のビジネスモデルとの

関係を、検証し、政策を勘案することが有用であると思慮する。
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⚫ 都市が抱える課題解決のためのスマートシティ導入が、周辺地域を巻き込み悪影響を与える結果を招く
という事象が近年浮き彫りになってきており、文化的側面を適切に理解し分析した上でのICT導入という
スマートシティーのフレームワークの見直しが行われはじめている。

都市創造の中心となっているスマートシティ構想 近年のスマートシティが抱える課題

• スマートシティの定義は国際的に統一されたものはない
が、我が国においては2018年国土交通省が公表した
「スマートシティの実現に向けて（中間とりまとめ）」の中
で、『都市の抱える諸課題に対して、ICT等の新技術
を活用しつつ、マネジメント（計画、整備、管理・運営
等）が行われ、全体最適化が図られる持続可能な都
市または地区』と定義されてる。

• AIやビックデータ等の先進技術の発展に伴い、スマート
シティの動きは国際的にも急速に進展している。

• 統一された定義やガイドラインが存在しない中で、一部
の都市が遺産として持つ価値観や文化的・歴史的プロ
ファイルを考慮することなく、ICT産業だけに利益が生
まれるような都市開発のシステムを実行する傾向があ
る。

• そのようなシステムの導入により、ビジネス機会の損失や
文化の浸食という形で、その地域の住民だけでなく周辺
の都市にまで悪影響を及ぼす事例も多く出てきている。

• また、スタンフォード大学とプリンストン大学の研究*1では、
AIやビックデータ等の先進技術は、自治体の機能を大
きく向上させる一方で、都市の住みやすさを向上させる
効果はあまり期待できず、むしろ、情報が多すぎると逆
効果になることがあり、意思決定の質が低下することを
証明している。

出所：内閣府地方創生事務局 令和2年7月「スーパーシティ」構想について
(*1) 出所：Bastardi, Anthony, and Eldar Shafir. “On the Pursuit and Misuse of 
Useless Information.” Journal of Personality and Social Psychology
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⚫ 芸術・文化は豊かなまちづくりにおいて重要であるにもかかわらず、近年主流となっているスマートシティの
中には直接的に組み込まれていないことが多い。科学的な課題に対し、芸術的な観点からアプローチす
ることが本来の「スマート」なまちづくりといえる。

スマートシティにおける文化・芸術の重要性

カーネギーメロン大学のレポート*1では、スマートシティ構想におけ
る文化の重要性について以下のように記述している。

• 芸術や芸術機関の役割は、スマートシティ構想における創造的なスキルの開
発、都市の住みやすさの向上、自治体のブランド力の強化などに対して重要
性を増すことが予想される。

• 一方で、都市の「スマート」な未来を議論する過程に、文化・芸術に関する内
容が直観的に組み込まれていないことが多い。

• スマートシティは、テクノロジーによって自治体の機能を向上させることはできるが、
それと同時に都市が標準化され、都市のブランディングの観点からは圧倒的
にマイナスである。差別化された魅力ある都市創造のビジョンを達成するために
は、都市のストーリーテリングの側面を持つ文化・芸術の役割を見直す必要
がある。

• 科学的な課題に芸術的な観点からアプローチすることで、倫理的・人間的
な問題を表面化させることができる。科学者が自治体の問題を見て「テクノロ
ジーを使ってこれを解決するにはどうしたらいいか」と考えるのに対し、芸術家は
「このテクノロジーを使うことで人々にどんな影響を与えるか」と考えることができる。

Allam & Newman (2018)は、スマートシティのフレームワー
クに必要な要素を以下定義している。

1. 都市の歴史をどのように構築し、人と場所が都市の中で結びついているかとい
う意味での文化

2. 都市の過剰な資源消費や廃棄物の発生をどのようにして大幅に削減するかと
いうメタボリズム

3. 都市のソリューションを実現するために、地方自治体や地域の行政、企業、コ
ミュニティとの新たなパートナーシップをどのように構築するかというガバナンス

Šulyová (2020)の研究では、スマートシティのアプローチを構
築する上での文化的側面の重要性について分析し、以下3つの
テーマに対する答えを導出している。

1. スマートシティ開発に影響を与える多文化主義の要素の特定

2. 多文化主義がスマートシティにどのように影響を与えているか

3. 多様性をどのように管理するのか

研究

結果

1. スマートシティの発展に影響を与える多文化主義の主な要素は、認識・競争優位性としての多様性・教育・リベラルなコミュニティ・柔軟性である。

2. 多文化主義は、調査対象とした都市の各アセスメント結果の関連性分析から、持続可能性の発展とスマートシティの構築にプラスの効果があること
は判明した。

3. 多用性の管理の方法は以下の方法で実施すべきと結論づけている
• 幼児教育を通して管理
• 異文化に対する意識の醸成
• 変化を積極的に受入れる
• 多様性を個人生活や職業生活における競争上の優位性として認識

(*1) 出所：Carnegie Mellon University ”The Heart of Smart Cities: A case for the relevance of art in data driven cities”
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⚫ スマートシティを軸としたまちづくりの政策立案者のなかに文化・芸術の専門家を加えたり、
スマートシティ構想にパブリックアート戦略を取り入れたりという事例も出てきている。

スマートシティに文化・芸術の要素を実装している事例

米国 – シカゴ

• 米国第3の都市であるシカゴは、古くから内陸の交通の要衝として、
米国の経済と文化の発展を支えてきた。一方で、治安の悪さ、ハ
リケーンによる洪水被害、都市化に伴う渋滞、排気ガスの増加な
ど社会的な課題が山積している。このような背景を持つシカゴのス
マートシティーは、深圳やトロントが目指した「経済的な発展」を主
としたものではなく、「社会的課題の解決」を主としたものである。

• その推進の核となる組織が、2017年にSmart Chicago 
CollaborativeとDigital Techなどを統合して生まれた非営利
団体のCity Tech Collaborativeである。City Techは、ボード
メンバーに、シカゴ市とMicrosoftをはじめとしたIT企業が名を連
ねている官民共同組織であり、企業間のイノベーション促進の触
媒となりつつも、あくまで「市当局が主導」して、「市民の参加」を
促し、市の抱える社会的な課題を解決することを目指している。

• 本プロジェクトの構成員の中に、芸術大学の教授や芸術文化
アドバイザーが加わっており、芸術・文化がいかに持続可能な労
働力を育成し、都市の居住性を高め、都市のブランド力を高める
ために必要かを正確に伝える役割を担っている。

オーストラリア – シドニー

• オーストラリアのシドニーがスマートシティ化を計画した際、その解
決策の一つとして、16のパブリックアートを新たに設置した。こ
れらの多面的なパブリックアートは、彫刻からパフォーマンスアートま
で多岐にわたっており、アーティストが街を歩いて集めたパブリックコ
メントを使った作品なども含まれている。

• シドニー市がスマートシティ構想において、国際的な知名度を上げ
るためだけにパブリックアートに投資したわけではなく、アートが都
市の文化を創造し、広範囲にわたる効果に期待した結果である
と述べている。

• また、シドニー市は、パブリックアートは人々が精神的に回復す
るための「充電器」のような体験を提供できると考えており、この
スマートシティ構想におけるパブリックアート戦略の一環として取り
入れられた16の作品のほか、シドニー市内に266のシティアート・
パブリックアートコレクションを展示している。

出所：Carnegie Mellon University ”The Heart of Smart Cities: A case for the relevance of art in data driven cities”
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Creative Placemakingの定義

⚫ Creative placemakingが統一された定義が存在せず、文化・芸術を軸としたまちづくりを推進・支援
する組織によって、考え方や定義づけしている対象が異なっている。

Creative Placemakingの定義

組織名（概要説明） 定義

The National 
Endowments 
for the Arts

優れた芸術性を発揮するプロ
ジェクトを支援し、資金を提供
している米国連邦政府独立
機関

アーティストや芸術団体、コミュニティ開発の実践者が、芸術や
文化をコミュニティ活性化のために仕事に統合すること。

Upstart Co-
lab

アーティスト、インパクト投資家、
起業家をつなぐフィランソロ
ピー・アドバイザー

クリエイティブな人々をターゲットとしたマルチテナント型の住宅、
ワークスペース、小売店の不動産プロジェクトにより、近隣の
人々に利益をもたらされるような行動。（クリエイターをサポー
トし、コミュニティにインパクトを与えるための物理的な建物に焦
点を当てて定義している。）

ArtPlace 同上 まちづくりや開発において、アートが意図的かつ統合的な役割
を果たすこと。

Kresge 
Foundation

米国ミシガン州デトロイトを本
拠とする慈善事業の民間財
団

芸術、文化、コミュニティを巻き込んだデザインを、意図的にコ
ミュニティの安定化のための戦略に組込むことを可能にする総
合的なコミュニティ開発アプローチ。
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Creative Placemakingの注目度

⚫ Creative placemakingの注目度は、クリエイティブ・エコノミーの先駆者である英国の文化白書で述べ
られていたり、投資機会が増加しているということからも高まっていると考えられる。

Creative Placemakingの定義

• 近年、人や地域、場所の生活における文化活動の重
要性が認識されるようになってきている。

• クリエイターの力は、地域の経済的健全性と社会的繁
栄にポジティブな影響を与えている。

Creative Placemakingの定義

• 社会インパクト投資家にとって、creative placesや
creative businessは重要な投資観点であり、
Upstart やのオピニオンリーダーが専門チームを立ち上
げ当該領域への投資を喚起している。

• インパクト投資の世界的な拡大や各国行政機関による
注目が後押しする形で、Creative Placementが急
速に浸透している。

• CDFI (Community Development Financial 
Institutions Fund)をはじめとする金融機関がコミュニ
ティー開発に大きな役目を担う市場（米英など）では、
雇用創出、中小企業支援、手頃な価格の住宅など、
より大きなコミュニティ開発目標の中で、クリエイティブ経
済の機会を組み立てることがスタンダート化しつつある。

• この他、クリエイティブ・エコノミーを活用したコミュニティへ
の投資は、その効果を定量化するのが難しいという誤解
を解くための取組みの整備が進んでいる。

英国文化白書（2016）

英国DCMS(デジタル・文化・メディア・スポーツ省)は、
文化白書の中で、文化活動について「個人の心身の
健康、教育、人生のチャンス、地域経済の成長と地域
社会の結束を促進する上で重要な役割を果たしてい
る」 と記している。
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Creative Placemakingに係る自治体の取組み（1/3)

⚫ Creative Placemakingを研究・分析しているLGA(英国自治体協会)が取り挙げている、
テーマ別の代表的な事例は以下のとおり。

① 地域理解、帰属意識の向上

• 文化活動を通じて、地域住民が居住する地域について
より深く知ることができると考えられている。

• この活動は、地元に対する新たな学びや住民コミュニ
ティに対する帰属意識の向上、住民の社会的孤立等
に対処することができる。

② 文化の再生と経済成長

• 地域の文化再生により、その土地の歴史や文化を再確
認できたり、文化遺産を再生することでその周辺のエリア
は活性化し、結果として地域の経済発展につながる。

【事例】 Barnsley Council
• Barnsley Council(英国)では、庁舎内に新しい博物館と史料館のディ

スカバリーセンターを設置。

• Barnsleyは歴史的に文化的な関与が低い都市として知られていたが、
本プロジェクトを通じて地元コミュニティから自らの都市に関する高い関心
を得ることができ、国内の地域社会への関与を評価する賞を受賞した。

【事例】 Staffordshire Council
• Staffordshire Council(英国)では、第一次世界大戦100周年を記

念して5年間の文化イベントプログラムが実施されている。

• 議会は、記念行事を主導するだけでなく、地元の様々な組織やコミュニ
ティグループが自ら文化的活動を実施できるような支援を心がけており、
多くの地域コミュニティが当該プロジェクトに関わることができるような取組み
を行っている。

• 具体的には、デジタルプラットフォームを利用し、専用のウェブサイトを通じ
て地域の文化や歴史のストーリーを共有している。

【事例】 Thanet District Council
• Thanet地区(英国)にあるBarnsleyは、もっとも古いリゾート地のうちの

一つとして繁栄していたが、近年の国民や観光客の嗜好の変化や周辺リ
ゾート地との競争に敗れ、著しく衰退していた。

• Thanet地区はこれらの問題に対処するために、まちの中心部にある放
置されていた老朽化した文化的建造物の修復を行い保全することで、建
物や周辺の景観自体の価値や魅力度を向上させ、そこを訪れる人が増
え、結果として人々が住み、観光客が増え、魅力ある画期的な地域へと
変貌を遂げた。

• 具体的な都市へのインパクトは以下のようなものがある。

• 地元の主要な観光スポットの開館・再開

• サネット全体での芸術・文化・クリエイティブ産業に従事する企業数
の32％増（2008年～2013年）

• アーティストのスタジオ数が71％増加

出所：Local Government Association, “Creative places – supporting your local creative economy”
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Creative Placemakingに係る自治体の取組み（2/3)

⚫ Creative Placemakingを研究・分析しているLGA(英国自治体協会)が取り挙げている、
テーマ別の代表的な事例は以下のとおり。

③ 地域コミュニティの結束力向上

• 文化は、共通の使命を持って異なる人々を結びつける
ことで、あるいはコミュニティの特定のグループを巻き込む
ことで、より強固で結束力のあるコミュニティを作るために
利用することができる。

④ 人材育成

• 地元のクリエイティブな人材を育成することで、その地域
の歴史や文化をクリエイティブ人材を通して発信すること
ができたり、新たな文化の創造に寄与することができる。

【事例】 Stoke-on-Trent City Council
• Stoke-on-Trent City(英国)は陶器で世界的に有名な都市であり、

陶芸活動と通じた創造的なプロジェクトを実施した。

• Community Maker Projectは、市のカルチャーセクターが地域のため
の場所づくりに対応するために行ったもので、地元住民と長期滞在者が共
同でコミュニティを構築する参加型プロジェクトである。

• この中のCommunity Engagement Programでは、地元の人々と
協力して、料理をしたり、陶器のオブジェをデザインし製作したりして、文化
的アイデンティティ、陶器の遺産、場所との関係性を探求

• これらの取組みは、文化参加率が低かったStoke-on-Trent Cityに積
極的な社会変革を促す触媒としての役割を果たし、都市の課題や今後
の都市の可能性について、中立的で新しいアイデアが提供された。

• 収集された証拠は、社会的企業と創造的なコミュニティセンターの持続可
能性を実証するビジネスプランに反映され、コミュニティスペースの必要性を
再確認し、雇用と訓練の機会を創出するために利用されている。

【事例】 Blackpool Borough Council
• Blackpool Borough Council(英国)は、地元住民とプロのアーティス

トが協力して7つのポップアップ・ミュージアムからなる遺産資源
「Blackpool Treasure Trove」を制作した。

• 英国文化遺産宝くじ基金(HLF)から資金提供されて実行された当該プ
ロジェクトを通じて、地域の歴史的な文化にアクセスしやすくなり、また、観
光地として認知度を高めることに成功した。

【事例】 Oxford City Council
• Oxford City Council(英国)は、人気のある芸術施設内において、

ホームレスの職業訓練の場を提供する革新的な取組みを支援している。

• プロジェクトを実施する慈善団体は、市の文化予算を利用し、ホームレス
に対して職業スキルの向上やネットワークの構築、家賃補助等の支援を
行い、芸術施設内で公演される催し物のチケットを無償で提供している。

• 本プロジェクトの参加者たちは、芸術分野を中心に新たな職を見つけるこ
とができ、さらにこの活動に賛同した企業や大学、その他団体が同様のプ
ロジェクトの実施を検討しており、今後様々な形で展開されていくことが予
想される。

出所：Local Government Association, “Creative places – supporting your local creative economy”
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Creative Placemakingに係る自治体の取組み（3/3)

⚫ Creative Placemakingを研究・分析しているLGA(英国自治体協会)が取り挙げている、
テーマ別の代表的な事例は以下のとおり。

⑤ 文化計画・戦略・インフラ

• 都市のインフラ整備から市民のコミュニティ形成に至るまで、文化を政策立案の中心に置いて考え、様々な都市創造の
計画と文化を組合わせることで、より豊かで健康的で幸福度の高い都市創造をすることができる。

【事例】 Leeds City Council
• Leeds City Council(英国)は、文化を都市計画の中心に据え、様々な分野の専門家とカルチャーセクターと共同で政策立案を策定した。

• また、当該政策では知見を有する専門家のみならず、移民グループ、学習障碍者、LGBTフォーラム、少数民族コミュニティ、ビジネスクラブ、健康・福祉サービスの提
供者、市議会チーム、信仰指導者、ボランティアセクターなど多種多様な住民が参加し、コミュニティでのミーティング、プレゼンテーション、ワークショップ、オンラインや
ソーシャルメディアでの議論が行われ、一年間で2,000人以上が参加する新しいまちづくりの文化戦略が実施された。

• この新しい文化戦略は、初期の作業としては、地域計画が文化活動に重点を置いたものになるようにすることや、伝統的な施設に加えて、地域に根ざした施設（レ
ジャー施設、コミュニティセンター、公園等）を含む新しい文化インフラ計画を作成することなどが予定されていた。

• この戦略がどのように機能するかの一例として、リーズは7万戸の新築住宅の建設を目標としており、これまで新しい住宅開発において、その場所の既存の文化を考
慮すべきであることを示唆するような条例やガイダンスは存在しなかった。新たな文化戦略は、都市開発の際にその場所の既存の文化と、それがどのように新規開発
に反映されるかを詳細に計画することを義務付けるガイダンスを加えた。

• これらの取組みにより、リーズ市議会のリーダーであるジュディス・ブレイク評議員は、「文化は経済、健康と福祉、地域社会の結束、そして成人のソーシャルケア、児童
サービス、公衆衛生のサービス提供に貢献していますが、今まではこれらの分野の政策では文化が認識されていませんでした。文化は経済、健康、健康に貢献す
る。」と取組みを評価している。

• また、これらの取組みになかで、音楽、芸術、メディア分野の追加ワークスペースを支援するための3つのスキームに資金を提供してきた￡1Mクリエイティブ・デジタル
ワークスペース基金を設立。

• その他の活動としては、リーズ2023やリーズ・デジタル・フェスティバルを含むその他の取組みを支援、開発、促進するための中心的な拠点としてのリーズ・カルチャー・ト
ラストの設立などがある。

• 2010年以降、リーズでは雇用が増加し続けており、クリエイティブ業界では42％の成長を遂げており、今後も成長が期待されている。

出所：Local Government Association, “Creative places – supporting your local creative economy”
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Creative Placemakingに係る民間団体の取組み

⚫ 民間企業や団体においても、クリエイティブ人材を支援する施策を実施している。

高齢者住宅をアートスクールに変える アーティストへワークスペースを提供

【事例】 EngAGE, Inc.

• 米国の非営利団体であるEngAGEは、手頃な価格の高齢
者向けアパートコミュニティを、学習、健康、創造性の活気あ
る中心地に変える取組みを実施している。

• 現在EngAGEは、カリフォルニア州・ミネソタ州・オレゴン州の
26都市の39のビルで活動しており、劇場・アートスタジオ・デ
ジタル映画制作ラボ・音楽スタジオに加え、住民と地元学校
の生徒をつなぐ世代間プログラムを備えた高齢者向け住宅施
設を計141ユニット保有している。

• これらの取組みにより、通常の介護を必要とする入居者の数
を25％削減し、年間で1,800万ドル以上の節約に成功した。

【事例】 Equinox Studios

• 彫刻家であるSam Farrazainoによって設立された、アー
ティストのためのワークスペースを提供する企業。

• ワークスペースはテナントとして提供され、アーティストにとって
手頃な価格、自由度の高いつくり、近隣コミュニティーと連携
しやすい環境、また、アーティストに起こり得る特有の事象(制
作期間の延長、制作途中の怪我に伴う活動停止による賃
料滞納等)が考慮された契約や支援が提供されている。

• 上記のような支援により、活動による収益のプレッシャーを受
けることなく、インスピレーションを受けながら作品制作に没頭
できる環境になっている。

• 陶芸家、画家、写真家、ミュージシャン、ダンサー。映画制作
者、ガラスアーティスト等の幅広いジャンルのアーティストが活
動しており、ウェブベースの小さな注文から政府の大規模な契
約業務まであらゆる仕事に従事している。

• 近年では新たな取組みとして、3分の1の所有権を持つ補助
的なテナント組織が設立され。各テナントは家賃を支払うこと
で子会社の株式を得ることができ配当金の支払い等できる。

• このようなビジネスモデルを複製可能な営利モデルを構築して
おり、開業10年間で、125人のアーティストや職人が使用す
る約10万平方フィートのアーティストワークスペースを実現。

出所：EngAGE, Inc. ウェブサイト 出所：Seattle University ”Equinox Studios: A Case Study”
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Arts districtに係る自治体の取組み

⚫ Arts districtもCreative placemakingと同様に重要な取組みの一つとされており、
各国で様々な取組みが展開されている。

Arts District

Arts districtの定義

• Arts district(芸術/文化地区)とは、郊外にある文化的な消費の
場であるアートギャラリー、劇場、映画館、音楽会場、パフォーマンス
のための公共広場などの「クリティカルマス」を形成することを目的とし
た区画化された都市地域。

• 米国非営利団体である「Americans for the Arts」は、以下の
ような影響を与えるとしている。

• 近隣地域が活性化し、住民の生活の質を向上させる。

• 都市のユニークな文化的アイデンティティをブランド化し、その歴史的意義を
受入れるための焦点として機能する。

• 芸術団体を集まるマーケティングポイントとなる。

Arts districtの分類

Francesconi (2018)によって提唱された類型は以下のとおり。

• 産業文化地区：
相互支援を求めて関連する組織の集合体から自然発生的に生まれたもの。

• 制度文化地区：
地元自治体が政策として区画化し設置したもの。

• メトロポリタン文化地区：
多くの文化団体が拠点を置き、その集積の結果としてのそれぞれの特徴を生かし
た地区に形成されたもの。

【事例】 Leake Street

• Leake Streetは、ロンドンのランベスにある約300mほどのト
ンネルで、地域自治体及び所有者の鉄道会社によってグラ
フィティ(落書き)が許容されている。

• グラフィティ(落書き)は英国国内で器物破損の罪に問われる
一方で、地域自治体によって、犯罪抑制及び観光スポットと
しての地域活性化を目的に公式に容認されてた文化地区。

• 世界的に有名なストリートアーティストであるバンクシーが
2008年に世界中のストリート・アーティストを集めたエキシビ
ジョン「The Cans Festival」をLeake Streetで開催したこ
とを機に世界中から注目されるようにり、以降、高架下トンネ
ルとグラフィティという独特な雰囲気を生かした再開発がなされ、
周辺の倉庫スペースとして利用されていた空き地などを利活
用し、アート・ギャラリーやイベント・スペース、レストランやバー
などができ、世界中から観光客が集まるトンネルへと変貌を遂
げた地区として有名である。

• 尚、性差別、人種差別、広告、公衆が不適切とみなす内容
のグラフィティは禁止されており、このようなガイドラインにより、
グラフィティに対する悪い印象の軽減やストリートアートへの評
価に寄与している。

出所：Americans for the Arts, “CULTURAL DISTRICTS BASICS”
出所：London & Continental Railways Limited (LCR)
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⚫ Creative Placemakingの派生として、近年デジタルを活用したクリエイティブ機会の創造という概念が
出始め、仮想空間内に都市を創り出し、そこでクリエイティブ活動を推進させる取組み事例がある。

Digital Placemaking ＜仮想空間内の都市創造＞

Virtual Helsinkiの概要

• フィンランドの首都・ヘルシンキがVRで楽しめるサイトがオープンし
た。VRサービスを提供する地元の企業 Zoanが提供する
「Virtual Helsinki」である。

• このサイトは、ヘルシンキでの体験、ショッピング、人々との出会い
ができる未来に向けたプラットフォームで、同社がVR用の高品質
3Dで作成したヘルシンキ市内中心部のデジタルツイン。

• 観光、ショッピング、トレーニング、コンサート、シミュレーション、さら
には仮想市民などさまざまな用途に使え、将来的には、ヘルシン
キの仮想市民が自宅をもち、買い物をし、コンサート、展覧会、
VRゲームなどの活動に参加できるようになるという。

Virtual Helsinkiの概要

• 2020年に開催された北欧最大級のデザインフェスティバルである
Helsinki Design Weekでは、物理的な会場とデジタルの融合
で行われた。

• その祭典の中で、VRで再現された首都「Virtual Helsinki」とコ
ラボレーションした「Helsinki Virtual Design Street」というこ
のプログラムがあり、首都のメインストリートをバーチャル空間に再
現。同国のアーティストがデザインした複数のパターンの道を体験
することができ、花でビルが飾られた様子やカラフルな造形物が仮
想現実上で表現されている。

【事例】 Virtual Helsinki

出所：Zoan: Virtual Helsinki ウェブサイトより
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1% for Arts (1/4)

⚫ 1% for Artsの取組みはフランス芸術家支援と文化遺産の充実を目的とし、現代美術をより身近な
存在にするために導入された制度が発端となり、世界的に展開されるようになった。

1% for Arts 概要 (1/2)

1% for Artsの成り立ち
• 1% for Artsは、公共建築の建設費の１％を、その建築物に

関連・付随する芸術・アートのための支出に充てる義務を課すも
のである。

• フランスにおいて、1930年代に芸術家の支援と文化遺産の充実
を目的として、現代美術作品を身近なものにすることを提唱した
のがこの制度の発端である。

• レジスタンス運動に参加し政治的関与も深かった彫刻家ルネの
活動により、この「１％」の法的枠組みは芸術振興政策の一環と
して1951年に導入されはじめて法制度化された。

• その後、欧州諸国や米国でも採用され、近年ではアジアにも広が
り、韓国、台湾で法制化されている。

• 1% for Artsが盛んにおこなわれている米国では、狭い芸術・
アートに限定せず、演劇、ダンスなどのパフォーマンスも対象となっ
ている。

※各国様々な制度を採用しているが、
以降、代表的なフランスの 法規制を例として記載している。

1% for Artsの概要
• 1% for Artsの適用が義務付けられる事案は以下のとおり。

1. 公共施設の建設または拡張工事

2. 公共施設の用途変更にともなう改修工事

• 施主は国または自治体、公共団体と、それらの管理する公共施
設の運営受託者である。

1%の算出方法及び芸術作品選定・発注＞
• プロジェクト最終案総工費の税抜き見積額の１％である。ベース

となる総工費に道路・ネットワーク敷設や測量・アンケート調査、
動産設備部分の費用は含まれない。

• 1970年代までは、公共施設の建設や改修を担当する施工主
や建築家が、そこに設置する１％枠の芸術作品まで選定するこ
とが多く、同じアーティストが何度も選出されるという結果がたびた
び生じた。現在では公共契約法に則って入札手続きで作品を選
出するという慣行が定着し、アーティストの選出にあたり透明性が
保たれている。

出所：平成25年度文化庁「文化政策に充当する財源に関する調査研究」報告書
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1% for Arts (2/4)

（前項のつづき）

1% for Arts 概要 (2/2)

１％の用途
• 芸術作品のコンセプト・制作・搬入・設置に係る費用及び関連す

る税がここから捻出される。作品を建造物内に設置するために実
施される施工調査費用は除く。選考からもれたアーティストに支
払う補償や作品の宣伝費用も「１％」枠の中に含まれる。

発注・購入の対象となる芸術作品
• 発注・購入の対象となる芸術作品は、以下のとおり。

1. １点しかないもの：複製が存在しないもの

2. オリジナル作品であること：コピー作品でないこと

• 作品は、素描、絵画、彫刻、版画、写真、イルミネーション、イン
スタレーション、新技術を用いたものなど、形態を問わない。アー
ティスト自身が現場で作業をしてもよく、ランドスケープデザイン、家
具などでもよい。作品は、建築物と同じくらい存続性のあるものが
よい。このためアーティストによるパフォーマンスは対象外となる。
※米国などでは、一過性の芸術・パフォーマンスを対象とする場合
もある。

アーティストに対する要件
• アーティストの作品の質が審査対象となるほか、行政的に、職業

的義務を果たしているアーティストに限る。職業的義務とは、アー
ティストが居住国において社会保障受益資格を持ち、税務上の
義務を果たし、職業遂行上必要とされる手続きを怠 っていないと
いうことである。 応募時にアーティストが準備する書類は、それま
での業績により異なる。尚、フランスでは、造形芸術分野において
活動を始めるアーティストは、まず職業登録が必要。

課題
• 1% for Artsを取り止めた自治体に対するアンケート

結果によると、以下のような課題が浮き彫りになった。

• 芸術が建築物に拘束されてしまう。

• 義務であることに起因する建築主の文化的モチベーション不足、
美術品選定の過程の公平性・客観性への疑問。

• 義務不履行の場合には建築物を不承認とする“理論上”重い罰
則を規定しているが、監視と強制力の欠如により、重い罰則は紙
の上だけのものになっている。

• 行政機関が、具体的な法律の適用状況をチェックできていない。

• 実際にパブリックアートを設置した結果の具体的な経済的・社会
的・文化的成果についての調査報告はほとんどなく、効果に対し
て疑問視されている。

出所：平成25年度文化庁「文化政策に充当する財源に関する調査研究」報告書
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1% for Arts (3/4)

⚫ 1% for Artsの課題に対する対応方針の事例を以下整理している。

課題を踏まえた改善の方向性

スウェーデン芸術助成委員会の調査では、1％ルール改善のためのさらなる課題として次の項目を挙げている。

① 1％ルールのよりよい運用
• ルールの適用に関する文書の作成、導入。

• 芸術的スキルの高い人材が責任を持って制作と作品の実現に取組む。

• 一連のプロセスにおける複数の専門家、部署、企業の協力。

• 市民や利用者の影響力を作品や芸術家の選定に活用。

• 技術的、経済的、創造的問題の解決にさまざまな分野の人材が共同する。

• 芸術家の作品制作中のさまざまな問題をアートマネージャーがサポート。

② 芸術家の状況改善
• プロジェクトや作業工程などにおける研修の実施。

• 業務または芸術作品に対する報酬を雇用契約書の書式に明記。

• 調達側の理由による遅れから生じた材料費の増額は調達側が補償する条項を委託契約に含める。

③ 公共調達の推進
• 付託事項の明確化。

• 審査グループの芸術的スキルの向上。

• 芸術家と調達側の双方が、プロセスを推進するための実践力やパートナー シップを構築。

• 広域連携によって芸術表現の公共調達における芸術的な専門性を維持。

出所：平成25年度文化庁「文化政策に充当する財源に関する調査研究」報告書
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1% for Arts (4/4)

⚫ 我が国における1% for Artsの可能性と課題ついて以下整理している。

我が国における1% for Artsの可能性と課題

• 文化の普及という点から、1％アート作品の果たす役割は大きい。海外の事例を見ると地元に根付いた作品が数多く生まれ、住民に親しま
れるかたわら、観光資源として機能している例も見受けられる。

• 文化芸術の振興に当たっては、職業人としての芸術家、アマチュアの愛好家、鑑賞者といった重層的な芸術実践者と支援者がいてこそ成立
する。

• 我が国には、これまで多くの伝統文化が継承され、新しい文化も日々創造されており、1% for Artsを通じた文化芸術力の向上がもたらす
国民生活の質の向上、産業、特に観光業界への影響と相乗効果、雇用の拡大、国家ブランド価値の向上などを考慮したら、プラスの効果
を生む可能性は非常に高いと言える。

• 一方、これまで我が国においてもこの1% for Artsの取組みは、1970年代後半から1980年代にかけて、地方自治体によって行われた「公
共建築費用の1％」を文化芸術関連の費用に充当する政策として実施されていた。各国の法規制を参考に地方自治体レベルで制度設
計がされていたが、開始時期、経済状況、政治環境、文化などの背景が参考とする諸外国と大きく異なっており、基本的な考え方と手法こ
そ踏襲されたが、具体的な政策事例も独自の展開となっており、効果が目に見えた形で出なかったなどの理由により、自然消滅したという過
去がある。

• 我が国で行われていた取組みは、一般的に行政の文化化の具現化策であり、ゆとりある空間の創出や、地域の特色を打ち出すことが主な
文化的付加内容となっていたようである。他方、海外の取組みでは、芸術家の活躍の場を提供し支援するといった形で文化の担い手であ
る「人」に焦点を当てて政策展開がされている。

• 我が国、また、それぞれの地方自治体の実態やニーズに合致する形で、行政、芸術団体、 教育機関、民間団体（営利・非営利）、市民
等が一丸となって、文化芸術振興政策へ取組んでいくことが期待される。

• また、過去に1% for Artsの取組みを実施した自治体が公表している課題は以下の通り挙げられている。

• 文化的要素を与えるための手法・方法論についての課題

• 行政職員全体にこの事業のコンセプトが十分に浸透していないために事業遂行に遅延が生じる

• 職員の文化化に対する意識変革についての課題

出所：平成25年度文化庁「文化政策に充当する財源に関する調査研究」報告書
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エコシステムの形成 (1/2)

⚫ 世界各地で芸術の力を使った地域再生プロジェクトが存在し、その多くが地域ブランドの再定義に成功し
ている。景観だけでなく芸術・美術品の売買に係るエコシステムの形成も大きな成功要因の一つとなって
いる。

変化の必要性 コミュニティの形成 商業インフラ

安価な地価

エリア評判の低さ

手頃な居住・アトリエスペース

独自の世界観

売買ロジスティクス

その他の娯楽施設

アートフェア

マーケット等のイベント

魅力的な地域

• 工場跡地や空き倉庫等が目立ち、エリアに対する評判の低さと安価な地価に悩む様々な都市がCultural Regenerationを推進してきた。
アーティストが地域の再定義に加わることで、「創造性が生まれて、芸術が共生する（息を吸う）場所」へと変革を推進している。

• 安い賃料によって居住・制作スペースを確保する点と、コレクターとの交流や作品の売買に係るエコシステムの形成がアート地区の成功要因と
いえる。
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⚫ 今後もIoTを活用した未来型都市の創造は続いていくが、その地域がこれまでつくり上げてきたストーリー
を理解し、IoTを適切な形で活用することができれば、文化・芸術の発展に大きく寄与することができる。

①スマートシティ・スーパーシティ構想は、今後も都市計画の中心になる

• Industry 4.0、Society 5.0などデジタル変革の時代を迎え、世界のスマートシティは実証から実装へと新たなステージ
に入ろうとしている。

• 我が国においても、政府は、スマートシティモデル事業の始動、スーパーシティ／スマートシティフォーラム2019の開催、総
務省・国交省のスマートシティ予算化など、スマートシティに関する取組みを強化している。

②地域の文化・芸術を理解し、それらを新たなまちづくりの中に実装しなければならない

• テクノロジーに偏りすぎたまちづくりは、公共機関の機能面の向上にはプラスに働くが都市の標準化を進める危険性がある。
持続可能でその地域でしか体験できない魅力を生み出し差別化を図るためには、都市が持つストーリーを文化・芸術を
通して発信しなければならない。

• 他方、スマートシティとクリエイティブシティの両コンセプトの融合は、近年様々なところで議論されている。2017年、米
国・ロサンゼルスにおいてテクノロジーと文化・芸術の接点について議論されたイベントである「Arts Datathon」が開催さ
れ、データサイエンティスト、アーティスト、コミュニティメンバー、市民リーダーなどが参加した。少人数のチームに分かれて、そ
れぞれのコミュニティのアートやアートの利用状況に関するさまざまなデータを分析・共有し議論が行われた。

• その結果、アートと都市計画の関係を考える上で、ビッグデータの有用性が強調され、ロサンゼルス市文化局のウェン
ディ・シュー氏は「都市がビッグデータを駆使したスマートシティへと移行するにつれ、これらのデータの合計が公的な記録とな
る可能性が高くなり、美術館や博物館は、これまで想像もできなかったような詳細なレベルで、来場客に関する情報に
アクセスできるようになる。スマートシティは、コミュニケーション、インパクト、データの視覚化の新しいパターンを明らかにし、
都市や都市内の芸術家・団体が利用者のニーズを理解し、それに的確に応えることを可能にする」 という。

• 前述の通り、我が国においてもスマートシティ・スーパーシティ構想が展開される中で、クリエイティブシティのコンセプトを融合
させることが望まれる。それにより都市の価値が高まり、新たな文化の創造に必要不可欠なクリエイティブ人材を惹きつける
ことができ、真の意味での「新たな文化創造都市」を生み出すことができるのではないかと思料される。
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1. 起業家としてのアーティスト
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Creative Capital(米国の非営利団体)

Creative Capitalは、「アーティストは、自らの活動に取組み、創造的な問題解決を行い、イノベーションを
生み出す起業家である」という考えの前提の基に設立された非営利団体。1990年代後半に設立され、
アーティスト（＝作品だけでなく、持続可能な方法で生計を立てる能力のある人）の資本を開発するため
のリソースと新しい市場の構築を目指している。

アーティスト投資の手法の開発

ベンチャー・キャピタルの要素を取り入れた
アーティスト投資の手法を開発

• Creative Capitalは、プロジェクトの開発期間中に資
金を提供し、アイデアを実現させるための資金面でのア
ドバイザリー・サポートを行う。

• 代表的な例として、毎年、公募によりアーティストを選
出し、最大5万米ドルの資金提供を受けることができる
「Creative Capital Award」がある。

• この資金援助に加えて、メンターシップ、キャリアやプロ
ジェクトに関するコンサルティング、専門家のネットワーク
を活用したコミュニティ形成の機会が提供され、1つのプ
ロジェクトにつき、総額10万米ドル以上の支援が行わ
れることもある。

プログラム支援

その他どのようなプログラムを支援してきたか？

• クリエイティブ活動のジャンルの垣根を越えて、社会問
題を解決するようなプログラムを支援している。

• 具体的には、大規模なエクイティ活動、営利目的の刑
務所の閉鎖、バイオハックの生成(世界的に広まりつつ
ある最先端の化学知見に基づく健康法)などを支援し
ており、多くの起業家がこのプログラムを通して社会的、
環境的な事業を立ち上げている。

グリーンベルト・ホスピタリティについては、調査３③のCreative 
Capital Award 2008の受賞者において紹介している。

グリーンベルト・ホスピタリティ



2. アーティストがビジネスに関わる際の必要なサポート
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アーティストの起業家に最も不足しているものは、財務及びビジネスに関するスキル

Creative Capitalは、アーティストが起業して成功するためにはどのようなリソースが必要かを分析した結果、
次のような結論に達した。多くのアーティストは、問題解決、アイデア創出、イノベーションに関しては起業家の
ように考えるが、ほとんどのアーティストは、ビジネスやマネタイズを行うための財務及びビジネススキルのトレーニ
ングを受けていない。

課題対策

Creative Capitalはこの課題に対して、どのような対策を講じているか？

• Creative Capitalは、アーティストの起業家を支援するシステムを構築するために、
パートナーや協力者の候補を常に調査している。

• また、Local Initiatives Support Corporation*1の Inclusive Creative Economy Fundに投資し、
カルチャーセクターへの投資を行っている。

• さらに、Rockefeller Philanthropy AdvisorsのUpstart Co-Labと継続的なコラボレーションを行っている。

• Creative Capitalは現在、約40万米ドルのローンファンドを運営している。

*1：1979年にフォード財団によって設立された非営利コミュニティ開発金融機関。
主に、コミュニティ開発のイニシアチブをサポートしている



3. クリエイティブ産業の成長を加速させる経営シェアサービス
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専門知識を得るためのコストを削減するための共有サービスの運営

クリエイティブな起業家の社会的必要性にいち早く注目していたInversión Cultural社は、マネジメント・
シェアードサービスというコンセプトの基、起業家精神のエコシステムを補完する施策を講じた。この助成金は、
起業家の裁量で使用するのではなく、事前に説明された経営サービスへの支出に充てられる。

シェアサービスモデル

経営のシェアサービスモデルは、どのようにエコシス
テムを強化するか？

• 実行可能な投資を行うためには、非常に重要なサービ
スの識別、評価、予算化に責任を持つ文化が生まれ
る。

• クリエイティブ経済に特化したビジネスを行うための情報
データベースは、これまでほとんど存在しておらず、ス
ケールメリット(規模の経済)と学習曲線を生み出すこと
ができる。

• その結果、起業家が個人で契約するには非常に高価
なサービスが、金銭面でより利用しやすい環境になる。

• マクロレベルでは、このシェアサービスモデルは、エコシス
テムのベストプラクティス、ニーズ、機会の創造に関する
研究とデータの源となる可能性を秘めている。

フラクショナル・エンプロイメント・アプローチ

フラクショナル・エンプロイメント・アプローチ

• 1人のリソースが複数の組織にサービスを提供すること
で、コストを分担するという分業方式を採用することが
できる。

• 教育や文化・芸術を中心に支援をしている米国アンド
リュー・W・メロン財団がInversión Cultural社の支
援を行い、Filantropía PRやFlamboyán Arts 
Fundなどファンド企業と共に36のアーティスト、企業、
団体にフラクショナル・エンプロイメント・アプローチを採
用した資金提供を行っている。



4. プロフェッショナルまたはキャリア投資債としての支払手法
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Potreo Digital （アルゼンチン）

リスクとリターンを再分配し、プロフェッショナルまたはキャリアの投資債券として構成された、結果を重視する投
資に注目が集まっている。伝統的なフィランソロピーが投資を行う場合には、学生を中心としたインカム・シェア
契約が含まれる。

概要

成長のためにはリスクが必要

• 社会問題の解決において、本質的に何が重要かを理
解するためには、適切なリスクを受入れ、全額返済不
要の助成金を提供する考えも必要となる。

• イニシアチブが発展するにつれ、パートナーシップ、アライ
アンス、信頼関係が生まれ、リスクがより完全に理解さ
れることで、当事者間のリスクの認識が可能になる。

• 当事者間でリスクのバランスを取ることの必要性は、代
表的な慈善家の一人であるJPモルガン財団によって
提唱された。財団は、恵まれない若者をデジタル・クリ
エイティブ経済に参画させるためのコストを測定した。

事例紹介

Potreo Digitalの事例

• Potreo Digitalは、テクノロジーを通じて若者の社会
進出、トレーニング、雇用を目的としたデジタル・トレー
ド・スクールのネットワーク。設立の目的は、デジタル関
連の職業訓練を通じて就職を促進し、幅広いネット
ワークを形成すること。

• 助成金を職業訓練やサポートとして支払いをしても、
結果としてネットワークの形成によりリターンが発生し、
本業の収益にもつながると考えている。

結果重視の戦略の大きな利点は、インパクトを測定できることで
ある。インパクト投資家のポートフォリオに含まれるベンチャー企業
を評価するための共通言語として、測定基準が用意されている。
成功を収めたプロジェクトだけが、規模を拡大することができる。

結果重視の戦略



5. 文化基金を再構築し、カルチャーセクターの社会における重要性の認識を高める。
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クリエイティビティ、イノベーション、インパクトの交差点における政府の役割

世界的なCOVID-19の大流行により、従来の芸術・文化の資金調達モデルに組込まれていた深刻な脆弱
性に直面することになった。今後、芸術・カルチャーセクターがより回復力のあるダイナミックなものになるために
は、これまでとは異なる考え方や行動を起こす必要がある。

政府の役割

パンデミック後の文化部門のさらなる発展のため
に、公的な資金提供者は重要な役割を果たす可
能性がある

• これまで、公的機関は、アートへの資金提供を積極的
に行わない傾向があったが、芸術・文化への投資を促
し、芸術の公共的価値を明確にし、世界中の人々の
文化的権利を支援するという重要な役割を内在的に
担っている。

• これは、「芸術・文化」の未来についてだけではなく、芸
術・文化がより広範囲で社会的・環境的な運動にどの
ように貢献できるかということでもあり、COVID-19にお
ける大きな損害により、考えが見直されている。

事例紹介

クリエイティブカナダ

• カナダ・カウンシル・フォー・ザ・アーツは、カナダの公的な
芸術助成機関である。あらゆる分野のプロフェッショナ
ルのアーティストや芸術団体に対して、助成金、その他
支援など直接的な投資を行っている。

• カナダの芸術の成長と発展に貢献し、カナダの芸術の
国際的な聴衆と認知度を高めることを目的としている。

• 現在、2021年から26年までの新たな戦略計画を策
定中のカナダ・カウンシルは、芸術部門がパンデミックの
影響から回復するだけでなく、より回復力があり、公平
で革新的なものになるために、カナダ・カウンシルが果た
せる役割を模索している。
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異業種交流のためのフォーラム

クリエイティブ・カナダは、直接投資家としての役割を果たすだけでなく、政府や民間セクターのパートナーを招
集し、芸術やクリエイティブ産業と他の主要セクターとの橋渡しをする立場にある。このような能力は、特にデ
ジタル技術を使って新しい資金調達方法やビジネスの方法を分析・検証する際にはには、特に重要な役割
である。

成果について

コネクターとしての社会的成果

• 伝統的なアートグラントを作るだけでなく、新たな資金
やリソース、コネクションへのアクセスを用意する役割が
必要となる。

• アートへの資金提供者は、政府や財団が主導する、
知識や能力の向上を支援するための幅広いイニシアチ
ブにアーティストが参加できるようにするための支援をす
る必要がある。

• ソーシャル・イノベーションとソーシャル・ファイナンスは、ク
リエイティブ・カナダが芸術によるポジティブな影響をコ
ミュニティを通して重要と判断している分野である。

事例紹介

クリエイティブカナダ

• カナダ・カウンシルのデジタル戦略基金は、カナダの芸
術・カルチャーセクターのデジタル化を促進するために設
立された。

• アーティストのニーズに応えて進化してきたこのファンドは、
さまざまなパートナーシップを開始した。

▪ オリジナルのデジタルコンテンツの開発・制作・共有を支援。

▪ 「Digital Origins Initiative」は、パンデミック時にアー
ティストが作品をオンラインで共有できるようにするための
支援を行う。

▪ カナダ・メディア・ファンド、カナダ・フィルム・センター、ストー
リー・フューチャーズ・アカデミー（英国）、ナショナル・セン
ター・フォー・イマーシブ・ストーリーテリング（英国）、アー
ツ・カウンシル・イングランドとの共同制作などの英国とカナ
ダの積極的な人材交流を促進。



6. 経済機会の促進
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インベスト・アトランタ

アトランタ市の経済開発機構で、経済と国際競争力を強化し、機会と繁栄の拡大を図ることを使命とし設
立された。インベスト・アトランタは、クリエイティブ産業をより経済の中心に位置づけさせるためには、行政の指
導力、透明性、信頼性が重要であると考えている。

概要

主な活動内容

インベスト・アトランタは、雇用の創出、経済の成長、地域の活性化、投資の誘致、イノベーションの促進、起業の奨励など
を目的とした官民パートナーシップの開発・育成に焦点を当てたプログラムやイニシアチブを実施しており、公平性の向上を目
指している。これらの目標を達成するために、インベスト・アトランタは、ボンド・ファイナンス、ローン・ファンド、住宅融資、増税
融資、税額控除などのメリットを活用している。

• ジョージア州のクリエイティブ産業は、20万人を雇用し、合計で370億米ドルの収益、625億米ドルの経済効果をもたら
している。クリエイティブ産業は、州の収益に貢献するだけでなく、毎年数百万人の観光客を惹きつけ、すべてのコミュニ
ティの生活の質と活力を大幅に高め、ジョージア州の豊かな文化遺産とアイデンティティの大部分を担っている。

ジョージア州のリーダーが、経済におけるクリエイティブ産業の重要性を認識しており、その中でもアトランタ市のクリエイティ
ブ産業に注力することでアトランタ市も恩恵を享受している。

この点を考慮して、インベスト・アトランタは、経済開発における公平性と包括性を促進しながら、革新、リスク、創造的経
済への投資を目的とするクリエイティブ産業の中小企業に資金を提供することに力を注いでいる。

トップが文化を支える



【参考】インベスト・アトランタの取組み
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⚫ インベスト・アトランタは企業がクリエイティブな人材にアクセスしやすい仕組みづくりを実行している。

官民一体となったパートナーシップの構築

• インベスト・アトランタは、クリエイティブ・コミュニティを支
援するさまざまなプログラムを提供している。例えば
Creative Industries Loan Fundは、2019年1
月に募集を開始して以来、11社に総額40万ドルの
投資を成立させている。

• このファンドは、映画、テレビ、音楽、メディア分野のビジ
ネスに焦点を当てており、音楽の背後にいるクリエイ
ターにスポットライトを当てた音楽アプリ「Deepr」、女
性主導の映画・テレビコンテンツ制作会社「Screen 
Lloyd」、社会問題に焦点を当てたメディア企業
「Change A Man Media LLC」などがある。

• また、インベスト・アトランタは、地元のIT系スタートアッ
プと提携し、クリエイターが地元企業の本社で仕事を
得るための雇用市場ポータル「クリエイティブ・コーポレー
ト・フェローシップ・プログラム」を設立した。

• 企業は、グラフィックデザイン、写真、マーケティング、
ソーシャルメディア管理、イベント企画などのクリエイティ
ブな仕事をフリーランスやギグワーカーに依頼することで、
コストを削減することができる。

クリエイティブ・インダストリーズ・ローン・ファンド

映画、音楽、デジタル・エンターテインメント、技術などのコン
テンツ制作を支援するために、低金利で返済期間の早い
ローンを提供している。

• 応募者は、制作、ポストプロダクション、マーケティングと
配給、ツアーとフェスティバル、プロトタイプの開発と販売
に資金を使用することができる。

• 承認された申請者には、返済前の6ヶ月間の猶予が
あり、柔軟な返済条件を設定することができる。

クリエイティブな起業家に、国際市場へのビジネス展開の機会を
提供する。

• 市場に進出するために、将来の顧客、仕事の機会、リソース
を特定するためのビジネスミーティングを設定。

クリエイティブ産業交流

会計、マーケティング、法務などの分野でクリエーターの能力を高
めるために計画されたビジネス・メンターシップ・プログラム。コミュニ
ティ形成を目的としたコラボレーションの拠点であるGathering 
Spotとの提携している。

クリエイティブ産業技術支援プログラム



7. クリエイティブ人材のための新たなモビリティ移動助成制度
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モビリティ（移動）はクリエイティブ人材のキャリアには欠かせないものである

仕事、勉強、研究、共同制作、レジデンスや交換プログラムへの参加など、移動は、クリエイティブ人材の活
動やキャリアに不可欠な要素である。モビリティは単に個人的な選択の問題ではなく、職業上の必要不可欠
な問題でもある。

モビリティについて

アーティストやクリエイティブ・プロフェッショナルは、作品を展示するため
にツアーを行ったり、複数の国でパフォーマンスを行ったりと、移動が多
いのが特徴である。移動するアーティストの環境を改善することは、彼
らの生活環境の維持にもつながる。

モビリティの障害を減らす

欧州委員会は、アーティストやクリエイティブな専門家の移動の障壁を減らすために、
EU加盟国の移動に関する活動を支援・補完している。資金や機会を提供し、情
報やアドバイスが包括的かつ容易に利用できるようにすることで、移動のための環
境を改善することを目指している。

クリエイティブ・ヨーロッパ

モビリティは、EUの文化プログラムであるクリエイティブ・ヨーロッパに組み込まれており、
協力プロジェクト、ネットワーク、プラットフォームの一部となっている。

i-Portunus（モビリティ支援制度）

＜参加者の回答＞

97% 新たなスキルを獲得したと報告

94% 作品制度のための新たなパートナーを発見

94% 共同制作の機会が増加

49% 新規契約の獲得

※参加者には、それぞれ1,500~3,000ユーロの移動支援金が支払われた。

モビリティが重要な理由

1 新しいキャリアの機会、視聴者、市場へのアクセス

2 文化・クリエイティブ分野での雇用創出

3 文化的多様性と異文化間対話の促進

4 ネットワーキングとパートナーシップの構築

EU初の個人を対象としたモビリティー支援制度が2019年に試
行された。約350人のEU在住者が、総額6億2,000万ユーロ
の支援金から、制作を目的としたレジデンスや専門的な開発活
動に係るモビリティのための資金を受け取った。



参考資料
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【参考】参照リンク一覧
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資料 リンク

Creative Capital, Artist as entrepreneurs http://www.creativityculturecapital.org/artists-as-entrepreneurs/

Creativity Culture Capital, Impact Investing in the
Global Creative Economy

Creativity-Culture-and-Capital-Impact-investing-in-the-global-creative-economy-English.pdf 
(creativityculturecapital.org)

Inversión Cultural http://www.inversioncultural.com/

Javier Hernández Acosta, Management shared services 
as an acceleration strategy for creative enterprises

http://www.creativityculturecapital.org/management-shared-services-as-anacceleration-
strategy-for-creative-enterprises/

Phil Kirshman, Portfolio approach to creative economy 
investing 

https://www.creativityculturecapital.org/author/kirshman/

Carolina Biquard & Bárbara Russi Creativity at work https://www.creativityculturecapital.org/creativity-at-work/

Elizabeth MacKinnon, Reimagining arts funding for a 
more resilient sector: the role of government at the 
intersection of creativity, innovation and impact 

http://www.creativityculturecapital.org/reimagining-arts-funding-for-a-more-resilient-
sector-the-role-of-government-at-the-intersection-of-creativity-innovation-and-impact/

C・Heritage Creative Canada Policy Framework https://www.canada.ca/en/canadian-heritage/campaigns/creative-canada/framework.html

Sheoyki A. Jones, The creative industries: driving 
economic opportunity in Atlanta 

http://www.creativityculturecapital.org/the-creative-industries-driving-economic-
opportunity-in-atlanta/

Creative Europe https://ec.europa.eu/programmes/creative-europe/node_en

i-Portunus https://www.i-portunus.eu/about-the-programme/stories/





調査の基本視点
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⚫ 諸外国・地域におけるデザインの定義やカテゴリー、社会の変化等を踏まえ、 「人と自然に調和的な経
済社会」を実現する上でのデザインの役割等について検討する。

調査項目 調査概要

調査の基
本視点

①諸外国・地域におけるデザインカテゴリー 調査項目(3)-①の各国におけるデザインの定義や、
諸外国の例を参考にし、デザインカテゴリーを整理

②人と自然に調和的な経済社会を構築する上での
デザインの役割

人と自然に調和的な経済社会を実現する上でのデ
ザインの役割について検討

検討内容 主な調査項目

① デザインの定義及び役割の変化について • 「インダストリアルデザイン」の定義

• 「デザイン」の役割の拡大

• ポストコロナにおけるデザインの役割

② デザインに用いられるスキルについて • デザイナーの新たな役割・スキル

• デザインスキルの経済価値

③ デザインカテゴリーの整理について • 主要な組織団体におけるデザイン分類

• 我が国におけるデザイン分類

































事例紹介
（諸外国におけるデザインの役割を促進する取組みや活動）
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World Design Capitalは、WDOによって2年ごとに指定されており、
経済・社会・文化・環境の発展を促進するためにデザインを効果的
に使用している都市を表彰している。 1年間にわたるイベントのプログ
ラムを通じて、指定都市は、生活の質を向上させる持続可能なデザ
イン主導の都市政策とイノベーションのベストプラクティスを紹介する。

• Torino, Italy (2008)

• Seoul, South Korea (2010)

• Helsinki, Finland (2012)

• Cape Town, South Africa (2014)

• Taipei, Taiwan (2016)

• Mexico City, Mexico (2018)

• Lille Metropole, France (2020)

• Valencia, Spain (2022)

World Design Organization (WDO) について
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World Design 
Organization 
(WDO) とは

ABOUT | World Design Organization (WDO) は、インダストリアルデザインにおける国際的な
世界を代表する非政府組織である。 より良い世界のためのデザインを提唱し、経済的、社会的、文
化的、及び環境的な生活の質を高めるインダストリアルデザイン主導のイノベーションの知識を促
進・共有している。 現在、WDOは世界中のインダストリアルデザイナーを代表する170を超えるメン
バー組織にサービスを提供している。

VISION | デザインが経済的、社会的、文化的、及び環境的な生活の質を高める世界の創造に努めている。

MISSION | インダストリアルデザインについて、より良い世界を創造する力を持つ工業デザイン主導のイノベーションの
知識を提唱、促進、共有している。

WDOが特定したインダストリアルデザインに関連するSDG

インダストリアルデザインは、アクセシビリティ・手頃な価格・信頼性・持
続可能性・ユーザーと環境の尊重を優先する。より良い世界のため
のデザインは、人間のニーズを最優先し、人、地球、利益の適切
なバランスをとる次世代のデザイナーの精神である。

World Design Capital (WDC)

出所：World Design Organization ホームページ
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UK Design Council “Strategy 2020-2024” – Strategic Priorities

デザインスキルの増加及び向上健康及びウェルビーイングの向上 サステナブルなライフスタイルの実現

2024年までに、英国で健康格差
を経験している4つの地域のコミュ
ニティや組織内でデザインスキルを
向上させ、人々が健康に影響を与
える可能性のある問題をより深く理
解することをサポートする。

また、より健康的な生活を送るた
めの独自のソリューションを開発・
テスト・導入できるように支援する。

既存のプログラムに基づいて、以下を行う。

• パートナーと協力し、これらの分野で主
要な場所ベースのプログラムを提供。

• スタッフの健康と福祉を改善するために
企業をサポート。

• ホームレスに特にフォーカスを当てる。

2024年までに、新しい、より環境
的にサステナブルな慣行に関する、
より広い世界的な知識を追加する
ことが予想される。

また、英国が定めたネットゼロの目
標を達成するために、人々がよりサ
ステナブルな場所、製品、プロセス
をデザインすることができるための
支援を増やす。

以下の方法で活動を拡張する。

• クライアントとの持続可能なインフラスト
ラクチャモデルの開発。

• 気候変動の危機を緩和するための主
要な公共部門のイノベーション。

• 特に大気汚染にフォーカスを当てる。

出所：UK Design Council “Strategy 2020-2024”

2024年に向けて、デザインスキル主導のア
プローチを通じて、英国全体のスキルギャッ
プを埋めることを支援する。

既存のプログラムに基づいて、さらに500企
業、5,000コミュニティメンバー、2,500公
務員リーチし、デザインスキルを使用できるよ
うにする。

中央及び地方行政と協力して、若年及び
高齢の学習者が潜在能力を最大限に発
揮できるよう支援する。

今までの成功事例に基づき、以下を行う。

• コミュニティ主導のデザイン活動の場を提供するた
めのサポートとトレーニングのパッケージを開発。

• パフォーマンスに重要な支え手としてデザインを組
込むためのSMEデザインスキルプログラムを提供。

• デザインの訓練を受けていないリーダーのために、
新しいデザインスキルプログラムを作成し、デザイ
ンの商業的影響を認識できるようにする。

• デザイナーが社会の利益を最大化できるように、
最新の社会的・環境的・体系的なデザイン手法
を共有。
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⚫ Design for Innovation (“Design4Innovation”) は、ユーザー中心のイノベーションのツールとして
デザインを推進するために協力している8つの欧州のパートナーによる共同プロジェクト。

⚫ Design4Innovationは、中小企業がより質の高い製品とサービスを作成し、より収益性が高く、より
早い成長を支援し、最終的に欧州全体の中小企業の競争力を強化することを目的としている。

Design 4 Innovation プロジェクトの概要

EUのデザインを推進するために協力している、
8つの欧州のパートナーによる共同プロジェクト

Policy Change

8つの欧州のパートナーは、中小企業の競争力向上のためにデ
ザイン主導のイノベーションを行うためのERDF(欧州地域開発
基金) 運用プログラムを組成し、結果として、2,000の中小企
業が2021年末までに以下の目標に掲げている内容を達成さ
せることを目的としている。

Anticipated Impact

証拠に基づく政策立案をより適切に通知するために、24か月
の監視フェーズで、実装されたメカニズムの影響を監視し、有効
性を評価する。

＜20201年までの目標＞

• 2,000の中小企業がバウチャー・助成金・メンタープログラムにアクセス

• 受益者のうち新しい製品・サービスを実装する中小企業が80％を占め
る

• 受益者のうち売上高が増加した中小企業が80％を占める

• 受益者のうち50％の中小企業が新しい雇用を創出

出所：Design4Innovation ホームページ

UK (Lead Partner)

Spain

Belgium

Poland

Latvia

Malta Greece
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⚫ スペインのBarcelona Design Center (BCD) は、UNのSDGsゴールを踏まえて、
2017-2020のデザイン戦略として以下の4つの目標に焦点を当てた。

• 組織のイノベーションとサステナビリティ（企業、団体）

• クリエイティブ起業家の支援

• クリエイティブ分野でのバルセロナブランドのプロモーションと地元のクリエイティブタレントの国際化

• 社会の課題とUNのSDGs、及び、2030年のアジェンダ

⚫ また、EUのDesign 4 Innovationのパートナーとして、Design Action Planを公表した。

Design 4 Innovation – “ BCD Design Action Plan ”

Barcelona
centre de Disseny

Design Action Plan

アクションプランは、以下に影響を
与えることを目的としている。

• 成長と雇用プログラムへの投資

• その他の地域開発政策手段

Action 1
オープンイノベーションプロセスを定義するための、クリエイティブセクターのデザイ
ナーや中小企業のための意識向上と知識移転。

Action 2
循環経済などの相乗効果のある分野と、その分野でのデザインサポートの機会
を特定する。

Action 3
デザインエコシステム：デザインセクター、ビジネスでのデザインの使用に関する
調査を実施し、デザインの影響を測定する。

出所：Barcelona Design Center “Design Action Plan – Design 4 Innovation”
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⚫ 台湾のデザイン産業を推進する財団法人台湾設計研究院（TDRI）は、2020年に「International 
Design Policy Roundtable」を開催し、デザイン政策の開発・実装・評価に関するグローバルなベス
トプラクティスを検討するための非公式ワーキンググループで、デザイン政策について議論。

⚫ 台湾設計研究院は、「2016 Taipei World Design Capital」の後に生まれたデザインへの大きな関
心を踏まえ、デザイン政策の策定に着手し始めた。

• 台湾は、このキャンペーンにおいてデザインを成長と競争力の推進力と見なした。

• 公共政策、持続可能な都市、社会的影響、そして将来の生活に関するさまざまなワークショップに
より、公共機関と一般市民に関心を与えた。

台湾設計研究院（TDRI）について

• 2020年に設立

• 台湾のデザインの強みを活用して、産業の発展と全体的な経済成長を推
進することを目的としている。

✓ 「デザインの力」を備えた幅広い公共機関からの公的リソースを統合し、
中央ガバナンスの価値及び戦略としてデザインを推進することを計画
している。

✓ 産業と社会のサステナブルな発展を導くことが期待されており、一般市
民の生活の質を向上することを目指している（デザイン政策を策定し、
ガバナンスの効率を高めるのに役立つ）。

✓ 統合された学際的なアプローチを通じて、研究所は公共政策にデザイ
ンベースの考え方を導入し、民間部門での人材育成を推進し、デザ
イン業界をリードするビジネスを構築する。

台湾のデザインを世界に発信

国際的なデザイン交換の促進

デザイン研究能力の開発

業界のアップグレードと革新を支援

市場拡大におけるレンダリングサポート

台湾のデザインのキャンペーン

デザインの新しい才能の発見

クリエイティブデザインスペースの管理

出所：台湾設計研究院のホームページ ※各活動についての詳細は次項を参照
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Creating a Robust Design Innovation System
企業がデザインの活用レベルを向上させ、台湾の次の10年の産業革新をナビゲートするためにデザイン産業を支援

台湾設計研究院（TDRI）の活動

台湾のデザインを世界に発信

台湾のデザインの創造性を実証するために、日本、米国、ドイツなどの国のパー
トナーとその代表者とのネットワークを確立して、台湾のデザイン業界が海外に発
信されることを支援する。 さらに、アジアで最も影響力のあるデザイン賞を主催し、
国際的な認知を獲得し、台湾のデザインと視点を世界に広めている。

国際的なデザイン交換の促進

台湾を世界のデザイントレンドの最前線に置くために、海外からの支援を受け、
台湾と世界の他の地域との間のデザイン交換を促進する役割を継続的に果たし
てきた。2011年には、IDAの最初の国際的なデザインイベントが開催され主催
者として世界的に高い評価を得た。

デザイン研究能力の開発

グローバルなデザイントレンドとテクノロジーの分析を続け、製品イノベーション開発
の中に最新のデザインアプリケーションを業界内に紹介している。 また、台湾のデ
ザインサービス産業とその他産業をデザイン部門とともに深く理解するための調査
も実施し、TDRIが台湾のデザイン政策に関する有用なアドバイスを提供すること
にも役立っている。

業界のアップグレードと革新を支援

プロジェクトメンタリング、業界パートナーシップ、及びワークショップを提供し、台湾
の伝統的な業界の製品革新及び開発プロセスを支援している。 デザインによる
価値創造に焦点を当て、国内外のリソースを組み合わせて価値創造エコシステ
ムを形成し、業界全体で自社の製品、サービス、組織、または才能に新しい価
値を創造することを支援する。

クリエイティブデザインスペースの管理

2017年の終わりに、TDRIが位置する古いたばこ工場の歴史的背景と周辺の
環境機能を新しいスペースであるSong Yan Courtに組み込み、台湾設計館、
図書館、デザインピンデザインショップ、アメリカンイノベーションセンター（AIC）の
4つの主要なサービスエリアを接続している。 また、デザイナー間で快適にアイデア
を交換し、インスピレーションで革新するためのスペースも提供している。

デザインの新しい才能の発見

長期的な人材育成プログラム、国際研究、業界とアカデミーのコラボレーション、
さまざまなセミナーやワークショップがあり、グローバルなビジョンと革新力を備えたデ
ザイン関連の人材を育成している。 また、優れた作品を商品化するためのガイダ
ンスを提供し、学生や若いデザイナーが彼らの創造性をさらに発展させることを奨
励するために専門家を招いている。

台湾のデザインのキャンペーン

TDRIは毎年、主要なデザイン展示会や受賞歴のあるイベントのほか、デザイン
またはクリエイティブ業界に関連するセミナー、フォーラム、ワークショップを開催して
いる。 これらのイベントは、産業界、学界の人々の間での会話、交流、ブレーン
ストーミングを促進するだけでなく、日常生活の中でデザインを体験し、デザインの
価値とデザインの美学についての理解を深める公共の機会を提供する。

市場拡大におけるレンダリングサポート

国際市場への拡大を可能にするさまざまな「手段」を提供し、台湾のデザインと
台湾と世界市場との間のビジネスチャンスの可視性を高めるために、国際展示
会に参加するための必要な手順を通じて、台湾の才能あるデザイナーを支援し
ている。

出所：台湾設計研究院のホームページ
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⚫ ドバイが設立したDubai Design and Fashion Council (DDFC) は、デザイン分野におけるドバイ
の国際的・国内的知名度を高めている。

⚫ 持続可能な産業の発展をリードするDDFCは、詳細な市場インテリジェンスを提供し、国内及び地域内
の才能を育成し、首長国の発展へのクリエイティブ産業の貢献を可能にしている。

⚫ また、「MENA Design Outlook 2014-2019 Report」を公表し、中東と北アフリカのデザイン産業
は、今後5年間で少なくとも6％の複合年率で成長し、2019年までに550億米ドルに達すると予測。

MENA’s Ecosystem and Value Chain of Design

デザインのエコシステムとバリューチェーン

• デザイン産業の展望及び今後のエコシ
ステムを整理するために、右記のバ
リューチェンの流れを明記している。

• デザインセクターのバリューチェーンは以
下の4ステップで作られている。

1. マーケットプレイヤー

2. 活動（アクティビティ）

3. サポートエコシステム

4. カスタマー

• デザイン産業の成長には、公共機関
のサポート（インフラ、ファンディング
等）が重要と述べている。

出所：Dubai Design and Fashion Council “MENA Design Outlook 2014-2019 Report”

※MENA = Middle East & North Africa
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⚫ ここまで確認した内容を踏まえ、「2020年代におけるデザインの役割」に関する論点を整理し、政策的な
インプリケーションを検討。

• ここまで諸外国の例も参考にしつつ、デザインの定義及び役割の変化並びにデザイン
に用いられるスキル等を整理。

• 諸外国におけるデザインの活用を促進する取組みや活動事例を踏まえ、人と自然に
調和的な経済社会を実現する上でのデザインの役割について確認したところ、以下の
ような共通の論点があるものと思慮。

➢ 社会の変化により、エコシステム領域のデザインの重要性が増大

➢ 「デザイン」の定義及び役割の拡大に伴い、デザイナーに求められるスキルも拡大

➢ COVID-19パンデミックの影響により、ヘルスケア領域におけるデザインの重要性が増大

総括

• 上記の論点を踏まえた、政策的インプリケーションは以下のとおり。

➢ デザイン領域やデザイナーに求められるスキルの拡大を踏まえた、新たなデザイン界のエコシス
テムの構築。

➢ ポストコロナを見据えた新たなライフスタイルの創造や、複雑な社会問題の解決に資するデザ
インの促進。

政策的インプ
リケーション
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⚫ ファッション業界に係る世界的な動向を定量データ等を踏まえ確認する。

⚫ また、近年の経済のグローバル化・デジタル化を踏まえたトレンド組成に関する変遷と今後について検討し
つつ、ファッションが身につけるもののみならず、衣食住、趣味や文化活動などのライフスタイルまで含む広い
概念となっていることを考察する。

⚫ さらに、ニューノーマルなライフスタイルを確立する上で求められるファッション産業の新たなビジネスモデルを、
海外事例や国内ベンチャー企業の取組み事例を参考に、ライフスタイル産業を横断的に検討する。

調査目標 調査概要

事例調査
の視点

一般的なファッション業界に係る世界的な動向を定
量データ等を踏まえ確認する。

各種資料を踏まえ、一般的なファッション業界に係る
世界的な動向を定量的に確認。

また、最近の経済のグローバル化・デジタル化を踏まえ
たトレンド組成に関する変遷と今後について検討しつ
つ、ファッションを、身につけるもののみならず、衣食住、
趣味や文化活動などのライフスタイルまで含む広い概
念となっていることを考察。

近年の経済のグローバル化・デジタル化を踏まえたトレ
ンド組成に関する変遷と今後について、定量及び定
性的に確認し、ファッションを、ライフスタイルまで含む
広い概念となっている可能性について検討。

ニューノーマルなライフスタイルを確立する上で求められ
るファッション産業の新たなビジネスモデルを、海外事
例や国内ベンチャー企業の取組み事例を参考に、ラ
イフスタイル産業を横断的に検討する。

ニューノーマルなライフスタイルを確立する上で求められ
るファッション産業の新たなビジネスモデルを、海外事
例や国内ベンチャー企業の取組みなどを複数事例を
紹介し、ライフスタイル産業に係る政策的なインプリ
ケーションを行う。

























































ここまでの整理
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⚫ ここまでの内容を踏まえ、消費者の意識の変化とともに、「ライフスタイル」としての「ファッション」という意識
が高まっていることが見られる。

• 定性及び定量的な観点から、ファッションという概念の変化を確認したところ、以下の
ような要因により、ファッションがライフスタイルそのものを含む概念へと変化している可
能性がある。

➢ ミレニアル及びZ世代等を含む消費者の「サステナビリティ」に対する意識の高まり。

➢ デジタル化の進展。

➢ アジア圏の隆盛。 等

ここまでの

総括

• 上記を踏まえ、身につけるもののみならず、衣食住、趣味や文化活動などのライフスタ
イルまで含む非常に広い概念としてのファッションについて検討する必要がある。論点

• 以降では、ファッション産業の新たなビジネスモデルを考察するため、海外事例や国内
ベンチャー企業の取組みなどを複数の事例を確認する。

これ以降の
問題意識



事例紹介
（国内・海外におけるファッションに関する取組みみや活動）
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【海外事例】ライフスタイルを発信するファッション：サステナビリティ
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⚫ 海外の様々なファッションブランドでは、消費者にサステナブルなライフスタイルを促進するためのプログラム
や取組みを推進していることがみられる。

• 持続可能性への取組みと、2025年までに未使用のプラスチックの使用
量を50％削減するという目標をサポートするために、消費者がより簡単
にReduce-Reuse-Recycleできるように支援し、購入する未使用の
プラスチックの量を大幅に削減するクローズループのサプラインチェーンを
構築している。

• Reduce：再生プラスティックでボトルを生産。

• Reuse：TerraCycleのLOOPプログラムと協同し、「ミルクマン」モデルを備
えた、アルミ製の詰め替え用のシャンプーボトルを利用した制度を開発。

• Recycle：How2Recycle等のリサイクル企業と協力して、消費者のため
により分かりやすいラベルを商品に貼り付け、より良いクローズループのサプラ
イチェーン計画を策定。

Pantene

• アパレル生産から発生する汚染を削減するために、以下の取組みを実
施している。

• 再生素材を使用：64%の素材はリサイクル繊維で作成。

• オーガニックコットン：1996年以来、有害な化学物質を使用せずに有機
栽培されているバージンコットンを使用。

• 食物と繊維の栽培：再生有機の実践を通じ、土壌環境を改善し、温室
効果ガスの大気への排出を削減する方法に投資し、テスティングを実施。

• 従業員のケア：労働者の状態の改善に専念し、82%の生産はFair
Trade Certified™で縫製。

• Worn-Wearプログラム：消費者が古着商品を購入/トレードインできる。

Patagonia



【国内事例】ライフスタイルを発信するファッション：伝統工芸
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⚫ 我が国の伝統工芸を未来に残していくために、技術をファッションアイテムに盛り込んでいるブランドがある。

奄美大島の伝統的な柄「大島紬」を使ったカラフルな靴下

• 代表的な柄の「龍郷（たつごう）柄」や「秋名（あきな）バラ柄」など、
伝統的な“柄”をカラフルでポップなデザインの靴下にデザインした商品。

• 素材に大島紬の風合いに近い高級綿「摩周湖」を使用。

紬POP

つむぎぽっぷ

「有松鳴海絞り」をモダンに転換したファブリック

• 愛知県名古屋市の有松・鳴海地域で400年以上にわたって受け継が
れてきた「有松鳴海絞り」をモダンに転換したファブリック。

• 海外のニーズに沿って「有松鳴海絞り」を再解釈し、完全オリジナルのブ
ランドとして再生させた。

suzusan

和紙糸を使用した機能性デニム

• 我が国の伝統の和紙を使用したデニム素材。

• 緯(よこ)糸に和紙糸を使用しているため、 非常に軽く、 吸汗性・吸湿
性・速乾性に優れた商品となっている。

WASHI
DENIM

「和紙デニム」



【国内事例】ライフスタイルを発信するファッション：サーキュラーエコノミー
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⚫ サーキュラーエコノミー、シェアドエコノミーの観点から、物を所有するのでなくシェア基本とするサブスクリプ
ションモデルがファッション・インテリアの中でも進展。

高級ブランドバッグ、シェアリング＆サブスクリプションサービス

• 2015年2月にラクサス・テクノロジー社が開始した高級ブランドバッグの
シェアリング＆サブスクリプションサービス。

• 月額6,800円でエルメスやルイ・ヴィトン等の高級ブランドバッグが借り放
題となるシェアリング＆サブスクリプションサービス。

• 2019年5月時点での、平均継続率は91.6％（前月有料会員の当
月継続率の直近30カ月）、会員数（無料含む）は30万人にのぼる。

• さらに、手持ちのブランドバッグを貸し出して収入を得られる「Laxus X
（ラクサスエックス）」も展開し、バッグの在庫数は2万6,000種類で

合計3万2,000個。

Laxus

（ラクサス）

定額制アートレンタル＆サブスクリプションサービス

• 2017年3月に設立した株式会社Casieが展開する定額制アートレン
タルサービス（月額1,980円から選べる3つのプランで絵画を中心に最
大毎月1回の交換が可能）。

• 作家のストーリーやインタビュー記事が作品と一緒に届き、アートの基本
を学べる冊子も同時に送付。

• 売上の一部は毎月所属アーティストに還元しているため、若手アーティ
ストへの支援にも繋がっている。

• 2019年時点で利用者は一般個人7割、店舗法人3割。

Casie

（カシエ）



【参考】その他、エシカルなライフスタイルを発信するブランド（例）
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ブランド名 地域 概要 (company ethics)

Boden ロンドン（英国） Fair trade apparel, sustainable cotton, eco-friendly, ethical supply chain, gives back

Pact コロラド州（米国） Fair Trade Certified, organic cotton, B Corp

EILEEN FISHER ニューヨーク州（米国） Fair Trade Certified collections, sustainable materials & practices, inclusive sizes

Sézane パリ（フランス） Gives back, fair labor standards, natural & sustainable materials

ABLE テネシー州（米国） Female artisan-made in Peru, fair labor practices, B Corp

Tradlands カリフォルニア州（米国） Ethical production, natural & sustainable materials, recycle remnants

Outerknown カリフォルニア州（米国） Fair Labor Association & Bluesign certified manufacturing, sustainable practices

tentree バンクーバー（カナダ） B Corp, sustainable & eco-friendly materials, ethical manufacturing, gives back

Kotn トロント（カナダ） B Corp, organic, safe and fair labor standards, gives back

Reformation カリフォルニア州（米国） Made in USA, sustainable fabrics, purchases carbon offsets, living wages, inclusive sizing

Levi’s カリフォルニア州（米国） Ethically produced, sustainable practices, give back

United by Blue ペンシルベニア州（米国） Environmental preservation, B Corp, recycled and organic materials

Vetta 米国 Made in USA, sustainable materials, ethical production practices, recycled packaging

Fair Indigo 米国、ペルー Organic cotton, earth-friendly dyes, fair living wages for artisans, give back programs

ADAY ニューヨーク州（米国） Designed for longevity, OEKO TEX & Bluesign certifications, uses recycled materials and 
solar power

Back Beat Co. カリフォルニア州（米国） Made in CA, ethical production, sustainably made with GOTS Certified organic cotton, 100 
percent recycled packaging

Cuyana カリフォルニア州（米国） Slow fashion brand, supports craftspeople, give-back program

Petite Studio ニューヨーク州（米国） Ethical & small batch production, sustainable fabrics

Encircled トロント（カナダ） Ethical production, eco-conscious fabrics, upcycling, small batch production

LACAUSA カリフォルニア州（米国） Ethical manufacturing, partners with charities, gives back

DÔEN カリフォルニア州（米国） Standards that support and promote gender equality, natural fabrics, gives back



【海外事例】ファッション×デジタル
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⚫ 複数のラグジュアリーファッションブランドが、VR/AR でアバターを着せ替え、気に入った服はワンクリックで
購入可能という、新しいe-commerceの形に進出している。

• 2020年始めにローンチされ、現在複数のスーパーモデルと協議中。

• 100以上のファッションブランドが参画。

• 気に入った服は、ワンクリックで実際に購入可能。

• e-commerce Farfetchから実際の服・アイテムが届く。

DREST

• 上記Drestの機能に、ラグジュアリーインテリア機能を追加。

• ユーザーはアバターのサイズを設定することができ、気に入ったアレンジを
実際に購入可能。

• アイテムの希少性に着目し、現実に500枚しか作られないPradaのジャ
ケットは、adaの世界でも500枚限定となる。

• Dior、Gucci、Prada、Armani、Balmain、MiuMiu等の多数なラグ
ジュアリーブランドが参画。

ADA

*Images for reference purposes only.



【海外事例】ファッション×デジタル
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⚫ 仮想空間上で課金を行うことで、アバターを着せ替え、仮想空間上で自分のスタイルを楽しむという新た
なスタイルが進展。

• 自撮りした写真を3Dアニメーションのアバターに変換して、「ZEPETO 
STREET」という仮想世界で他のユーザーのキャラクターと交流すること
ができるZEPETOとGUCCIのコラボレーション。

• ZEPETO上にGUCCI Villaを開設。

• ユーザーはアプリ内で課金することでグッチのコレクションアイテムを自分の
アバターに着せて楽しむことができる。

• NIKE、Christian Louboutin等も参画。

ZEPETO

• 2019年パリで開催されたeSports「2019League of Legend 
World Championship」において、Louis Vuittonとライアットゲーム
ズがコラボレーションを実施。

• ゲーム内に登場するトロフィーを収めるための特性トランクや、二コラ・ジェ
スキエールがデザインしたプレステージスキン等、デジタルアセットを制作。

Louis 
Vuitton

x

League of 
Legends

*Images for reference purposes only.



【海外事例】ファッション×ブロックチェーン
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⚫ ブロックチェーンを活用することで、流通のトレーサビリティを高める取組みも進展している。

• AURAプロジェクトブロックチェーンによるサプライチェーントラッキングツール。

• 2019年3月にLVMH社は、自社メゾンで制作された商品の流通をブ
ロックチェーン上でトラッキング可能とするAURAプロジェクトを発表。

• 同プロジェクトはLOUIS VUITTON、Perfumes Christian Diorで
導入され、その後、同グループの20ブランドに展開される予定。

• Ethereum design studioのConsenSys社、Microsoft Azurとと
もに開発を推進。

LVMH

x

Blockchain

*Images for reference purposes only.



まとめ：「2020年代におけるファッションの役割」
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⚫ ここまで確認した内容を踏まえ、 2020年代におけるファッションの役割に係る政策的なインプリケーション
については、以下のとおり。

• 一般的なファッション業界に係る世界的な動向を定量データ等から確認したところ、当
該業界の世界的な動向としては以下のとおり。

➢ 中国及びインド等アジア圏の消費量の増大。

➢ オンライン販売等の急増 等。

• 定性及び定量的な観点から、ファッションという概念の変化を確認したところ、以下の
ような要因により、ファッションがライフスタイルそのものへと変化していると思料される。

➢ ミレニアル及びZ世代等を含む消費者の「サステナビリティ」に対する意識の高まり。

➢ デジタル化の進展、アジア圏の隆盛 等。

• 上記を踏まえ、諸外国の事例や国内ベンチャー企業の取組みなどを複数の事例を確
認したところ、その共通点等は以下のとおり。

➢ ミレニアル及びZ世代等を含む消費者の「サステナビリティ」に対する意識の高まり。

➢ 既存の生活様式に対して、より自由な価値観やライフスタイルを容認する意識の高まり、及
び、取組みの見直し。

総括

• 上記を踏まえ、 2020年代におけるファッションの役割としては、以下の論点を考慮す
る必要があると思料される。

➢ 新たなライフスタイルや価値観を発信するファッションに関する意識の高まり・取組みの見直し。

政策的インプ
リケーション



参考資料
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【参考】ブランドの内訳
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世界のレディースアパレル業界の主なプレイヤー
（TOP5）

# ブランド 内訳ブランド（抜粋）

1 Christian Dior 
SE

※次ページ参照

2 VF Corp • ALTRA
• Bulwark
• Dickies
• eaglecreek
• EASTPAK

3 PVH Corp • Calvin Klein
• TOMMY 

HILFIGER
• VAN HEUSN
• IZOD
• ARROW

4 Ralph Lauren 
Corp

• Ralph Lauren 
Luxury

• Polo Ralph 
Lauren

• Lauren Ralph 
Lauren

• Chaps
• Club Monaco

5 Levi Strauss 
& Co.

• Levi’s
• Docker’s
• DENIZEN
• SIGNATURE

世界のラグジュアリーブランド業界の主なプレイヤー
（TOP5）

# ブランド 内訳ブランド（抜粋）

1 Christian Dior 
SE

※次ページ参照

2 LVMH Moet 
Hennessy 
Louis Vuitton 
SE

3 L’Oreal SA • L’Oreal Luxe
• Lancome
• Kiehl’s
• BIOTHERM
• shu uemura
• Valentino

4 Cie Financiere
Richemont SA

• Buccellati
• Cartier
• Van Cleef & 

Arpels
• IWC
• Chloe

5 Kering SA • GUCCI
• Saint Laurent
• Balenciaga
• Bottega Veneta
• Brioni

世界のカジュアル衣料専門店業界の主なプレイヤー
（TOP5）

# ブランド 内訳ブランド（抜粋）

1 Industria De 
Diseno Textil
SA

• ZARA
• PULL & BEAR
• Massimo dutti
• Bershka
• stradivarius

2 TJX 
Companies 
Inc.

• TJMAXX
• Marshalls

3 Hennes & 
Mauritz AB

• H&M
• COS
• WEEKDAY
• MONKL
• ARKET

4 Reliance 
Retail Ltd.

• Reliance Fresh
• Reliance Smart
• Jiomart
• Reliance Digital
• Jio store

5 Fast Retailing • UNIQLO
• GU
• Theory
• PLST
• Comptoir des 

Cotonniers



【参考】ブランドの内訳：Christian Dior SE & LVMH
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⚫ Christian Dior SEは、フランスを本拠地とする複合企業のLVMHに属するが、単独で株式上場を行っ
ている。Christian Dior自体は、LVMH内で42.36％の株式と59.01％の議決権を保有している。

Christian Dior SEの構成

Christian Dior SEは6つの主な
プロダクトラインを所有している。

Christian Dior SE

Christian Dior Couture

Wines & Spirits

• Moet & Chandon
• Veuve Clicquot
• Hennessy
• Dom Perignon, etc.

Fashion & Leather Goods

• Louis Vuitton
• Fendi
• Marco Jacobs
• Kenzo, etc.

Perfumes & Cosmetics

• Guerlain
• Givency
• Christian Dior, etc.

Watches & Jewelry

• TAG Heuer
• Chaumet
• Zenith, etc.

Selective Retailing

• Sephora
• DFS
• Le Bon Marche, etc.

出所：Reuters “Christian Dior SE – profile”

LVMHの組織図

LVMHは以下の持株会社及びブランドで構成されている（2019年12月31日時点）

出所：LVMH “FY2019 Universal Registration Document”



【参考】参照リンク一覧
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資料 リンク

Statista “Apparel Market Worldwide” https://www.statista.com/study/54163/apparel-retail-worldwide/

Deloitte “Global Powers of Luxury Goods 2019”
https://www2.deloitte.com/content/dam/Deloitte/ar/Documents/Consumer and Industrial
Products/Global-Powers-of-Luxury-Goods-abril-2019.pdf

McKinsey & Company “The State of Fashion 2021 
Report”

https://www.mckinsey.com/~/media/McKinsey/Industries/Retail/Our%20Insights/State%20
of%20fashion/2021/The-State-of-Fashion-2021-vF.pdf

Bain & Company “Luxury Goods Worldwide Market 
Study Fall-Winter 2018”

https://www.bain.com/contentassets/8df501b9f8d6442eba00040246c6b4f9/bain digest l
uxury goods worldwide market study fall winter 2018.pdf

BCG “Fashion Forward 2020” https://media-publications.bcg.com/BCG-Facebook-FashionForward2020-Mar2017.pdf

Upstart Co-Lab “Deep Dive: Ethical Fashion”
https://www.upstartco-lab.org/wp-content/uploads/2019/10/Deep-Dive-Ethical-Fashion-
Upstart-Co-Lab.pdf

IMF “World Economic Outlook” https://www.imf.org/en/Publications/WEO

SPEEDA 「ラグジュアリーブランド 業界の動向 -世界市場-」

https://www.ub-speeda.com/top/welcome?8
SPEEDA 「レディースアパレル 業界の動向 -世界市場-」

SPEEDA 「カジュアル衣料専門店 業界の動向 -世界市場-」

UNDESA “World Population Prospects 2019” https://population.un.org/wpp/

LVMH “FY2019 Universal Registration Document” https://r.lvmh-static.com/uploads/2019/12/lvmh-urd-2019-va.pdf







我が国の強みに関する分析・整理①生活様式・精神性
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⚫ 我が国の魅力として「礼儀正しさ」、「道を究める姿勢」、「我が国独自の精神性（禅・武士道・わびさび
等）」、特にアジアでは創造性やKAWAII文化に代表される「コンテンツ」の評価が高い。

出所：映像産業振興機構「クールジャパンの再生産のための外国人意識調査」（2018）





我が国の強みに関する分析・整理③ICT・イノベーション

令和2年度商取引・サービス環境の適正化に係る事業 319

⚫ WIPOへの特許出願件数では米中が圧倒的な存在感を見せている。

⚫ 我が国は特許出願件数自体は少ないものの、特許評価額では米中に比べて高い評価を獲得している。
特に、次世代の産業、航空・宇宙・海洋産業、電力機器といったインフラや、新素材において米中を上
回る評価を獲得している。

WIPOへの特許出願件数比較（2012－16年累計） WIPOへの特許評価額比較（2012－16年累計）

出所：経済産業省「通商白書2019」



我が国の強みに関する分析・整理④労働者の能力、インフラ効率性
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⚫ 我が国は公的債務の多さなどが低く評価されているものの、労働者の能力やインフラ効率性の面で高く評
価されている。

Global Innovation Ranking 推移

出所：経済産業省



我が国の現在の強みに関する分析・整理
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⚫ 以上みてきたように、我が国の現在の強みとしては、創造性・ライフスタイルといった「日本独自の生活様
式や精神性」、自動車や中間部品などの「モノづくりやICT・イノベーション」、「質の高い知的財産や労働
者能力」といったソフトスキルが挙げられる

世界で
評価される
我が国の
強み要素

基準

調査
(対象資料)

我が国の生活
様式・精神性

モノづくり・
ICT

知的財産・
労働者の能力

• 「礼儀正しさ」「道を究める姿勢」

• 「我が国独自の精神性（禅・武士道・
わびさび）」

• 「コンテンツ」（アジア）

• 産業：製造業、交通、ICT技術、
ファッション、レジリエンス

• 商品：運送用機器（自動車や船舶
等）、電気製品、一般機械、化学製品、
教育と研究開発のロボット

• 情報（インフラ）：
安全性、治安、雇用、健康、エイジング、
環境、医療、科学インフラ、
サーキュラーエコノミー

• 知的財産：
アニメ・漫画・ゲーム、キャラクター、R&D、
特許（ハイテク等）

• 世界的に印象的若しくは優れていると考え
られている我が国の人・文化（興味、際
立った点、魅力を総合判断）

• 世界10位以内（上位約5％以内）

• 国内輸出商品の場合、割合10％以上

• 世界10位以内（上位約5％以内）

• 世界的に優れていると考えられている我が
国の情報・知的財産

• クールジャパンの再生産のための外国人意
識調査（2018年、映像産業振興機
構）

• 諸外国における生産業割合(2019年、
OECD)

• 世界製造業生産シェア上位10 か国
（2018年、 UN）

• 対世界輸出の商品別割合（2019年、
財務省）

• 通商白書

• クールジャパンの再生産のための外国人意
識調査（2018年、映像産業振興機
構）

• IMD 世界競争力ランキング(2020、IMD）

• IMD 世界デジタル競争力ランキング（2020年、IMD)

• WEF 国際競争力ランキング（2019年、WEF）





国内外が直面する社会課題に対する我が国の強み
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⚫ ここまで確認した内容を踏まえ、 今後国内外が直面するCOVID-19等の社会課題を解決しうる、我が
国の強みは以下のとおり。

• 我が国の現在の強みとしては、創造性・ライフスタイルといった「日本独自の生活様式や精神性」、
自動車や中間部品などの「モノづくりやICT・イノベーション（きめ細やかなイノベーション）」、「質
の高い知的財産や労働者能力」等のソフトスキルが挙げられる

• COVID-19の影響を受け、デジタル化の進展による社会課題はさらに加速される見込み

我が国の現在
の強み

• 上記を踏まえ、今後の社会課題解決に向けては我が国の3つのソフトの強みを生かして行くことが
できるのではないかと思料

➢ 「高齢化社会」による包括的な社会づくりの概念

➢ 「災害に対するレジリエンス」のノウハウ

➢ 「循環型社会の実現」に向けたノウハウ

政策的インプ
リケーション

また、社会課題に対応しうる我が国の強みとしては以下の3点があげられる

• 我が国は、世界各国に先駆けた「高齢化社会の先進国」であり、多様性を受入れる包括的な社会
づくりに着手している先進国といえる ← 多様性を受入れる社会

• また、東日本大震災に代表される災害等を数多く経験し「災害に対するレジリエンスのノウハウ」を資
産として蓄積している ← パンデミック後の社会のレジリエンス強化

• 「もったいない文化」に代表される「ものを末永く使う技術・ノウハウ」等の蓄積
⇒ サーキュラーエコノミー等の環境に配慮した循環型社会の実現

グローバルに

おける

我が国の

特徴





事例紹介
（国内外が直面する社会の動きや社会課題を解決する

ビジネスモデル）
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ビジネスモデルの事例調査・分析の一覧表（1/2）
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⚫ 我が国の強みとする産業において実施されている、社会課題を解決する国内のビジネスモデル事例。
（国内）の調査・分析一覧表（1～13社）

No. 社名 業種分類 我が国の強みとの関連性 社会課題関連の取組み
企業規模

（大:〇、中小●）
国

（本社所在地）

１ マツダ株式会社 自動車 自動車 文化芸術振興 〇 日本

２ スタートバーン株式会社 IT ICT技術 文化芸術振興 ● 日本

３
株式会社クオンタム
オペレーション

医療 医療
感染症対策

（COVID-19）
● 日本

4 国際航業株式会社 防災・災害 安全性 SDGs目標(11,13) 〇 日本

5 日本電気株式会社
情報技術
サービス

ICT技術、レジリエンス SDGs目標(9,13) 〇 日本

6 ヤマハ発動機株式会社 輸送用機器 環境 SDGs目標(1,3,４,6) 〇 日本

7 株式会社TBM 製造業
製造業、

サーキュラーエコノミー
SDGs目標(12) ● 日本

8 株式会社Rinnovation 衣類
ライフスタイル、、

サーキュラーエコノミー
SDGs目標(1,3) ● 日本

9 アステラス製薬株式会社 医薬品 健康、治療 SDGs目標(4) ● 日本

10 NTTテクノクロス株式会社 情報通信 ICT技術 SDGs目標(1,13) 〇 日本

11 株式会社KIREI 販売・サービス業
ライフスタイル、環境、

エイジング
SDGs目標(3,11) ● 日本

12
富士フイルムホールディングス
株式会社

医療機器・
化学製品

化学製品、医療 SDGs目標(3,17) 〇 日本

13 大和ハウス工業株式会社 建設業
ICT技術、環境、

レジリエンス
SDGs目標(3,17) 〇 日本



ビジネスモデルの事例調査・分析の一覧表（2/2）
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⚫ 我が国の強みとする産業において実施されている、社会課題を解決する国外のビジネスモデル事例。
（国外）の調査・分析一覧表（14～24社）

No. 社名 業種分類 我が国の強みとの関連性 社会課題関連の取組み
企業規模

（大:〇、中小●）
国

（本社所在地）

14 Royal Philips 電気機器 電気製品 SDGs目標(1,3) 〇 オランダ

15 Barefoot College 教育 雇用、環境、医療 SDGs目標(1,4,7) ● インド

16 Instock 飲食店
環境、

サーキュラーエコノミー
SDGs目標(13) ● オランダ

17 MUD Jeans 衣類
ライフスタイル、、

サーキュラーエコノミー
SDGs目標(1,3,4,12) ● ノルウェー

18 Ecosia IT ICT技術、レジリエンス SDGs目標(11,15) 〇 ドイツ

19 Chr. Hansen 農産用品 化学製品 SDGs目標(15) 〇 デンマーク

20 POSCO 鉄鋼製品 製造業 SDGs目標(11) 〇 韓国

21 Porsche A.G. 自動車 自動車、環境 SDGs目標(15) 〇 ドイツ

22 Vestas 発電 一般機械、環境 SDGs目標(7,8) 〇 デンマーク

23
Novartis International 
AG

医薬品 健康、治療 SDGs目標(3) 〇 スイス

24
Mountain Equipment 
Co-op

衣類 ライフスタイル、環境 SDGs目標(8,13) 〇 カナダ



















































「(10)新たな日本の強みとクールという評価の一致領域について」の示唆
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⚫ 我が国における新たな強みにとして、①エイジング、②レジリエンス、③サーキュラーエコノミーが考えられ、
これまでの強みと融合させることで、我が国の強みを伸ばすことができると思料される。

我が国の強みの分析・整理の示唆について ビジネスモデルの調査・分析の示唆について

我が国の強みの要素について

• 調査の結果、既存の強みの要素として「製造業を中心
とした産業」が考えられる。

• 今後、下記の「①、②、③」の要素が我が国の今後の
強みとして考えられる。

①エイジング
• 高齢化が益々進む我が国での高齢化対策のノウハウを、諸外国

で展開させるビジネスモデルが考えらえる。

• 具体的には、高齢者関連の「医療、雇用、福祉、介護」など諸
問題を解決するものが考えられる。

②レジリエンス
• 世界でも最も高いレジリエンス（防災・減災）技術力を保有す

る我が国の防災・減災の考えに基づいたビズネスモデルが考えらえ
る。

• 具体的には、ICT技術を活用した、「モニタリングシステム」、「防
災・減災復旧システム」の展開が考えらえる。

③サーキュラーエコノミー
• 世界でも「環境」及び「製造業」の分野で我が国は高い技術力を

保持している。特に、持続可能な社会を実現するための生産シス
テムと生産活動に関する発展的な産業モデルが、今後の我が国
の強みとして生かすことができると考えられる。

• 具体的には、我が国の高い技術力を用いた「新素材の支援」及
び「製造業のサーキュラーシステムの構築」が今後の展開可能性
が高いと考えられる。

今後の
我が国の強み

①

エイジング

②

レジリエンス

③

サーキュラー
エコノミー

製造業を中心とした強み

既存モデル
既
存

新
規
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資料 リンク

マツダ株式会社 https://www.mazda.co.jp/beadriver/design/interview/teidan_meisyo_01/

スタートバーン株式会社 https://startbahn.jp/service/startrail/

株式会社クオンタムオペレーション https://quantum-op.co.jp/ourefforts

国際航業株式会社、日本電気株式会社、ヤマハ発動機株式会社 https://www.meti.go.jp/policy/energy_environment/global_warming/pdf/JCM_FS/adaptation
_goodpractice_FY2018JPN_FIN.pdf

株式会社TBM https://tb-m.com/limex/

SHIMA DENIM WORKS https://shimadenim.com/

アステラス製薬株式会社 https://www.astellas.com/jp/ja/responsibility/action-on-fistula

NTTテクノクロス株式会社 https://www.ntt-tx.co.jp/whatsnew/2020/200525.html

株式会社KIREI https://kireigroup.wixsite.com/website

富士フイルムホールディングス株式会社 http://reili.fujifilm.com/ja/#home

大和ハウス工業株式会社 https://www.daiwahouse.co.jp/release/20130930114055.html

Royal Philips https://www.philips-hue.com/ja-jp

Barefoot College https://www.barefootcollege.org/

Instock https://sotokoto-online.jp/605

MUD Jeans https://mudjeans.eu/

Ecosia https://www.ecosia.org/

Chr. Hansen https://www.chr-hansen.com/en

POSCO https://newsroom.posco.com/en/steel-village-social-contribution-initiatives/

Porsche A.G. https://newsroom.porsche.com/en/sustainability/porsche-leipzig-nature-conservation-bees-
honey-offroad-commitment-sustainability-gerd-rupp-14605.html

Vestas https://www.mhi.com/jp/news/news_201029.html

Novartis International AG https://www.unglobalcompact.org/what-is-gc/participants/7016-Novartis-International-AG

Mountain Equipment Co-op https://www.unglobalcompact.org/what-is-gc/participants/6703-Mountain-Equipment-Co-op


